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医政発 0128第 1号

平成 23年 1月 28日

各都道府県知事 殿

地域医療再生計画について

国としては、「円高・デフレ対応のための緊急経済対策」(平成22年 10月 8日閣議決定)におぃて、「都

道府県に設置されている地域医療再生基金を拡充し、高度・専F号医療や救命救急センターなど都道府

県 (二次医療圏)の広域的な医療提供体制を整備拡充」することとしたところである。

国は、この支援策として、平成22年度補正予算において、地域医療再生臨時特例交付金を確保し、

都道府県に交付することとしたものである。都道府県においては、高度い専門医療機関や救命救急セン

ターの整備・拡充やこれらの医療機関と連携する地域の医療機関の機能強化など都道府県単位 (二次

医療圏)の医療提供体制の課題を解決するための施策について定める計画 (以下「地域医療再生計画」

という。)を作成するとともに、地域医療再生臨時特例交付金により地域医療再生基金を拡充し、これら

の施策を実施することが望まれる。

ついては、都道府県における地域医療再生計画の作成に資するため、地方自治法 (昭和二十二年法

律第六十七号)第二百四十五条の四第一項の規定に基づく技術的な助言として、別添1のとおり交付に

おける交付の条件及び別添2のとおり地域医療再生計画作成指針を定めたのでこれを通知する。

地域医療再生計画 (案 )、 地域医療再生計画 (案 )の交付の条件にかかる対応状況について(様式 1)、

地域医療再生計画 (案 )調査票 (様式2)、 地域医療再生計画 (案 )事業Bll調書 (様式3)及び地域医療再

生計画 (案 )の概要については、平成23年 5月 16日 (月 )までに、厚生労働省医政局に提出することと

する。

なお、貴管内関係者に対しては、貴職から周知されるようご配慮願いたい。
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別添 1

地域医療再生臨時特側変付金の変機の条件・

1.平成25年度末までの年度計画を作成するとともに、各事業毎の責任者を明確化すること等に

より、計画を着実に実施していくことのできる体制を整えること。

2.各種会議やパブリックコメントの募集などにより、民間医療機関関係者や医師会等地域の医療

関係団体、地域住民等官民間わず幅広く地域の医療関係者の意見を聴取し、その内容を計

画に反映すること。その際、保健所は、医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害Jを果た

すこととする。さらに、計画の達成状況の評価を行うに当たっても、同様に幅広い地域の医療関

係者の意見を聴取するようにすること。

3.高度・専門医療機関等と役割分担・連携する医療機関 (以下、「連携医療機関 Jという。)を、民

間医療機関を含め二次医療圏内で適正数指定することなどにより、急性期から亜急性期、回

復期、維持期、そして在宅へと連なる切れ 日のない医療提供体制を構築すること。また、院内

感染を含む感染症対策の体制整備についても留意すること。その際には、必要に応じて医療

計画の見直しを行うこと。

4・ 高度 0専門医療機関等と連携医療機関は、地域連携クリティカルパスの活用の推進や関係院

長会議を設置するなど、連携をより強固なものとするための仕組みを講じること。

5.基金は、施設整備。設備整備のみに偏ることなく、医師等の不足となっている地域医療機関が

医師等を受け入れるに当たつての環境整備など医師等の確保や人材育成のためにも活用する

ようにすること。その際には、平成22年度に実施した「必要医師数実態調査」などによる地域毎

の医師の配置状況の情報を活用すること。

6.平成22年度地域医療再生臨時特例交付金交付要綱4(2)の事業の場合は、上記にカロえ次の

基準を満たしていること。

①当該事業により整備・拡充等を行う高度。専門医療機関等と連携医療機関 (以下、「整備対

象医療機関」という。)には、医師事務作業補助員の導入等医師の負担軽減措置も併せて行

うことなどを通じて、地域医療機関の医師不足を解消していくための役割も積極的に果たし

ていくことのできる体制を整備すること。

②整備対象医療機関の間で診療情報、臨床評価に係る情報を収集・分析・情報共有する体制

を整備することで、二次医療圏内の医療状況を定量的に評価し、医療の質を底上げするよう

努めること。

③基金を交付する施設整備・設備整備事業については、基金交付額に加え都道府県経費、事

業者負担等を上乗せした事業規模とすることが望ましい。

④50億円を超える基金交付額を申請する事業の整備対象医療機関で、施設整備費として2億

円以上の基金が交付される医療機関については、当該2億円以上の基金が交付される医療

機関全体で原則として10%以上の病床削減を行うこと。
(注)ただし、施設整備費として2億円以上の基金が交付される医療機関が病床非過剰地域である二次医

療圏に所在する場合は、5%以上の病床削減とすること。なお、病床過剰地域及び病床非過剰地域
それぞれに所在する病床削減対象医療機関全体の合計削減病床数の個々の医療機関への配分に
ついては、各都道府県が関係者との調整等を行い判断するものとする。

⑤80億円を超える基金交付額を申請する事業は、病院の統合再編を行うこと。
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男1,泰2

地域医療再生計画作成増針

第1 地域医療再生計画作成の趣旨

国としては、「円高・デフレ対応のための緊急経済対策」(平成22年 10月 8日 閣議決定)において、

「都道府県に設置されている地域医療再生基金を拡充し、高度・専門医療や救命救急センターなど

都道府県 (二次医療圏)の広域的な医療提供体制を整備拡充」することとしたところである。

国は、この支援策として、平成22年度補正予算において、地域医療再生臨時特例交付金を確保

し、都道府県に交付することとしたものである。都道府県においては、地域の医療機関、医育機関、

診療又は調剤に関する学識経験者の団体 (医師会、歯科医師会及び薬剤師会。以下「医師会等関

係団体」という。)、 市町村等の関係者の意見を聴いた上で、高度・専門医療機関や救命救急センタ

ーの整備・拡充やこれらの医療機関と連携する地域の医療機関の機能強化など都道府県単位 (三

次医療圏)の医療提供体制の課題を解決するための施策について定める計画 (以下「地域医療再

生計画」という。)を作成するとともに、地域医療再生臨時特例交付金により地域医療再生基金を拡

充し、これらの施策を実施することが望まれる。

本指針は、都道府県の参考となるものを手引きの形で示したものである。

第2 地城医療再生計画の作成

1総論
地域医療再生計画の内容については、都道府県において、本作成指針に即し、かつ、都道府県

(二次医療圏)における官民を問わない幅広い地域の医療機関、医育機関、医師会等関係団体、市

町村等の関係者、地域住民並びに医療審議会又は医療対策協議会等の意見を聴き、それぞれの

地域の実情に応じて定めるものとする。

地域医療再生計画においては、個々の医療機関が直面する課題を解決することだけでなく、地域

医療全体が直面する課題を解決することを目的とする。

また、地域医療再生計画においては、現状分析、課題の選定、達成すべき日標及び実施する事

業が一貫したものとなるよう留意する。

さらに、地域医療再生計画の終了後においては、高度・専門医療機関や救命救急センターの整

備・拡充と、これらの医療機関と連携する地域の医療機関の機能強化による急性期から亜急性期、

回復期、維持期、そして在宅へと連なる連携体制の強化など都道府県 (二次医療圏)における医療

提供体制など、医療に関する課題を解決することにより、地域における医療が継続的に確保されるよ

う留意する。地域医療再生計画の終了後において、地域における医療の継続的な確保に支障が生

ずることのないよう留意する。

なお、2において地域医療再生計画の記載事項とされているものについては、必ず記載するものと

する。
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2記載事項
次の事項については、地域医療再生計画に記載するものとする。

(1)地域医療再生計画において対象とする地域の範囲

地域医療再生計画においては、都道府県単位 (三次医療圏)を対象として定める。

(2)地域医療再生計画の開始日及び終了日

地域医療再生計画の期間については、平成25年度末までの4年間以内とする。

(3)(1)の 地域における医療に関する現状の分析

地域における医療に関する現状の分析をするに当たつては、医療に関する需要、必要な医師数

などにつき、可能な限り定量的な分析を行う。

また、地域における医療に関する課題が明らかとなるよう留意する。

(4)(1)の 地域において解決すべき医療に関する課題

(5)地域医療再生計画の期間の終了日までの間に(1)の地域において達成す
べき医療に関する

日標

(1)の地域における医療提供体制の在り方に関して、地域医療再生計画を実施することにより達

成する全体的な目標 (以下「大日標」という。)を定める。

あわせて、大日標の達成状況を把握・評価するため、大目標に関連する指標について数値目

標を定める。  、

数値目標の設定に当たつては、必要な医師数、救急搬送に要する時間などにつき、可能な限り、

具体的かつ定量的な目標を設定する。

数値目標については、年度ごとの事業計画においてそれぞれの達成す
べき目標を定める。

(6)(5)の 目標を達成するために行う事業の内容

地域医療再生計画においては、対象とする地域における実情に応じて、当該地域の医療課題を

解決するために必要な事業について定める。例えば、高度・専門医療機関や救命救急センタ
ーの

整備・拡充や、これら医療機関と連携する急性期を脱した患者を受け入れるための後方病床を持

つ医療機関、二次救急医療機関などの地域の医療機関の機能強化、地域医療を担う人材の育成

等の事業を定めるものとする。

その際には、地域の医療機関、医育機関、医師会等関係団体、市町村等の関係者などの意見を

踏まえ、地域にとつて必要で公益性の高い事業が地域医療再生臨時特例交付金の対象となるよう

にすることとする。

地域医療再生計画においては、既に実施している国庫補助対象事業を定めても差し支えない。

ただし、これらの事業は、地域医療再生臨時特例交付金の対象とはならない。なお、国庫補助の

対象となる事業を新規に実施し、又は、拡充する場合であっても、当該国庫補助を優先的に活用

する。

(7)(6)の 事業を実施するに当たつて必要な経費 (経費に係る財源を含む。)

経費の積算に当たつては、費用を可能な限り抑制するため、適正な価格を用いて行う。

また、既に実施している国庫補助事業における国以外の負担分について、本交付金を充当する

ことはできない。既に実施している地方単独事業についても同様とする。

さらに、継続的に実施することが必要な事業については、地域医療再生計画が終了し、地域医
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療再生基金が無くなった後においても引き続き実施されるよう、地域医療再生計画の期間中にお

いても一部は都道府県又は市町村が負担するなど、費用負担の在り方に留意する。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 (平成 19年法律第94号 )附則第5条において、地

方公共団体は、国、独立行政法人、国立大学法人等に対し、原則として、寄附金、法律又は政令

の規定に基づかない負担金その他これらに類するものを支出してはならないこととされているので

留意する。

ただし、地方公共団体の要請に基づき、科学技術に関する研究開発等で、地域における産業の

振興その他住民の福祉の増進に寄与し、かつ、当該地方公共団体の重要な施策を推進するため

に必要であるものを行う場合に、当該地方公共団体が当該研究開発等 (当該法人において通常

行われる研究開発等と認められる部分を除く。)の実施に要する経費等を負担しようとする場合 (地

方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令 (平成 19年政令第397号)附則第4条第7号 )、

地方公共団体の要請に基づき、当該地方公共団体の住民に対して特別に医療を提供する場合に、

当該地方公共団体が当該医療の提供に要する費用等を負担しようとする場合 (同条第8号 )等で

あつて、あらかじめ、総務大臣に協議し、同意を得たものは例外とされている。

(8)地域医療再生計画の終了後に実施する必要があると見込まれる事業

地域医療再生計画の終了後において、(5)に掲げる目標を引き続き達成するために実施する必

要があると見込まれる事業につき、事業継続性を明確にして、その内容及び経費を記載する。

3地域医療再生計画作成等に係る手順
都道府県が地域医療再生計画を作成する際、全国に共通すると考えられる手順等を参考までに示

す。

(1)地域医療再生計画 (案 )を作成するための体制の整備。

(2)地域医療の現状分析等に係るデータの収集、調査の実施及び将来予測の検討。

(3)都道府県 (二次医療圏)における官民を問わない幅広い地域の医療機関、医育機関、医師会

等関係団体、市町村の関係者等に対して意見を聴取。

(4)都道府県 (二次医療圏)において直面する医療に関する課題を解決するための具体的方策及

び目標等を検討。

(5)都道府県 (二次医療圏)における課題を解決するための事業の内容についての検討。

(6)以上の検討を踏まえて地域医療再生計画 (案)の作成。これまでに厚生労働省に随時相談

(7)地域医療再生計画 (案 )について都道府県医療審議会又は医療対策協議会への意見聴取。

(8)地域医療再生計画 (案 )並びに様式1及び様式2の厚生労働省への提出。

(9)地域医療再生計画に係る有識者会議 (以下「有識者会議」という。)において地域医療再生計

画 (案 )の評価を行い、その評価結果を踏まえ地域医療再生基金の加算額等を決定する。

(10)厚生労働省から都道府県に地域医療再生臨時特例交付金の交付額を内示。

(11)地域医療再生計画を決定。

4医療計画等との関係
地域医療再生計画の作成に当たつては、都道府県医療計画その他都道府県が定める関係計画
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の内容と調和が保たれるよう必要に応じて都道府県医療計画を見直す。

また、公立病院改革プラン及び各都道府県において策定された「再編
。ネットワーク化に関する計

画。構想等」(「公立病院改革ガイドラインについて(通知 )」 (平成19年 12月 24日 総財経第134号総

務省自治財政局長通知)を踏まえて作成されるものをいう。)との整合性について留意する。

第3 地域医療再生計画の推進彗

1地域医療再生計画の推進体制
地域医療再生計画の推進体制については、地域の医療機関、医育機関、医師会等関係団体、市

町村等の関係者、地域住民との情報の交換や都道府県医療審議会又は医療対策協議会を活用す

るなど、関係者が互いに情報を共有することにより、信頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるよ

うな体制を構築することが望ましい。

また、平成25年度末までの年度計画に基づき、各事業毎の責任者を明確化すること等により、計画

を着実に実施していくことのできる体制を整える。

2地域医療再生計画の達成状況の評価等
地域医療再生計画に定める事業に関して、毎年度、当該目標の達成状況を評価し、実績報告を

作成する。その際には、地域の医療機関、医育機関、医師会等関係団体、市町村等の関係者、地

域住民並びに都道府県医療審議会又は医療対策協議会からも、必要に応じて意見を聴取するもの

とする。

地域医療再生計画に定める事業の実績報告は、厚生労働大臣に提出する。

評価の結果は、次年度以降の地域医療再生計画に係る事業計画に反映させるものとする。厚生

労働省は、少なくとも、平成22年度から平成23年度までの実績については、有識者会議に報告し、

技術的助言を含めた意見を聴くものとする。

3地域医療再生計画の変更
評価の結果に基づき、地域医療再生計画における大目標を達成するために必要があると認める場

合、地域医療再生計画の変更を行うことができる。

地域医療再生計画を変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県 (二次医療圏)における地域の

医療機関、医育機関、医師会等関係団体、市町村等の関係者並びに都道府県医療審議会又は医

療対策協議会の意見を聴取する。

都道府県は、地域医療再生臨時特例交付金の交付を受けている場合であって、地域医療再生計

画を変更しようとするときは、当該変更につき、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。

厚生労働大臣は、都道府県の地域医療再生計画の変更 (軽微な変更を除く。)を承認する場合は、

有識者会議の意見を聴くものとする。
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第4 その他

地域医療再生計画の作成に当たつての留意事項については、別紙 1のとおりであるので参考とす

る。

また、地域医療再生計画の内容としては、別紙2の例示が考えられるので、併せて参考とする。
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(別紙 1)

地域医療再生計画の作成に当たつての日意事騎

1 地域医療再生計画の記載事項

(1)必要事項の記載

。必要な記載事項はすべて記載すること。

・計画期間は平成25年度末までに終了すること。

・対象地域は、都道府県 (二次医療圏)を対象とすること。

(2)計画の論理性

。現状分析、課題の認識、日標設定及び実施する事業は、それぞれ、適正に検討する
こと。

・現状分析、課題の認識、日標設定及び実施する事業が一貫したものとすること。

(3)計画の適正性

。定量的な現状分析をすること。

・地域医療全体が直面する課題を解決することを目的とすること。

・計画期間の終了後において、地域において医療が継続的に提供される体制が確保される
ことが見

込まれるようにすること。

・定量的な目標を定めること。

・病院病床の機能分化について、妥当な目標を設定すること。

・高度。専門医療機関や救命救急センターの整備・拡充やこれらの医療機関と連携する地域
の医療

機関の機能強化について、妥当な目標を設定すること。

・地域医療を担う人材育成事業について、妥当な目標を設定すること。

・必要性の低い事業は含まないこと。

・特定の医療機関の整備や高額医療機器の購入に偏ることなく、地域にとつて必要で公益性
の高い

事業とすること。

・交付の条件をクリアしていること。

(4)他の計画等との調和

・医療計画その他都道府県が定める関係計画との調和を図ること。

・公立病院改革プラン等との調和を図ること。

2 地域医療再生計画の作成手順

都道府県 (三次医療圏)における官民を問わない幅広い医療機関、診療又は調剤に関する学識

経験者の団体 (医師会、歯科医師会及び薬剤師会)、 市町村等の関係者及び地域住民に対
して意

見を聴取すること。

3 地域医療再生計画に定める事業に係る経費の積算

・妥当な単価により積算すること。

・過度の施設又は設備の整備を行わないこと。

・借入を行う場合、借入金は返済可能な範囲とすること。
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。既に実施していた国庫補助事業における県等の負担分について、本交付金を振り替えて充当しな

いこと。既に実施している地方単独事業について、本交付金を振り替えて充当しないこと。

・地方公共団体から国立大学法人、独立行政法人等に対して、補助金等の支出を行う場合、地方公

共団体の財政の健全化に関する法律に定める要件 (県負担がある場合の総務大臣の同意等)を満

たすこと。
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5日 医政発第 0605009号厚生労働省医政局長

通知「地域医療再生計画について」の別添 1、 別添2を参考に記載
してください。

(男嗜剰氏2)

○○県地域医療再生計画

1 地域医療再生計画の期間                      '
平成23年○月0日から平成25年度末までの期間を対象として定めるものとする。

障商証蘇紅
‐
議 Iξ両醗繭菰

~藪
轟面【慧与巖面あ芝雅藤轟繭丁戻1

1療従事者等に関す
る現状分析を記載                           |

|                                                                         :

|

1____¨ ____― ¨ … … … … … … … …・
‐―
¨ ¨ ‐¨ ―

… … … … … … … … …
… … … … … … … … … …

… … …
Ⅲ‐‐‐¨ ¨ ‐・

¨

3 課題

「現瑛芥群薦菓暮莞千≡茨薩薦函Tこ菖i死西妻諫菖を記義
|

|

|

4 目標

1課題に対する目標について記載
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5 具体的な施策
|¨ili‐Tで二

=二

こ
==「

‐
■
‐
「I=11~i‐ :‐:=~~'IIIT:T‐ 1~1「 IIIII‐

‐̈~‐
「̈
‐‐‐
1==II「
‐
,II〔
=:,「

IIIf‐
~¨¨̈ …̈………………………‐‐̈―――‐‐―̈¨̈ ―̈―‐―‐――‐■

地域医療再生計画において実施する事業について記載 (事業総額、基金負担額、県負担額についても

記載 )

6 施設・整備対象医療機関の病床削減数
1整備対象医療機関の病床削減数を記載 (削減しない場合も記載 )

二次医療圏名 過剰・非過剰の別 医療機関名 整備前病床数 整備後病床数 病床削減割合

7 地域医療再■lE終

-6H

P灯
口   

「雇
=更
五百蔵
「
丁臨

7蒜

妻葛懇落芝裏

8 地域屁猥再生計画 (案)作成経過
再生計画 (案 )を作成するまでの経過について記載

〔記載例〕

○月○日 関係機関、団体及び住民に対する説明会開催
○月○日 第1回○○委員会開催

○月○日 第○会〇〇委員会開催 再生計画中間案の決定

[_9星9旦 _…9_9塁三養査費金里笙再生計画(案)の決定

二次医療圏名 過剰・非過剰の別 医療機関名 整備前病床数 整備後病床数 病床削減割合
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(様式1)

地域医療再生計画 (案)の変付の条件にかかる対応状況について

―

翠
ト
ー

都道府県名 :

地1域1医1療再生計1画|(案)10.対応1状瀑●X椰解●記事●で■||■|ヽ交1付|の1条1件

交付要綱4(1)(2)の事業に係る交付の条件

交付要綱4(2)の事業に係る交付の条件



(様式2)

地域医療再生計画 (案)調査票

都道府県名 :

1■1

鷹
=:議
薗砂鋤幕経

`事

業1華篠疇 震途薄警辱でく種準機

3■|1難圏り書動機

4■1群霜摯晨華篠:

|■三籍薗φ饉鋳縫

※ できるだけ定量的に、それぞれの項目のポイントを記載してください。
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●●県 地域医療再生ll画 (睾 )

1.平成22年度交付
=綱
■4の扇書の

事業副口書

(1)の計画

・―
‐
一
Ｈ
Ｏ
Ｉ
Ｉ

″

2.平威22年壼交付
=綱
菫4の別書の (2)の計目

麟

“

″

締 ¨ ″

地域医療再生計画 (案 )

実施事業
事業者名 (施設

名等 (開設者名

を含む))

総事業費

A

既に実施して
いる目庫補助
対亀事業費

B

既に実施して

いる地方単独

事業費

C

する日庫補助
事業に係る日
庫補助金額

D

椰道府県負担

傾

E

事業者負担J 負担傾計

GFE+F

寄付金その他

収入額

H

差引額

合 計

(単位 :円 )

吻事栞の有
無

/

助事業の中
無

/

(様式3)

<計画期間終了後>

事業継織 (予定)の有無とその理由

糧続の場合

業員予定g
(円 )

<計画期間終了後>

事業継繰 (予定)の有無とその理由
の単年度車

(円 )

業者負担割合 (G/1)
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2.医療施設の施設・設備整備事業

(1)木材利用の推進について
施設整備における資材については、毎年この会議の中で触れさせていただいてい

るところであるが、例年、林野庁から木材を使用した施設建築の促進について協力

依頼がなされているところである。

厚生労働省としても、医療施設の建築資材 としての木材利用は、患者の療養環境

向上に資するため、その効果等について解説するとともに、木材利用を促すパンフ

レット「′いと体にやさしい医療環境の創出一木材を利用 した医療施設の整備一」を

作成 し、平成 15年 6月 に各都道府県に配布 したところである。   ,
また、平成 21年度からは、医療提供体制施設整備交付金において、国産材を使
用する事業については、一定の評価を行っている。

現在、へき地診療所の整備を木造により行い、また、病院の床材 。壁材・天丼材・

手す り等に積極的に利用 していただいているものと承知 しているが、よリー層の木

材利用が図られるよう引き続き指導方お願いしたい。

(2)地球温暖化対策への対応について
病院等においては 24時間体制で医療を提供 していく必要性から、エネルギー消
費量が大きくなる傾向にあるが、病院等の機能を損なうことなく省エネルギーを推

進 している例もあることから、こういった事例等を参考にしながら病院等における

省エネルギー対策の普及について、協力をお願いしたい。

これ らの取組に資するものとして、平成 21年度予算より、医療提供体制施設整
備交付金に地球温暖化対策施設整備事業を追加 し、省エネルギーに関する規程等を

策定している病院等については、地球温暖化対策に資する整備を支援することとし

ている。

また、平成 23年度税制改正案において、病院等がC02排 出削減に相当程度の
効果が見込まれる省エネ・低炭素設備等 (高効率空調設備、高効率照明、高断熱窓

等)を取得 した場合、取得価格の 30%の 特別償却 (中小企業者等に該当する場合
は、取得価額の 7%の税額控除も選択可)を認める特例措置が創設される (措置期
限 :平成 26年 3月 31日 )。 各都道府県におかれては、医療機関において積極的
に活用されるよう周知を図られたい。
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一曽
一

‥‥‥‥‥要
一

‥‥‥‥Ⅱ
‐‥‐‥

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増

進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事

業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし

て、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

← ―
r--t

「
1‐ =‐
■‐‐‐■‐‐7

都道府県は『■菫‖画に基づく事業計画Jを策定 i;1

1_

『医療提供体制施設整備交付金Jを各都道府県に交付

一Ⅳ 補助対象施設 :公的団体 (O印除く)、 民間事業者 (※印除く)

交付金対象事業区分

休 日夜間急患センター 小児医療施設 地震防災対策医療施設耐震整備

病院群輪番制病院 周産期医療施設 医療機器管理室○

共同利用型病院 院内感染対策施設○ 内視鏡訓練施設○

(地域)救命救急センター 看護師勤務環境改善○ 医療施設耐震整備 ○

小児救急医療拠点病院 看護師宿舎○ アスベス ト除去等整備

がん診療施設 医療施設近代化施設 小児初期救急センター施設

医学的リハビリテーシヨン施設※ 特殊病室施設 肝移植施設

不足病床地区病院※ 基幹災害医療センター 院内助産所・助産師外来施設

特定地域病院※ 地域災害医療センター 病院内保育所

共同利用施設 (開放型病棟等)○ 治験施設○ 地球温暖化対策

看護師等養成所○ 歯科衛生士養成所○ 救急ヘリポート

腎移植施設 病児・病後児保育施設 看護師等養成所修業年限延長施設

小児集中治療室 地域療育支援施設 看護教員養成講習会
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平成23年度予算案
25,939百万円

|::=:■裏冒
=|

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増

進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事

業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし
て、救急医療等の経常的な経費の補助を行うもの。

:車:■補助劉度●鶴念
=

ts-- 7
１‐

′

補助対象事業 :都道府県 (☆印除く)、 市町村 (★印除く)、 公的団体 (O印除く)、 民間事業者 (※印除く)

(目 )医療提供体制推進事業費補助金 25,939,205』千円

『医療提供体制推進事業費補助金Jを書都道府県に交付

一Ⅳ

小児救急電話相談事業★○※、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点病院運営事業、
救命救急センター運営事業☆★、ドクターヘリ導入促進事業、救急・周産期医療情報システム

機能強化経費(仮称)(新規)★○※ 、受入困難事案患者受入医療機関支援事業、

周産期母子医療センター運営事業、新生児医療担当医確保支援事業、地域療育支援施設

運営事業、日中一時支援事業 等

2看護職員確保対策等 (運営費 )
病院内保育所運営事業☆★〇 、新人看護職員研修事業、
短時間正規雇用等看護職員の多様な勤務形態導入支援事業、
外国人看護師候補者就労研修支援事業、看護職員資質向上推進事業、
在宅歯科医療連携室整備事業★○※ 等
3地域医療確保等対策 (運営費 )
医療連携体制推進事業★○※ 、女性医師等就労支援事業、産科医等確保支援事業、

医師派遣等推進事業 等
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>統合補助金の事業については、前項の「Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成」で

説明したところであるが、「4医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分 (いわゆ
るメニュー事業)が補助対象となる。

補助対象事業区分

休日夜間急患センター☆★ 人工腎臓不足地域☆★ 環境調整室○※

病院群輪番制病院☆★ 小児医療施設☆★ NBC災害・テロ対策設備

共同利用型病院☆☆ 周産期医療施設☆★ 内視鏡訓練施設設備☆★

救命救急センター☆★ 看護師等養成所初度設備☆★
小児初期救急センター設備
☆★

高度救命救急センター☆★
看護師等養成所教育環境改善
☆★

院内助産所・助産師外来設備
☆★

小児救急医療拠点病院☆★
理学療法士等養成所初度設備
☆★

医療機関アクセス支援車O※

小児救急遠隔医療設備☆★ 院内感染対策設備☆★ 在宅訪間歯科診療設備

がん診療施設☆★ 基幹災害医療センター☆★ 地域療育支援施設設備☆

医学的リハビリテーシヨン施設

☆★※
地域災害医療センター☆★ 小児集中治療室☆★

共同利用施設 (高額医療機器)☆★ HLA検 査センター☆★ 歯科衛生士養成所初度設備☆★

>補 助率  1/21/3 定額 (10/10)

>交 付先  都道府県(☆印除く)、 市町村 (★印除く)、 公的団体(0印除く)、 民間事業者 (※印除く)

―-222-―



:::1■警算額■:

平成23年度予算案

830,504千円

|::=:::::::纂 :旨 ::::::|

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし

ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に

対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

一Ш

補助対象事業 《メニュー区分》 (事業実施主体) 補助率

へき地医療拠点病院 (公立・公的・民間) 1/2

へき地診療所 (公立・公的・民間) 1/2、  3/4

へき地患者輸送車 (艇)(公立) 1/2

へき地巡回診療車 (船)(公立・公的・民間) 1/2

離島歯科巡回診療用設備 (都道府県) 1/2

過疎地域等特定診療所 (公立) 1/2

へき地保健指導所 (公立) 1/3、  1/2

へき地・離島診療支援システム (公立 0公的・民間) 1/2

沖縄医療施設 (公立・公的) 3/4

奄美群島医療施設 (都道府県) 1/2

地域医療充実のための遠隔医療設備 (公立・公的・民間) 1/2

臨床研修病院支援システム (公的・民間) 1/2

離島等患者宿泊施設設備 (公立・公的・民間) 1/3

産科医療機関設備 (公立・公的・民間) 1/2

死亡時画像診断システム設備 (公立・公的・民間) 1/2
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|:::11警算薔
=|

平成23年度予算案
451,386千円

|::華::=墓議:::::|

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし

ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に

対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

補助対象事業 《メニュー区分》 (事業実施主体)

へき地医療拠点病院 (公立・公的・民間)

へき地診療所 (公立・公的・民間)

過疎地域等特定診療所 (公立)

へき地保健指導所 (公立)

研修医のための研修施設 (民間)

臨床研修病院 (民間)

医師臨床研修病院研修医環境整備 (民間)

産科医療機関 (公立・公的・民間)

離島等患者宿泊施設 (公立・公的・民間)

死亡時画像診断システム施設 (公立・公的・民間)
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平成23年度予算案
2,866百万円

離島、山村等の医療に恵まれない地域住民の医療の確保、地域医療支援セン

ターによる医師確保対策、地域住民の救急医療の確保、医療施設の耐震診断の

実施による安全性の向上等に必要な経費の補助を行うもの。

※は公立分が補助対象とならない事業

(項)医療提供体制確保対策費
(日 )医療施設運営費等補助金

2,866,354千円

へき地保健医療対策事業
へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所、へき地巡回診療車 (船)、

離島巡回診療ヘリ、へき地保健指導所等の運営事業

救急医療対策事業
救急医療支援センター運営事業、救急医療 トレーニングセンター運営事業、

※医療施設耐震化促進事業

地域医療確保支援事業
産科医療機関確保事業

① 地域医療支援センター (仮称)運営事業

災害医療対策事業
災害医療チーム (DMAT)事務局等経費、
災害医療チーム (DNIIAT)劃1練補助金、災害拠点病院等活動費

医療の質の評価・公表等推進事業

① 外国人受入医療機関認証制度開発のための支援事業

３

　

４

６

　

７

＞

＞

補助率

交付先

3/4  2/3  1/2  1/3  厠ヒ客買
都道府県、市町村、公的団体、民間事業者
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齢鍮轍蕪轟轟編驀轟: ‖墨幸♯: 1:::1::::111

。総合周産期母子医療センター (84カ所 )
。地域周産期母子医療センター (252カ所 )救命救急センター (235カ所 ) 小‐児救命救急‐セ|ンタ■

を要する小児救急医療 (休日・夜間)院を要する救急医療 (休日・夜間)

・小児救急医療支援事業 (151地区)
・小児救急医療拠点病院 (31カ所 (64地区))

・病院群輪番制病院 (407地区)
・共同利用型病院 (9カ所 )

・在宅当番医制 (636地区)
・休日夜間急患センター (529カ所)

」ヽ児初期救急センター
(平成 18年度補正予算により整備 )

小児救急に関する電話相談 (休日・夜間)

小児救急電話相談事業 (47カ所 )

子どもの救急患者大人の救急患者

―
Ｉ
Ｎ
Ｎ
Ｏ
Ｉ
Ｉ

平成22年 12月 28日現在

平成22年 3月 31日現在

平成22年3月 31日現在

平成 22年 4月 1日現在

平成21年9月 1日現在

平成22年7月 5日現在



救急医療の充実

|「出口の問題」解消

―
Ｉ
Ｎ
Ｎ
『
―
―

1救急利用の適正化

1地域の医療機関が連携しつ|つt救急医療提供体制を整備|‐充実
|‐救急医療を担う医8Tの労働環境の改善     ■■ ■■ |

l攘域IΦI轍鸞1雙
―
ムル■ル機籠篤|

1鸞輔1鰺機畿籍整懺
‐‐
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―
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:進|■ ‐.||||■■‐| |‐ ■|‐

簗菫嬢 |・ ||‐‐‐■||■ |||■ ‐|‐■

「鐘‐鹸1纂1務警1難輔1動
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4. 救 急 医 療 施 設 等 設 置 状 況

９

″

９

″ 3月 31日

休 日夜間急患セ
ンター

在宅当番医制

実施
(地区数 )

第 二次救急医療材制
救命救急
センター輪番制

II区 数

共同利用

型地区等

合  計 急医療施設

北海道

青 森
岩 手
官 城
秋 田

15

3

4

8

5

41

8

13

15

7

９

″

6

8

9

7

21

6

8

9

7

128

20

33

42

31

8

2

3

5

1

形

島

城

木

馬

山

福

茨

栃

群

10

5

10

12

8

8

15

28

6

13

2

1 0

10

10

10

2

10

10

10

10

7

85

66

28

61

2

4

4

5

2

埼 玉
千 葉
東 京
神奈りII

新 潟

28

22

73

46

14

28

17

37

14

10

14

20

13

14

12

14

20

13

14

12

133

143

254

147

65

7

9

23

14

5

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

4

2

3

1

9

9

9

10

9

16

4

1

2

6

10

4

1

2

6

10

20

62

9

33

50

2

2

2

1

7

阜

岡

知

重

智

岐

静

愛

三

滋

9

13

39
９

“

15

23

27

8

3

8

12

15

10

8

8

12

15

10

8

37

62

105

34

33

6

7

13

3

4

京 都

大 阪
兵 庫
奈 良
和歌山

11

38

23

11

6

5

0

28

2

2

3

11

13

7

4

3

11

13

7

4

89

258

164

45

34

3

14

6

3

3

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

4

3

3

11

10

0

9

24

19

20

3

5

5

14

9 1

3

5

5

14

10

19

21

67

63

39

2

3

3

5

4

徳  島
香 川
愛 媛
高 知
福  田

2

1

6

1

22

10

9

13

6

24

7

5

6

2

14

7

5

6

2

14

37

20

46

39

255

3

2

3

2

8

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

6

2

2

0

6

7

13

15

15

9

5

9

10

6

5

3

2

5

9

10

9

7

59

69

43

37

10

3

1

2

4

2

鹿児島

沖 縄
1

1

17

0

8

5

3 11

5

103

26

1

3

計 529 636 398 9 407 3.231 ９
“

，
″
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第二次及び第二次救急医療機関数の推移 (平成 13年～ 22年 )
第二次救急医療機関数
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5.救 命救急センター設置状況一覧 H23121現在

都 道 府 県
区

分

υ

一Ｈ 施   設   名 調設年月日設 置 者 地在所 電 話 番 号

Jし  澤 通

◎

Ｏ

　

Ｏ
　
　
　
　
　
Ｏ

旭川赤十字病院

市立函館病院

市立釧路総合病院

総合病院北見赤十字病院

市立札幌病院

帯広厚生病院

札幌医科大学医学部附属病院

手稲渓仁会病院・

独立行政法人国立病院機構 北海道医療センター
旭川医科大学病院

S53 7 1C

S56 4 1

S59 4 1

H4 4 1

H5 4 1

Hl1 5 6

H1441
H17325
H22 4 1

H22 10 1

亦
市

市

赤

市

連

人

人

構

人

館路　幌生一』一一

日
函
釧

日
札
厚
公
医
国
園

旭川市曙1条 1丁目1-1

函館市港町1丁 目10番地 1

釧1路市春湖台112
北見市北 6条東 2丁 目1番地
札幌市中央区北11条西13丁 目

帯広市西6条南8丁 目1番地

札幌市中央区南1条西16丁 目

札幌市手稲区前田一条12-1-40

札幌市西区山の手5条 7丁 目1番 1号

旭川市緑が丘東2条 1-1-1

66-22-8111

38-43-20∝

54-41-6121

57-24-311〔

1-726-2211

55-24-4161

1-611-2111

1-681-8111

1-611-8111

66-65-2111

青 森 県

◎

O
青森県立中央病院

八戸市立市民病院
司た前 ★ 学 医 学 部 附 目 結 絆

bヽ0 9 Zb

H9 9 1

‖22 7 1

県
市

人法

麻
一Ｆ
絆立

言
八

国

苛森市東造道2-1-1
′ヽ戸市大字田向字毘沙門平1番地

弘前市本町53

7-726-812

78-72-511

72-33-511

岩 手 県 ◎ 音手医科大学附属病院

書手県立久慈病院
書二 厚 † ★ 船 遺 結 眸

S55 11 1

H1031
H1081

人

県

県

法

手

手

校一
７
山石
山石

蓋岡市内丸191
欠慈市旭町1卜 1

大船清市大船渡町字山罵越 10-1

9-651-5111

94-53-6131

92-26-1111

宮 城  県

◎

域

独立行政法人国立病院機構 仙台医療センター
仙台市立病院

大崎市民病院

東北大学病院

石巻赤十字病院

S53 4 1

H3 4 24

H6 7 1

H18 101
H21 7 1

構

市

市

人
赤

機

　

　

法

醐
ムロ崎
絆

立
　
　
　
立

国

仙

大

国

日

仙台市宮城野区宮城野2-3-3

仙台市若林区清水小路31
大崎市古川千手寺町23-10
仙台市青葉区星陵町1-1

石巻市蛇田字西道下71番地

022-293-1111

022-266-7111

0229-23-3311

022-217-700(

0225-21-722C

秋 田 県 秋 田赤 十 字 病 院 H1071 日 赤 秋田市上北手猿田字苗代沢222番地 1 Э18-829-500(

山 形 県 山 形 県 立 中 央 属 院

るヽ 十晉 鍛 後 合 端 絆

H1351
H12111

山  形   県
事 務 組 合

山形市大字青柳1800

東置賜郡川西町大字西大塚2000

〕23-685-262(

D238-46-500(

福 島 県

O

いわき市立総合磐城共立病院

財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院

会津中央病院
福島県立医科大学附属病院

S55 4 1

H1 9 23

S61 10 1

‖20 1 28

市
人
人
人

き
法
法
犠

わ
団
団
妹

い財
財
公

いわき市内郷御厩町久世原 16

郡山市西ノ内2520
会津若松市鶴賀町1-1

福 島市 丼 が 丘 1

D246-26-3151

)24-925-1188

)242-25-151〔

)24-547-1111

表 城  県 0

○

独立行政法人国立病院機構  水戸医療センター
筑波メディカルセンター病院

総合病院土浦協同病院

茨城西南医療センター病院

水戸済生会総合病院

S56 4 2

S60 2 16

H2 4 12

H1241
H22 4 1

襴

人

連

連

会

一』一生生

国

財

厚

厚

済

果次堀郡次願WI罹の卿 Zじυ否地
つくば市天久保1-3-1

土浦市真鍋新町 11-7

猿島郡境町2190

水戸市双葉台3丁 目3番 10号

)29-240-7711

)29-851-3511

)29-823-3111

)280-87-8111

D29-254-5151

栃 木 県

○

済生会宇都宮病院

足利赤十字病院

大田原赤十字病院

獨協医科大学病院

自治医科大学附属病院

S56 5 11

H8 11 1

H1061
H1441
H1491

会
赤

赤

人

人

法

ヰ

生

校

お

済
日

日
学

螢

宇都冨市竹林町01卜 1

足利市本城 3-21∞

大田原市住吉町2丁 目7番3号

下都賀郡壬生町大字北小林880

下野市薬師寺33111

)284-21-0121

)287-23-1122

)282-86-1111

)285-44-2111

詳 馬 県
◎ O
独立行政法人国立病院機構 高崎病院
前橋赤十字病院

S58 2 1

Hl1 4 1
日 立 病 院 機 椰

赤日

再崎市高松町36

前橋市朝日8r3-21-36

)27-322-5901

)272-24-4585

埼 玉 県
◎ 0
さいたま赤十字病院

埼玉医科大学総合医療センター

深谷赤十字病院

防衛医科大学校病院

川国市立医療センター

獨協医科大学越谷病院

埼玉医科大学国際医療センター

S55 7 17

S62 4 1

‖4 4 20

H4 9 1

‖6 5 1

H10511
H20 6 12

亦
人

赤

省

市

人

人

法

　

　

　

法

法

衛

ロ

校

　

　

　

校

校

目
学

日
防

川

学

学

さいたま市中央区上落合8-333
川越市鴨日1981

深谷市上柴町西トト 1

所沢市並木3-2

川口市西新井宿180

越谷市南越谷2丁 目1番50号

日高市山根13971

X8-852-1111
)49-228-34∝

)48-571-1511

X-2995-1511
)48-287-252〔

)48-965-1111

)42-984-4111

千 葉 県 ◎

O

○

千葉県救急医療センター

総合病院国保旭中央病院

国保直営総合病院君津中央病院

亀田総合病院

国保松戸市立病院

成田赤十字病院

船橋市立医療センター

日本医科大学千葉北総病院

順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院

県
市

合

人

市

赤

市

人

人

組

法

　

　

　

法

法

栗
　

　

　

一Ｆ
　

橋

務

療

　

　

　

校

校

千
旭

事

医

松

日
船

学

学

千葉市美浜区磯辺3-32-1

旭市イの1326

木更津市桜井1010

鴨川市東町929

松戸市上本郷4005

成田市飯田町90-1

船橋市金杉1-211

印濃郡印格村鎌苅1715

浦安市富岡2丁 目11

043-279-221

0479-63-311

0438-36-107

04-7092-221

047-363-217

Э476-22-231

Э47-438-332

3476-99-111

347-353-311

京 都 ◎
　

　

◎

日本医科大学付属病院

独立行政法人国立病院機構 東京医療センター
東邦大学医療センター大森病院

杏林大学医学部付属病院

都立広尾病院

東京医科大学八王子医療センター

武蔵野赤十字病院

帝京大学医学部附属病院

日本医科大学多摩永山病院

都立墨東病院

東京女子医科大学病院

都立府中病院

駿河台日本大学病院

日本大学医学部附属板橋病院

公立昭和病院

独立行政法人国立病院機構 災害医療センター
東京医科大学病院

昭和大学病院

東京女子医科大学東医療センター

聖路加国際病院

青梅市立総合病院

東京医科歯科大学医学部附属病院

日本赤十字社医療センター

国立国際医療研究センター

東京大学医学部附属病院

S52 1 1

S51 4 1

S53 4 1

S54 10 1

S55 10 1

S55 6 1

S50 4 1

S56 12 1

S58 3 1

S60 11 1

H141
H2 8 1

H3 4 1

H3 11 1

H5 4 1

H7 7 1

H5 4 1

Hl1 9 1

H1061
H9 9 16

H1261
H1941
H20 10 31

H22 9 1

H22 12 28

青  梅  市
国 立 大 学 法 人

日      赤

人
構
人
人
都
人
赤

人
人
都
人
都

時申時〔京〔　〔〔京〔京

学

国

学

学

東

学

日

学

学

東

学

東

人

人

合

構

人

人

人

人

法

法

組

鵬

法

法

法

法

校

校

務

姉

校

校

校

団

学

学

事

国

学

学

学

財

人

人

法

法

政

学

行

大

立

立

文京区千駄木1-1-5

目黒区東が丘251
大田区大森西6111
三鷹市新川62C12
渋谷区恵比寿2-34-10

八王子市館町1163

武蔵野市境南町1261
板橋区加賀2111
多摩市永山17-1
墨田区江東橋4-2315
新宿区河田町卜 1

府中市武蔵台292
千代田区神田駿河台1813
板橋区大谷口上町301
小平市天神町2450
立川市緑町3256

新宿区西新宿6-7-1

品川区旗の台158
荒川区西尾久2110
中央区明石町卜 1

青梅市東青梅4-16-5

文京区湯島1-5-45

渋谷区広尾41-22
東京都新宿区戸山1211
,こ 1lE二 Jヽ 437-3-1

03-3822-2131

03-3411-0111

03-3762-4151

0422-47-5511

03-3444-1181

042-665-5611

0422-32-3111

03-3964-1211

0423-71-2111

03-3633-6151

03-3353-3111

0423-23-5111

03-3293-1711

03-3972-8111

0424-61-0052

0425-26-5511

03-3342-6111

03-3784-8000

03-3810-1111

03-3541-5151

0428-22-3191

03-3813-6111

03-3400-1311

D3-3202-7181

Э3-3815-5411

―-230-―



5.救 命救急センター設置状況一覧 H23121現在

郭道 府 県
区

会

Ｄ

Ｈ 名設施 開設年月日 者設 置 在所 地 電 話 番 号

伸 宗 川 県

(神奈川県 )

◎

　

　

◎

○

聖マリアンナ医科大学病院
独立行政法人国立病院機構 横浜医療センター
北里大学病院

東海大学医学部付属病院

昭和大学藤が丘病院

聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院

横浜市立大学附属市民総合医療センター

国家公務員共済組合連合会横須賀共済病院

川崎市立川崎病院

日本医科大学武蔵小杉病院

藤沢市民病院

済生会横浜市東部病院

横浜市立みなと赤十字病院

小田原市立病院

横浜市立市民病院

Sb5 ′ 1

S57 8 2

S58 3 1

S59 3 31

S60 3 30

S62 5 25

H2 1 16

H1771
H1841
H1841
H18121
H1991
H21 4 1

H21 4 1

H22 4 1

人
構

人

人

人

人

人

済

市

人

市

会

市

市

市

』一［〔〔時一共崎時沢生浜嘲浜

子
国
学

学

学

学

公

国

川

学

藤

済

横

小
横

J‖出暑TF[ヨ百可2蜃雇罫JE2-16-1

横浜市戸塚区原宿町36卜 2
相模原市北里1151
伊勢原市下糟屋143

横浜市青葉区藤が丘 1-30

横浜市旭区矢指町1197-1

横浜市南区浦舟町457
横須賀市米が浜通1-16

川崎市川崎区新川通121
川崎市中原区小杉町1丁 目396

藤沢市藤沢261
横浜市鶴見区下末吉3-6-1

横浜市中区新山下3121
小田原市久野46

横浜市保土ヶ谷区岡沢町56

044-977-8111

045-851-2621

042-778-8111

0463-93-1121

045-971-1151

045-366-1111

045-261-565(

046-822-271C

044-233-5521

044-733-5181

0446-25-3111

045-576-300C

045-628-610C

0465-34-317[

045-331-1961

所 潟 県

◎

長岡赤十字病院

新潟市民病院

新潟県立中央病院

新潟県立新発田病院
■F遺士 堂 医 衝 堂 総 合 結 諄

H9 9 1

S62 4 2C

H9 8 1

H18111
H21 10 1

赤

市

県

県

人■

潟
潟
潟
秦
寺

日
新

新

新

国

長岡市千秋2-2971

新潟市中央区鐘木4637
上越市新南町205

新発田市本町128
新潟市中央区旭町通一番町754

JZbO一 ZO一」Oυし

)25-281-5151

)25-522-7711

)254-22-3121

)25-223-6161

ヨ 山 県 冨山県立中央病院

童山県厚生島業組合連合会 高岡病院
S54 8 1

H9 4 1

県

連

山

生

「畠

巨

冨山市西長江22-/8
高岡市永楽町5-10

)76-424-1531

)766-21-393C

石  川  県 石 川 県 立 中 央 病 院

ろヽ 十 能 魯 鉛 合 縮 障

S52 12 1

H1251
旧
汗

´
ロ組務

石
事

金沢 市 鞍 月 東 21
+日 古 直婚 EIT7部 6-4

D76-237-8211

)767-52-6611

福 井 県 幅井県立病院
公立小浜病院

S58 4 11

H19 101
福  井  帰
事 務 組 雀

福井市四ツ丼2-3-1

小浜市大手町2-2

)776-54-5151

)770-52-099(

山  梨 山梨 県 立 中
1 

院 S51 11 1 山   梨 市 富 士 見 111 〕55-253-711

長 野 県

◎

○

昭和伊南総合病院

長野赤十字病院

佐久総合病院

慈泉会相澤病院

信州大学医学部附属病院

諏訪赤十字病院
飯田市立病院

S54 4 1

S56 10 1

S58 10 1

H1741
H17101
H18 101
H18 10 1

Ｇ

坊

遅

メ

メ

坊

市

申　生姜一　田

事
日

厚

特

国

日
飯

駒ケ根市赤穂3230

長野市若里5-22-1

佐久市臼田197

松本市本庄2-5-1

松本市旭3-1-1

諏訪市湖岸通り5-1150
歯E日ヨ11ノ 晰ヽ番Er438

)265-82-2121

)26-226-4131

)267-82-3131

)263-33-86Ⅸ

)263-35-460(

)266-52-6111

)265-21-125【

崚 阜 県

◎ O

岐早県総合医療センター

岐阜県立多治見病院

総合病院高山赤十字病院

大垣市民病院

岐阜県厚生農業組合連合会 中濃厚生病院
岐阜大学医学部附属病院

S58 11 1

H2 11 1

H4 12 1

H6 10 1

H1281
H16111

塀

帰

坊

市

適

メ法

早
阜

　
垣

生

鮮立

吸
岐

日
大

厚

国

岐早市野―色461
多治見市前畑町5-161

高山市天満町3-11

大垣市南頬町486
関市若草通5-1

岐阜市柳戸1-1

)58-246-111

)572-22-531

)577-32-111

)584-31-334

)575-22-221

静 岡 県
○

　

　

○

静岡済生会総合病院

順天堂大学医学部附属静個病院

県西部浜松医療センター

静岡赤十字病院

聖隷三方原病院

沼津市立病院

磐田市立総合病院
聖隷浜松病院

S55 7 1

S56 11 1

S57 10 15

H4 5 11

H13917
H16414
H21 4 1

H22 5 1

会

人

市

赤

人

市

市

夫

生拳松　一津田一

済

学

浜

日
社

沼

磐

針

静岡市駿河区小鹿1-1-1

伊豆の国市長岡1129

浜松市中区富塚町328

静岡市葵区追手町82
浜松市北区三方原町3453

沼津市東椎路字春の木 550
磐田市大久保5123
浜松市中区住吉2-12-12

054-285-6171

055-948-3111

053-453-7111

054-253-8381

053-436-1251

055-924-510(

0538-38-500(

053-474-2222

愛 知 環

◎ O

名百屋鞭済会病院
独立行政法人国立病院機構 名古屋医療センター
愛知医科大学病院

藤田保健衛生大学病院

岡崎市民病院

豊橋市民病院

名古屋第二赤十字病院

小牧市民病院

愛知県厚生農業組合連合会 安城更生病院
社会保険中京病院

名古屋第一赤十字病院

半田市立半田病院

愛知県厚生農業組合連合会 豊田厚生病院
総合大雄会病院
― 宮 市 十 市 黒結 障

0ゝ6 0 Z3

S54 6 10

S54 7 1

S54 4 5

S57 3 1

H8 5 4

S59 4 1

H3 4 1

H1451
H1541
H1551
H1721
H20 1 1

H22 4 1

H22 5 1

人
構

人

人

市

市

赤

市

連

人

赤

市

連

人

市

』
一

［

串

“

橋

　
牧

生

』

　

田
生

は

宮

社
国

学

学

岡

豊

日

小

厚
社

日

半

厚

医

一

名古屋市中川区松年町466
名古屋市中区三の丸41-1
愛知部長久手町大字岩作字雁又21

豊明市沓掛町田楽ケ窪1-98

岡崎市高隆寺町字五所合3-1

豊橋市青竹町字人間西50

名古屋市昭和区妙見町2-9

小牧市常普請1-20

安城市安城町東広畔28

名古屋市南区三条1-1-10

名古屋市中村区道下町335
半日市東洋町2-29

豊田市浄水町伊保原5001
-宮市桜1丁目9番 9号
―-1717,こ 112-2-22

052-652-7711

052-951-1111

0561-62-3311

0562-93-212乏

0564-21-3111

0532-33-628C

052-832-1121

0568-76-4131

0566-75-2111

052-691-7151

052-481-5111

0569-22-9881

0565-43-500C

0586-72-1211

0586-71-1911

三  重  県 山田赤十字病院
二重県立総合医療センター

市立四日市病院
二重大学医学部附属病院

S60 4 8

H6 10 1

H21 2 25

H22 6 1

赤
県

市

人重［轟
ニユ

日

三

四
国

「
勢市御面町高向810

四日市市大字日永5450-132

四日市市芝田22-37
睾市江戸橋2174

)596-28-2171

)59-345-2321

D59-354-1111

)59-232-1111

滋 賀 県 大津赤十字病院

長浜赤十字病院

済生会滋賀県病院
近江八幡市立総合医療センター

S57 3 24

S58 2 15

H8 4 1

H18 10 1

赤

赤

会

市幡

生

人江

日

日
済

折

大津市長等 1-1-35

長浜市宮前町14-7

栗東市大橋2-4-1

近江八幡市土田町1379

077-522-4131

0749-63-2111

077-552-1221

0748-33-3151

京  都  府 京都第二赤十字病院

独立行政法人国立病院機構 京都医療センター
京都第一赤十字病院

S53 1 21

S59 3 2Z

H9 11 1(

赤

赤

日

日

国 立 病 院 機 構

京都市上京区釜座通丸太町上ル春帯町35,5

京都市伏見区深草向畑町卜 1

京都市東山区本町15丁 目749

075-231-5171

075-641-9161

075-561-1121

阪 ◎

◎

大阪府立急性期・総合医療センター

関西医科大学附属滝井病院

大阪府済生会千里病院

独立行政法人国立病院機構 大阪医療センター
近畿大学医学部附属病院

大阪府三島救命救急センター

大阪市立総合医療センター

大阪府立泉州救命救急センター

S52 4 1

S54 3 1

H1841
S56 1 10

S57 6 14

S60 11 1

H5 12 1

H6 10 3

府

人

会

構

人

人

市

府

阪｛生一〔』阪阪

大

大

大阪市住吉区万代東3-1-56

守国市文園町10-15

吹田市津雲台1-16
大阪市中央区法円坂2-1-14

大阪狭山市大野東3772
高槻市南芥川町11-1

大阪市都島区都島本通21322
泉佐野市 りんくう往来北224

06-6692-1201

06-6992-1001

06-6871-0121

06-6942-1331

072-366-0221

072-683-9911

06-6929-1221

072-464-9911

―-231-―



5.救 命救急セ ンター設置状況一覧

「DHI欄 の「01fま ドクターヘ リ導入病Brで ある。
高度救命救急センター…25

地域救命救急センター… 3

ドクターヘリ (DH)運用施設…26
※茨城県については、2つの基地病院でドクターヘリ1機

―-232-一

H23121現在

都 道 府 県
区

合

Ｄ

Ｈ 名設施 開設年月日設  置  宿 地在所 電 話 番 号

(大 販 ◎ O
大阪府立中河内救命救急センター

大阪大学医学部附属病院

大阪赤十字病院

大阪警察病院

関西医科大学附属枚方病院
★ 師 市 市 ★ 堂 医 学 割 附 E職 諄

‖:υ Oヒ

H1241
H20 2 1

H20 2 1

H20:2 1

H22 2 19

府

人

赤

人

人

人

珈一　』拳一

大
国
日
財
学

公

東大阪市西岩田3-4-13

大阪府吹田市山田丘2-15

大阪市天王寺区筆ヶ崎町5-30

大阪市天王寺区北山町1卜31

枚方市新町2-3-1

大阪市阿倍野区旭町1丁目5番 7号

JO-0′じ0-O100

)6-6879-5111

)6-6774-5111

)6-6771-6051

)72-804-0101

)6-6645-2121

兵 庫 岬

◎

○

神戸市立医療センター中央市民病院

兵庫医科大学病院

兵庫県立姫路循環器病センター

公立豊岡病院

兵庫県災害医療センター

兵庫県立加古川医療センター

S52 1 1

S55 4 1

S56 9 29

S57 11 1

H1581
H21 11 1

市

人

県

合

県

県

法

　

組

一Ｆ
　

庫

　

庫

庫

校

　

務

神

学

兵

事

兵

兵

神戸市中央区港島中町4-6

西宮市武庫川町 1-1

姫路市西庄甲520

豊岡市戸牧1094

神戸市中央区脇浜海岸通1-3-1
inttll:市 粕 聾 IBT袖聾 ,01

′8-302-43

798-45-61

79-293-31

796-22-61

78-241-31

79-497-7C

奈 良 県
◎

奈艮県立奈艮病院

奈良県立医科大学附属病院
祈 肇 ★ 堂 医 学 報 李 自病 眸

S57 9 24

H9 4 1

H1541

原

ス

ス良一〔

奈

公
学

奈良市平松卜3111

橿原市四条町840

生駒市乙田町1248-1

ノ42-46-600

744-22-305

743-77-0881

和 歌 山 帰
○

日本赤十字社和歌山医療センター

和歌山県立医科大学附属病院

独立行政法人国立病院機構 南和歌山医療センター

S61 5 C

H1261
H1841

赤

人

機

法

繕

学

眸

大

結

立

市

日

公

国

相 訳 Щ 雨 ′1｀ 聡 原 週 4-ZU

和歌山市紀三井寺811-1

田辺市たきない町27番 1号

73-422-4171

73-447-230(

739-26-705(

島 取 県 鳥取県立中央病院

鳥取大学医学部附属病院

0ゝ0 9 1℃

H16 10 1
鳥  取  県
国 立 大 学 法 人

鳥取市江津730

米子市西町36-1

)857-26-227
)859-33-111

島 根 県 島根県立中央病院

松江赤十字病院

独立行政法人日立病院機構 浜田医療センター

S55 1 1

H1641
H1741

県
赤

構機

根
　

餓立

島

日
国

出雲市姫原41-1
松江市母衣町200

浜田市黒川町3748

)853-22-511

)852-24-211

岡 山 県 ◎ ○ 川崎医科大学附属病院
岡山赤十字病院

津山中央病院

S54 1 1

S58 4 1

Hll 12 19

人
赤

人

法

　

婆

校

　

団

学

日
け

層 敷 雨 聡 島 b′ ′

岡山市北区青江2-卜 1

津山市川崎1756

)86-462-111

)86-222-881

)868-21-811

広 島  県

◎

広島市立広島市民病院

独立行政法人国立病院機構 呉医療センター
県立広島病院

広島大学病院

福山市民病院

Ｓ５２
凱
田
＝
Ｈ‐７

雨
構

県

人

市

機

　

法

島競
島
絆
山

立
　
立

広
口
広

国
福

広島市中区基町733
呉市青山町3-1

広島市南区字品神田1-5-54

広島市南区霞1-23
福山市蔵王町5-23-1

082-221-229

0823-22-311

082-254-1811

082-257-555(

084-941-515

山 口 県

◎ 0

独立行政法人日立病院機構 岩国医療センター
山口県立総合医療センター

山口大学医学部附属病院
柱立行政法人国立病院機構 関円医療センター

S55 3 1

S58 5 2

H12117
H1751

構
県

人

構

機
　

法

機

離
口
絆
満

立
　
立
立

国
山
国
国

岩国市黒磯町2-5-1

防府市大学大崎77

宇都市南小串11-1
下閣市長府外浦町1-1

D82ノー31-ノ 12

0835-22-441

0836-22-211

083-241-119(

徳 島 岬
◎

厩島県立中央病院

應島赤十字病院

廣島県立三好疾院

S55 4 1

‖1441
‖178、 29

県
赤

県

5

島

偲
日
徳

露島市晟本町卜1043

小松島市小松島町字井利ノロ103

三好市池田町字シマ815-2

088-631-715

D885-32-255(

D883-72-113

香 川 県 香川県立中央病院
香り|1大学医学部附属病院

S56 1 lC

H13111
香   り::   県
目 立 大 学 法 人

賢毬 市 THIt‐← )0
木田器 三 木 町 池 戸 175卜 1

D87-835-2222

987-898-5111

愛 媛 県 愛媛県立中央病院

愛媛県立新居浜病院

市立宇和島病院

S56 4 14

‖4 8 18

H4 4 1

県
県

市島

職
媛

和

隻
愛

宇

松山市春日町器

新居浜市本郷3-1-1

宇和島市御殿町11

Э89-947-1111

)897-43-6161

3895-25-1111

事 知 県 高知赤十字病院

嵩知県・高知市病院企業団立高知医療センター

H6 11 1(

H1732〔
“

知彙 高知市痢院企彙団

赤日 高知市新本町2-1351
稽野矢Ell■,2125-1

)88-322-1201

)88-337-3001

福 岡 県

◎ ○

北九州市立八幡病院

済生会福岡総合病院

久留米大学病院

飯塚病院

福岡大学病院

北九州総合病院

九州大学病院
聖マリア病院

S53 10 1

S55 11 1

S56 6 1

S57 4 1

H4 6 1

H7 4 1

H1881
H1881

市
会

人

社

人

人

人

人

剌生時　時』一一

北
済

学

会

学

医

国

際

北九州市八幡東区西本町4-13-1

福岡市中央区天神卜3-46

久留米市旭町67

飯塚市芳雄町3-83

福岡市城南区七隈7451
北九州市小倉南区湯川5-10-10

福岡市東区馬出3-11
久留米市津福本町422

〕93-662-6b6b

)92-771-3151

)942-35-3311

D948-22-3811C

〕92-801-1011

)93-921-056C

D92-641-1151

)942-35-3322

隆 賀 県

城

城

佐賀県立病院好生飼

佐賀大学医学部附属病院

唐津赤十字病院

独立行政法人国立病院機構 嬉野医療センター

S62 3 1

H1791
H21 4 1

H22 4 1

県
人
赤
構

法
　
機

賀
絆
　
満

立

　

立

佐

国

日
国

佐賀市水ケ江1-12-9

佐賀市鍋島51-1
唐津市ニタ子1-5-1
饉 野 市 旗 野 ET士 車 下 宿 面 ,486

)952-24-2171

)952-31-6511

)955-72-5111

)954-43-112(

長 崎 県 ○ 陸立行政 法 人国立病院機構  長崎医療 セ ンター
巨酪 ★ 堂 結 障

構

人

機

ヰ

院

堂

病

★

立

十

コ

ヨ '(本

すliクに属R2-1001-1
長崎市坂本1-7-1

)957-52-312

)95-819-721

熊 本 県 猥本赤十早病院

陸立行政法人国立病院機構 熊本医療センター
斉生会熊本病院

赤
構

会

機鵬
生
立
日

国

済

熊本市長嶺南211
熊本市二の丸15
熊本市近見5-3-1

)96-384-2111

)96-353-6501

)96-351-800(

大 分 県 大分市医師会立アルメイダ病院

大分大学医学部附属病院

大分県立病院

国家公務員共済組合連合会新別府病院

会

人

県

済

師

法

帷

絆

分

共

分

立

大

国

大

国

大分市大字宮崎1509-2

由布市挟間町医大ヶ丘 1-1

大分市大字豊饒476

別府市大字鶴見3898

097-569-3121

097-549-4411

097-546-7111

0977-22-0391

目 1崎  県 県立宮崎病院
県 市 覆 田 病 陣

S59 4 1

H1041
県

県

崎

略

雪

吏

宮崎市北高松町530
延岡市新小路2-110

0985-24-4181

0982-32-6181

壺 児 島 県 鹿児島市立病院 S60 1 1 菫 児 島 市 鹿児島市加治屋町20-17 099-224-2101

中 縄 県
○

沖縄県立中部病院

浦添総合病院
抑組県寺商部疾蒋センター・こども医療センター

S50 10 1

H1741
H18101

県

人

県

法

縄

　

組

療

沖

医

沖

うるま市字宮里2083
浦添市伊祖4161
島 屏 郡 商 鳳 原 IBT寧新 l!!118

098-973-4111

098-878-0231
098-888-012G

計 235

※「区分 1欄の「⑥ lは高度救命救急センターであり、 L麹 は地域救命救急センターである。



6.救 急医療情報センター設置状況一覧
平成 22年 4月 1日現在

都道府県名 センター (システム)名称 情報センター運営
開始年月日

広域災害システム

導入年月日

1 北 海 道 北海道救急医療・広域災害情報システム S61.10.01 Hll 10.01

2 青 森 県 青森県救急医療情報システム S61.11 01 H10 01

3 岩 手 県 岩手県救急医療情報センター S57.02 01 H13 04 01

4 宮 城 県 宮城県救急医療情報システム S54.04.01

5 秋 田 県 秋田県災害・救急医療情報センター H09.04 01 H09 04 01
′
υ 山 形 県 H 6.04.01
７
′ 福 島 県 福島県総合医療情報システム H04.10.01

ｕ
＝ 0 04 01

8 茨 城 県 茨城県救急医療情報コントロールシステム S53.08 01 H 0 03 01

9 栃 木 県 栃木県救急医療情報システム S55 10 01 H 1.1201

10 群 馬 県 群馬県広域災害 E救急医療情報システム S55.04.01 H 0.04.01

埼 玉 県 埼玉県広域災害・救急医療情報システム S56 04.01
ｕ
Π 3 04 01

12 千 葉 県 千葉県広域災害・救急医療情報システム S53.03.31
ｕ
ロ 11101

13 東 京 都 東京都救急医療情報センター S51.10 01 H 2.03.01

14 神奈川県 神奈川県救急医療中央情報センター
７
′
員
υ
Ｃ
０

７
′
ｎ
υ 01 H 2.04.01

広
υ 新 潟 県 新潟県救急医療情報センター H10 09.01 H 0 10 01

16 富 山 県 富山県救急医療情報システム S62.02 28 H 1 07.01
７
′ 石 県 石川県災害・救急医療情報システム H09 01.27 H09 01 27

18 福 井 県 福井県救急医療情報センター Hl1 05.01 Hl1 05 01

19 山 梨 県 山梨県救急医療情報センター Hラモ.04.01 Hll.12_01

20 長 野 県 長野県広域災害 “救急医療情報システム S59.04.01 Hll 10 01

21 岐 阜 県 岐阜県中央救急医療情報センター S58.12.01 H13.1001

22 静 岡 県 静岡県救急医療情報センター H02.11.01 Hll.12.01

23 愛 知 県 愛知県救急医療情報センター S54.03.31 H10 06.01

24 二 重 県 三重県救急医療情報センター S57.12.01 H10.03.10

25 滋 賀 県 滋賀県救急医療情報センター S54.08 01 Hll 12 01

26 京 都 府 京都府救急医療情報システム S56 04.01 H14 04.01

27 大 阪 府 大阪府救急医療情報センター S44.12.25 H13.03.31

28 兵 庫 県 兵庫県広域災害 ,救急医療情報システム S56 01.07 H08 12.20

29 奈 良 県 奈良県救急医療情報センター S54 04.01 Hll.07.01

30 和 歌 山 県 和歌山県広域災害・救急医療情報システム S57 05 26 Hl1 04.01

31 鳥 取 県 鳥取県救急医療情報システム H19.03.26

32 島 根 県
33 岡 山 県 岡山県災害・救急医療情報システム H10 03.30 Hl1 07 30

34 広 島 県 広島県救急医療情報ネットワーク S55 04 01 H09.10.01
ｒ
υ
つ
０ 山 口 県 山口県広域災害・救急医療情報システム Ｏ

υ
Ｅ
υ
０
０ 03.

Ｅ
υ
０
４ H09 07.10

36 徳 島 県 徳島県救急医療情報システム H12 ′
υ
ハ
υ 01

７
′
う
０ 香 県 医療ネット讃岐 H07 09.09 Hl1 03 29

38 愛 媛 県 愛媛県広域災害・救急医療情報システム H13 04 01 H13 04.01

39 高 知 県 高知県救急医療情報センター S56 04 01 H15 07 01

40 福 岡 県 福岡県救急医療情報センター S55 う
０
（
υ

ｎ
υ
う
乙 H16 04 01

41 佐 賀 県 佐賀県救急医療情報システム S57.03.01 Hll.01.01

42 長 崎 県 長崎県健康事業団救急医療情報センター S55 01.23
う
０
月
十 熊 本 県 熊本県中央救急医療情報センター

Ｅ
υ
広
υ
０
０ 02 01 H10 08 01

44 大 分 県 大分県広域災害 `救急医療情報システム Hl1 01.04 Hl1 01 04

45 宮 崎 県 宮崎県広域災害・救急医療情報システム
ａ
υ
′
， 鹿 児 島県 鹿児島県救急・災害医療情報システム H19,03.27

47 沖 縄 県
△

計 43 39

―-233-―



7.救 急医療体制の整備等

救急医療対策は、昭和 52年度から、初期、
かつ体系的整備を推進してきたところであり、
の救急医療体制の確保を図る。

(平成22年度予算額) (平 成23年度予算案 )
[15,234百 万円 →  13,748百 万円]

旱姿b詈傘警量冤優等啓骨ゞ警曇冒『反発義ζZ吾3啓用習

(16体系覧毅警曇曇箱禁
制の拡充整備                  12,3`:晏

暑曇Ъ

ttL10'73:晏

響]Ъア.小児救急電話相談事業

②チ

“

齢剰職鼈片………∵ {魏 lI郡イ.小児救急地域医師研修事業
③
ァτξ編 雛 魁療赫 慕乞妻緩彗蒙

~… …
で1動 l咽 動イ.共 同 利 用 型 病 院

⑫ 救急医療業務実地修練等 191百万円 → 178百万円
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(2)輩ふ名凝3畠混合疑警素森送による救命率等
1定士ら屋鳥与箸:救

命妥警写フワ_にドレツ岬
(医師が同乗する救急専用ヘリコプター)を委証

(3)炎
喜塁笙諄禽寝掟昆源饉藤罰暮馨寿 ぅためのヘリコプターのチャーター程裏写2経費を措置啄

円

(4)炎
喜靴遭榎層撃

蟄富 (DMAT)が 国主催の総合防災詞|1練に参加するた撼雇婆早る経費を補閂

(5)変
響尋肩島警

'医

雷原サγゐ柔喜医療に係る総合的な情報収集及び提供を暮了F 
→   36百万円

(6)BMttT曇
譲昌警昌立病院機構災害医療センターに置き、その運営に必要房程雪を補助する:百

万円

(7)昆
労会百鶉銹響卍言蘇AT訓練の主催県を決め、主催県が実施する災害事属雇昇して補助す盟

万円

(8)APEC関 連経費                        77百 万円 →
APEC首 脳会談における救急医療体制の確保を図るために必要な経費

0百万円

(注)計数は、それぞれ四捨五入によつているので、端数において合計 とは合致 しないものがある。
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ドクターヘリ導入道府県における広域搬送に係る体制と実施状況

年4月 ～平成 22

道府県名 救命救急センター名 協定締結県
搬送件数
(件 )

道府県外
からの

搬送件数
(再掲 )

内訳

道府県外

病院への

搬送件数

(再掲 )

内訳

離島か らの

搬送件数
(再掲 )

離島内訳

北海道

手稲渓仁会病院
市立11路総合病院

旭川赤十字病院

無 0 6

島

島

島

尻

尻

文

焼

利

礼

青森県 八戸市立市民病院 無 4 岩手4 1 岩手 1 0

福島県
公立大学法人福島県立医科大学

附属病院救命救急センター
無 0 0

栃 木県 獨協医科大学病院 無 1 群鳥 1 埼玉 1 0

群 馬県 前橋赤十字病院 無 3 栃木3 脚鋼椰
0

埼玉 県 埼玉医科大学総合医療センター 無 0 0

千葉 県

日本医科大学千葉北総病院

国保直営総合病院君津中央病院

茨城県
“

版

城

の

茨

そ 他

城

の

茨

そ
0

神奈川県 東海大学医学部附属病院 山葉県 340 29 ］鰤
0 0

長野県 佐久総合病院 無 0 | 群属 1 0

静 岡県

順天堂大学医学部附属静岡病院

聖隷三方原病院

無

7

(西部の

`亭

)

彙知 7

‐９
部
部
東

西

神奈川 15

愛知 3
岐阜  1
(東部 神

奈川115、

ヨリ01 ・
西部 愛
知2、 岐

阜 1)

0

愛知県 魔知医科大学病院 無 508 7

崚襲

長野2

三ユ 1
抑講脇

4 鶴腱

大阪府
大阪大学医学部附属病院

高度救命センター

和歌山県

奈良県
2 奈良県2 0 0

和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院

三夏県・ 奈 艮県

(共同利用 )

大阪府・徳島県

(相互応援 )

三二県 11

奈良県16

三■2
奈良7
京都 1
大阪 1

0

岡山県 川崎医科大学附属病院 無

島

川
庫

広
番

兵
5 広島5 5

北木島 1

真鍋島

直島 1

小豆島2

福岡県 久留米大学病院 佐賀県及び大分県
佐贅20

大分34

熊本 1

3
佐賛2

山口1
0

長崎県
独立行政法人国立病院機構

長崎医療センター
佐賀県 7

螢山 (福
岡空港)

福岡1
佐賀5

福田24

佐費 3

却コ】螂̈
鯉沖説観出初潮

沖縄県 甫添総合病院 鹿児島県 鹿 F.島 68 0

伊平屋島12

伊是名島
'0伊江島7

栞日島24

渡名喜島9

護嘉敷島32

座間味島8

阿嘉島0

久共島77

澪墜島2

億之島12

,中永良部島

与諭島13

鍮出動件数 多記壼

※新規導入 1県の運航開始日 (栃木県 :22年 l月 203)
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１
一

9.1平成 22年版 救急 D救助の現況のポイント

救急出動件数、搬送人員ともに増カロ

平成 21年中の救急自動車による救急出動件数は、前年に比べて 2万 5,132件増加 tァ 、

512万 2,226件でした.

搬送人員についても、前年に比べて 4,355人増加の 468万 2,991人 となりました=

搬送人員の主な増減を事故種Bllごとにみると、交通事故による搬送人員は 1万 5,043

人減少し、急病による搬送人員は 2万 6,774人増加しています。

救急自動車による救急出動件数及び救急搬送人員|まそれぞれ 512万 2,226件 (対前年

比 2万 5,132件、0.5%増 )、 468万 2.991人 (同 4,355人、0.1%増 )で した。(図 1参照)

人口 1万人あたりの都道府県Zll救急出動件数は、大阪府 54310件、東京都 516.1件、

高知県 444.3件で多くなつています。(本文救念繰捌表 4参照)

救急自動車は約 6.2秒 (前年 6.2秒)に 1回の割合で出動しており、国民の約 力7人´

(前年 27人)に 1人が搬送されたことになります。(図 2参照)

現場到着までの所要HFElは、全国平均で 7.9分 (前年 7.7分)となつています。

都道府県別では、福井県 (6.5分)、 富山県 (6.6分)、 石川県 (6.8づ粉 等でも現場ヨ|

着所要時間平均が短くなつています。(本文救急結刷表 7の 1参襲)また、医療機関

収容までの所要時間は、全国平均で 36.1分 (前年 35,0分)となつています。 (図 2

参照)、      .

都道府県別ではも福岡県 (27.6分 )、 富山県 (27.9分 )、 香川県 (28.3分 )等で,医

療機関収容までの所要時間が短くなつています。(本文救急編別表 8の 1参照)

搬送人員の傷病程度について|よ、軽症が最も多く、237万 5,931人 (50.7%)と なつて

います。 (本文救急編第 29図参照)

搬送人員の年齢区分については、高齢者が最も多く、230万 7,641人 (49.3%)と なつ

ています。(本文救急編第 20表参照)

‐

1‐
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図 1 救急出動件数及び搬送人員の推移

H IKl H2 H13 H IS H“ H■′ H18 H19 H20 Ha(年 )

図 2 現場到着時間及び病院収容時間の推移
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2 救急体制の充実と救急業務の高度化は着実に進展
平成 22年 4月現在、救急隊数は4,910隊 と5,000隊に追り、救急救命士として運用

されている救急隊員は2万 383人 となつています。

また、救急救命士運用隊は全救急隊の93.1%にあたり、日標である「全ての救急隊に

救急救命士が 1人以上配置される体制」に着実に近づくとともに、救急救命士による応

急処置件数も増加してきています。

図 3全救急隊のうち、― tt運用救急隊の割合

ω
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
Ⅷ
輌
３。．０
２０．０
卿
０・０ 11年   12年   13年  14年  15年  16年   17年  18年  19年  20年  21年  22年

‐3-

・ 救急隊数は 4,910隊 (対前年比 18隊、0.4%増 )、 救急隊員数は 58,938人 (同 72人、

0。 1%減 )、 うち、専任隊員 19,474人 (同 191人、1.0%減 )、 兼任隊員 39,464(同 119

人、0.3%増)人となっています。

また、救急救命士として運用されている救急隊員数は 20=383人 (同 1:015人 、5。 2%

増)となりました。

・ 救急隊員 (3人以上)のうち少なくとも 1人が救急救命士である隊は、.全日 4910隊

のうち 4,573隊 (93.1%)と なり、その割合は年々高まつてし`ます。 (図 3参照)

。 救急救命士が実施する特定行為処置件数は、97,164件 (対前年比 4,387件、4.7%増 )

となつています。
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3 バイスタンダーによる応急手当件数の割合は過去最高
消防機関の実施する応急手当普及講習の修了者数は年々増加し、平成 21年中は 150

万人を超え、実際に救急搬送の対象となつた心肺機能停止症例の42.7%において、バイ

スタンダー (救急現場に居合わせた人)により応急手当 (胸骨圧迫 (心臓マッサージ)・

人工呼吸・AED(自動体外式除細動器)による除細動)が実施されています。

応急手当普及講習の修了者数は、156万 6,172人となり、前年に比べ、やや減少したも

のの国民の約 82人に 1人が受講したこととなります。(前年は約 79人に 1人 )

市民による応急手当が実施された傷病者数は、全国の救急隊が搬送した心肺機能停止

傷病者数の 42.7%(前年は40.7%)に あたる 49,249人に及んでいます。 (図 4参照)

応急手当講習受講者数と心肺機能停止傷婦者への応急手当実施率の推移

|・

00'出

田口応急手当実施割合

~応 急手覇 鵬 辞 講

:.572.3a  ▲ :.566.:72

:.喰 霞 :。 215,985

颯 331
1,1:9.6:0

|,619。 :19
1」500脚

‐
4‐
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4 心肺機能停止傷病者の 1カ 月後の生存率及び社会復帰率は年生上星
平成 21年中に救急搬送された心肺機能停止傷病者搬送人員のうち、心原性かつ一般

市民により目撃のあつた症例の 1カ 月後生存率は、11.4%と 過去 5ヵ年のうち最も高

く、平成 17年中と比べ、約 1.6倍 (4.2ポイント上昇)となつています。

また、1カ 月後社会復帰率についても、7.1%と 過去 5ヵ 年のうち最も高く、平成 17

年中と比べ、約 2.2倍 (3.3ポイント上昇)と なっています。 (図 5参照)

都道府県別の平成 21年中の心原性かつ一般市民により目撃のあつた症例の 1カ 月

後生存率は、福岡県 (18.8%)、 沖縄県 (18.0%)、 北海道 (15.4%)等 で高く、lヵ 月

後社会復帰率については、福岡県 (11_4%)、 福井県 (11.0%)、 沖縄県 (10.7%)等で

高くなつています。(救急蘇生統計参照)

5 -般 市民による応急手当の重要性             
′

平成21年の一般市民による応急手当が行われた場合の1カ 月後生存率は、13.8%で 、

行われなかつた場合の 9.0%と比べて、約 1.5倍 (4.8ポ イント)高 くなつています。

また、平成 21年の 1カ 月後社会復帰率についても 9。 1%で、行われなかった場合の

4.9%と比べて、約 1.9倍 (4.2ポイント)高 くなつています。(図 6参照)

このように、一般市民 (現場に居合わせた方)による迅速な救命手当は、救命や社会

復帰のために非常に重要であると言えます。

なお、平成21年中の救命講習修了者数は、156万 6,172人 と150万人を超えており、

心原性かつ一般市民により目撃のあった心肺機能停止傷病者のうち、一般市民による応

急手当の実施率も、平成 21年において 51.3%と 年々増加しており、救命率の向上に繋

がる大きな要因となつています。 (図 7、 表 1参照)

‐
5‐

図5 心原性かつ一般市民による目撃のあつた症例の 1カ 月後生存率及び社会復帰率

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4096

2.0%

0.0%

-1カ 月“
半存率

―■-1カ月JH壼会」酬D率

■「 ロセ■74F 平成■8年 平成■9年 平成 20年 平成 2■年

―-240-―



図6 -般 市民による応急手当の実施の有無別
心 原 性 でか つ一 般 市 民 により心 肺機 能停上 の

時 点 が 目撃され た症例

21,112“キ

ぅち ～一 般 市 民
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よる い肺 毒
`=が
行 1つれ な か つた ものぅち .一 般 市 民 t二よ る 心 肺 蘇 生 力く行 わ れ た も の

10.278争●   くd)10.33444・     く,〉

■力 月 後 _二 存1カ 月 後 、生 存 入 院 後 、 死 亡

1_496“■(b)
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+X.*{N}n I e ./ a x 1Oc> : o.1.!r 社 会 複 帰 率  = r / `  メ  ■oo = `.● ●●

図 7 心原性かつ一般市民により目撃のあつた心肺機能停止傷病者のうち、一般市民によ
る応急手当の実施件数 (割合)の年次推移

表 1 -般市民による応急手当の実施の有無別 (平成 17年～平成 21年)
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b環性でかつ心肺停」:の時点が一般市民l~4リロ撃された壺例

うち、一般市民
による応3処置
あり 一お

1カ 月後 :

堅
甲

力月後社会■帰者敗

臨 T耐
力月後社会復帰者欧

匡
平成17年 17.382 7.335 334 4.6, 10,547 6.2" 2.4,

平成18年 :8,897 42.91 10,789 29

平成19年 19,707 9,376 47.6% 122% 738 7.0% 10,30 84% 4411

平成20年 20,769 9,970 48.0, 12.8% 10,799 829 433 401

平成21年 21,112 10.834 1,495 10,278 ■91
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ロ

年々、AED(自 動体外式除細動器)が公共施設や事業所等さまざまな個所に配備

されてきていることから、一般市民による除細動の件数は、平成21年に1,007件と着

実に増加しています。1カ月後生存率は前年に比べ、上昇していますが、1カ月後社会

復帰率は低下しています。(図 8参照)

図8 -般市民により除細動が実施された件数の推移

平 成
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lb肺停止症例のうち、一般市民

により除細勁が実施された件数

十 一般市民により′b肺機能停止

、  の時点力1目 撃された心原性の
心肺停止症例のうち、一般市民

により臓相鴨ガ
ー

た症例

の t編 後生存摯
十 一般市民によりlD肺被摯停止

の時点が 目軍された心原性の

心肺停止症例のうち、一般市民

によりは細助が実施された症例

の1カ月後社会在帰率

7 心肺蘇生は早期実施が有効
目撃のあつた時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区分ごとに

一カ月後生存率を比較すると、5分から 10分までが 123%であつたのに対し、10分か

ら 15分までは 7.9%と約 4割低く(-44ポイント)なっています。

さらに(―力月後社会復帰率を比較すると、5分から́10分までがア.0%であつたの

に対し、10分から15分までは3.9%と約半分(-3.1ポイント)となつています。

(図 9参照 )

図9 目撃のあつた時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区
分ごとの1カ 月後生存率及び社会復帰率 (5カ年合計)
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第 1位

平成 21年中の救助出動件数は、8万 1,567件 (前年比 13件増 )、 救助活動件
数は、5万 3,114件 (前年比 181件減)となつています。

平成 21年中の救助出動件数 (救助隊が出動した件数)は、全体で 8万 1,567

件であり、交通事故によるものが 2万 8,555件 (全体の 35.0%)で昭和 55年

以降、第 1位の出動原因となつています。

一方、救助活動件数 (救助隊が実際に活動した件数)は、全体で 5万 3,114

件であり、建物等による事故が 1万 7,212件 (全体の 32.4%)で、平成 20

年以降、第 1位の活動種別となつています。

9消 防防災ヘリコプターによる救急・救助魅 _
平成21年中の消防防災ヘリコプターによる救急出動:部,710件 (前年比434件増)、 救助

出動は1,898件 (前年比227件増)となっています。

救急出動件数は過去最多を記録し、全出勁件数に占める救急出動の割合も52.1%で過去
｀
  最高となりました。                       ,

。 消防防災ヘリコプターは、平成22年 10月 1日現在、全国お都道府県に合詢 1-さ

れています (総務省消防庁ヘリを含む)。

・ 消防防災ヘリコプタニは、救急搬送や救助活動等に日ごろから大きな成果をあげてい

ますが、とりわけ、地震等の大規模な災害が発生した際は、その高速性、機動性を活用

した消防防災活動により、被害軽減に大きな役割を担つております。

・ 最近の例では、平成 21年 12月 に高知県高知市で発生した建設中のマンション火災に

おいて、高知県消防防災ヘリコプター「りょうまJが逃げ遅れた作業員 18名 を救出する

など、人命救助活動に貢献しました。

‐
8‐
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10.救急救命士国家試験合格者の推移

試  験
(試験日)

受験者郵合格者嚇 合格率

格 内 尺

女  別 格

男 性 女  性
所

者

成養

７

的公
修

民間養成

pF修 7者

大学卒指

中科日者

法附則 2

各 蜂 側 者

外国免許保持・

外国学校卒業増
1膚

=鵬

隊 員

第 1回
(H4  4 19) 4 301

人

3.177

91

73_9馴 1 260

人

1 917

人

351

人

０

人 人

0 2 826

人

０

第 2 回
(H4 10  4) 1,040 711 ′

十
ハ
Ｖ 240 0

′
，

回

の

３

３

第

α 1 563 1 162 74 3%

第 4
(H5 10

回

の 1.583 143 72.2%
■
■ 0

回

⊃

５

３

第

綱 1.751 1 173 67 0% 524 C 0 0

回

の

６

１０

第

鯛 1 295 56.4% 270 C 3 0

第 7 回
(H7  3 26) 1.492 1,001 67 1% 0

回

Ｄ

８

１０

第

綱 1 15C 66 3引 3 0

″昴 9 回
(H8  3 24) i 475 1.132 76.7ツ 0

第 10 回
(H8 10  6) ,094 69.8) 201 7 0 0

回
詢

１‐

＆

第
α 1 402 1.104 787) 744 4〔 0 0

第 12
(H9 9
回
ａ 705 75 2% 14ラ 0 0 0

第 13 回
(H10 3 22) 1 379 1.132 82_11 C 0

第 14 回
(H10 9.27) 75_7γ 1 1 0

第 15 回
(Hl1 3_21) 1.366 1 05C 77.591 933 801 40 C 0

第 16 回
(Hll_9 26) 74_891 104 2 7 l 108 0

第 17 回
(H123_26) 1 534 i 304 85.Oγ 104 200

月
■ 257 C C

第 18 回
(H12 9 24) 903 74“ 82 4ツ 0 C

第 19 回
(H13 3 25) 1,471 1 261 85 7引 1,104 C

第 20 回
(H13_9 30) 84 1) 1 C C

第 21 回
(H14 3 24) ,49C 1 325 88 97 l

14C C

回
Э

２

４

第
α 87_3ツ

（
Ｖ 582 0

第 23 回
(H15 3_23) ,53[ 1 379 89 8) 1 189 1

第 24 回
(H15 9 28)

ハ
Ｖ 86 3り 106 0 6

第 25 回
(H16321) 1,831 594 87 1 1.346

Л
●

第 26 回
(H16_9 26) 844 690 8189 ハ

Ｖ 0

第 27 回
(H17 3 20) 1.913 1 688 88 2% 1.439 602

第 28 回
(H17925) 85 1% 0

第 29 回
(H18321) l.967 1 786 90 8% 1.502

回
ゆ

３

ａ

第

綱 2 404 2 081 86 601 1 85C 1.14C 41

第 31 回
(H20 3 23) 2.523 2,022 80 1% 1.327 1151 30

第 32 回
(H21322) 2 578 2.071 80 3ツ 1 865

ハ
υ 1 15C

”
， 1

第 33 回
(H22 3 21) 2 538 2.131 84 0% 1 898 233 1 09C

０
４ 0

△
ロ 計 50,55 40 ノ9 6Ⅵ 31,1 8 996 22 45( 6 382 1.309 V.64′

*公的養成所とは、法第34条第4号による施設 (消防関係施設)及び同法第34条第2号による施設 (防衛庁関係施設)の ことをいう。

*平成22年 12月 現在の免許登録者数 39,677名
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11.救急救命士養成所一覧

救急救命士法第 34条 第 1号該当施設 修葉年限 2年以上 (民間施設 )

平成22年 4月 1日現在

養成所名称 設置主体 課程

(年 )

定員(入学定員 )

(名 )

所在地 電話番号 設置年月日 備考

北海道ハイテクノロジー専門学校

救急救命土学科

=校
法人

産業技術学園

100北 海道恵庭市恵み野北

12-12-1

0123(36)6990 平成4年4月 1日 50名 X2学級

吉田学園医療歯科専門学校

救急救命学科

学校法人

吉田学園

,0( 北海道札幌市南 3条西 1丁 目 0120(607)033 平成 19年 4月 1日

国際メディカルテクノロジー専門学校

救急救命士科

学校 法 人

新潟総合学院

401

|

福島県郡山市方ノヽ町 024(956)0163 平成14年 4月 1日

晃陽看護栄養専門学校

救急救命士学科

学校法人

晃陽学園

40茨城県古河市東

11-5-26

0280(31)7333 平成21年 4月 1日

東洋バラメディカル学院

救急救命科

学校法人

東洋育英会
到
栃木県塩谷郡氏家町

大字馬場 410番地

028(681)1301 平成 14年 4月 1日

大田医療技術専門学校

救急救命学科

学校 法 人

大田アカデミー

501見県大田市東長岡町 0276(25)2414 平成15年 4月 1日

国際医療福祉専門学校

救●_救命学科

姜校法 人

阿弥陀寺教育学園

千葉県千葉市中央区村田町 043(208)1600 平成10年 4月 1日 40名 X2学級

平成20年度より3年課程廃止

相央生命科学技術専門学校

救急救命学科

書校法 人

湘央学園

神奈川県綾瀬市小園

1424-4

046フ (フフ)1234 平成5年 4月 8日

東京医薬専門学校

救急救命士科

,校法人

滋慶学園

東京都江戸川区東葛西 616-2 03(3688)6161 平成19年 4月 1日

首都医校

救急救命学科

■校法人

モード学園 3

昼間部   40

夜間部   40

東京都新宿区西新宿 1-7-3 03(3346)3000 平成21年 4月 1日

湘南医療福祉専門学校

救急救命科

,校法人

彩捜学園

神奈川県横浜市戸塚区川上町

84-1

045(820)1329 平成21年 4月 1日

新潟医療技術専門学校

救急救命士科

学校 法 人

新潟科学技術学園

新潟県新潟市上新栄町

5-13-3

025(269)3175 平成10年4月 1日

国際医療福祉専門学校七尾校

救急救命学科

学校 法 人

阿弥陀寺教育学園

35石川県七尾市藤橋町西部1番地
|

043(208)1600 平成 19年 4月
'日

曼野救命医療専門学校

救急救命学科

学校 法 人

成田会

40長野県東御市田中661 0260(64)6611 平成18年 4月 1日

)くば栄養調理製薬専門学校

救急医療係

声校 法 人

晃陽学園

401茨城県牛久市ひたち野東 平成22年 4月 1日

籠海医療工学専門学校

救●_救命科

津校 法 人

セムイ学園

愛知県西加茂郡三好町

|三好丘旭313

05613(6)3303 平成9年 4月 1日 10tt X 2学 級

呂古屋医専

救急救命学科

1校法 人

モード学園

昼間部   25

夜間部   25 |[ll名

古屋市中村区名駅 052(582)3000 平成20年4月 lE ,o名 -25名 (平成22年4月 1日 付 )

Io名 -25名 (平成22年 4月 1日 付 )

東洋医療専門学校

救急救命士学科

声校 法 人

東洋医療学園

昼間部

夜間部

大阪府大阪市淀川区西宮原

1-5-35

06(6398)2255 平成12年 4月 lE 10名 X2学級 (昼間部 )

大阪医専

教急救命学科

F校 法 人

モード学園

昼間部

夜間部

大阪府大阪市北区大淀中

1-103

06(6452)0110 平成12年 4月 lE 平成13年 度より学生受入

神戸医療福祉専門学校 三田校

救急救命士科
=校
法人

神戸滋慶学園

兵庫県三田市福島

501-85

0795(63)1222 平成9年 4月 1日

福岡医健専門学校

救急救命科

1校法人

滋慶文 1ヒ学園

県福岡市博多区石城町 092(262)2119 平成16年 4月 1日
`0名

X2学級

公務員ビジネス専門学校

救急救命士学科

学校法人

教育ビジネス学園

100 福岡県福岡市博多区博多駅前

3-29-3

092(441)0035 平成16年 4月 1日 50名 X2学 級

熊本総合医療福祉学院

救急救命学科

医療法人

弘仁会

40熊本県熊本市小山町

19202

096(380)0033 平成4年 4月 1日

日本スポーツ健康福祉専門学校沖縄

救急救命士学科

姜校法人

SOLA沖 縄学園

40沖縄県宜野湾市大山

|ワ
ー9-8

098(898)0701 平成22年4月 1日

定員計

救急救命士法第34条 第2号該当施設 修業年限 1年以上 (防衛庁関係施設 :養成対象は現職 自衛隊員のみ )

養成所名称 設置主体 課程

(年 )

定員

(名 )

所在地 電話番号 設置年月日 備考

陸上自篠i隊衛生学校

救急教命士謀程

衛省 25東京都世田谷区池尻

〕1-2-24

03(3411)0151 平成6年 4月 1日

自衛隊横須賀病院

救急救命士養成所

偉i省 20神奈川県横須賀市長瀬

12-7-1

0468(41)7653

内線350

平成7年 4月 1日

自衛隊岐阜病院

救急救命士養成所

衛省 4岐 阜県各務原市

:那 加官有地無番地

0583(82)1101

内線2754

平成8年 4月 1日

t員計
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救急救命士法第34条第4号該当施設 修業年限6ヶ月以上 (消 防機関関係施設 :養成対象は現職消防隊員のみ)

養成所名称 設置主体 課程     定員   :      所在地         電話番号

(月 )    (名 )  |

設置年月日 備考

札幌市消防局

救急救命士養成所

埼玉県

消防学校救急救命士養成課程

卜し幌市

埼玉県

東京消防庁

(下半期 )

‐ 6

(下半期 )

6

(下半期 )

40北 海道札幌市西区八軒 10条西

113丁 目31

30埼 玉県さttま市桜区

1上大久保 519

50東京都渋谷区西原

011(616)22621 平成 5年9月 1日

048(853)99991 平成 11年 9月 1日

03(3466)1511‐  平成3年 9月 1日

平成 18年度は募集停止

東京消防庁消防学校

救急救命士養成課程

紋急救命東京研修所

横浜市

救急救命士養成所

財団法人

救急振興財団

賣浜市

一̈６̈
―型]II蝙―

0426(75)99451 平成 3年8月 29日

045(253)63711 平成3年 9月 2日

,0名 X6学 級

平成17年 41より名称変更

(1日 横浜市消防学校 )

名古屋市

救急救命士養成所

京都市消防学校

救急救命士養成課程

色古屋市

京都市

(下半期 )

6

(下半期 )

30愛知県名古屋市昭和区

1御器所通2161

35京都府京都市南区西九条

1菅田町4番地

平成 3年 9月 2日

平成 5年9月 1日

大阪府立消防学校

救急救命士養成課程

大阪府

(下半期 )

30大 阪府大東市平野屋

1-4-1

072G1D1151 +ffi,4+4BtE

大阪市消防学校

救急救命士養成課程

大阪市

(下半期 )

大阪府東大阪市三島

188-1

06(6744)01191 平成 3年 9月 2日

―  ―   ― ― ―
   |   

― ― ― ―
_ __ _

兵庫県消防学校

救急救命士養成課程

民庫県

(下半期 )

50兵 庫県三木市志染町御坂 1-19 ¨ 02°

1軸
・
年■0月H日

広島市消防局

救急救命士養成所

ム島市

(下半期 )

40広島県広島市西区都町

14310

平成 5年9月 9日

,0名 X4学級枚急救命九州研修所 け団法人

救急振興財団 (下半期 )

200福 岡県北九州市八幡西区大浦

13-8

093(602)99451 平成フ年4月 1日

定員計 895

養成所総定員数 2349 |

【参考】救急救命士法第34条第3号該当施設 (大学:指定科目履修)

養成所名称 設置主体   1 課程  1  定員   1      所在地

| (年) |  (名 )

電話番号  1           備考

国士館大学体育学部

スポーツ医科学科

学校法人

国士館 ¬1属ξttξ翼i■1) “
ズ∞9″∞ 入学課 :03(5481)3211

杏林大学 保健学部

救急救命学科

学校法人

香林学園 Jl[』事二TT)|~m H194よ り保健学部救急救命

学科ヘ

帝京大学

スポーツ医療学科 (救急救命士コース)

学校法人      |
帝京大学      |

0120(508)739

lil軍蠣]言
塚“9 1 |

帝京平成大学 健康メデイカル学部

医療科学科 (救急救命士コース)

学校法人

帝京平成大学    |

100千 葉県市原市潤井戸      10436(74)55111

レ郎9    1  1
千葉科学大学 危機管理学部

医療危機管理学科 (救急救命学コース)

学校法人

加計学園

学校法人

加計学園

L名 程1篠 魅 柿 潮■
Br3鋤
 |∝
HO“
“ |

|     |

10名 程度
1岡
山県倉敷市連島町西之浦   1086(440)1111

12640          1     1

倉敷芸術科学大学 生命科学部

健康科学科

東亜大学 医療工学部

医療工学科

学校法人

東亜大学学園

銑
甲
¨……猜

1噸
鋼
"|

京都橘大学 現代ビジネス学部

現代マネジメント学科 (救急救命コース)

学校法人

京都橘学園

50名 程度 京都府京都市山科区大宅山田町34075(571)1111

470名程度
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12平成22年度「教急の日J及び「救急医療週間」における行事実施状況

都道府県

(1)小児救急電話相
談事業(♯ 8000)の
普及啓発その他小児
救急の催し

(2)ドクターヘリに関す
る普及啓発活動の実施

(3)パン
フレット

等の配
布

(4)心肺
誅生法
の実技
講習

(5)講
習会、研
修会等
の実施

(6)ポス
ターの作
成及び相
ボ

(7)新
聞・テレ
ビ等の広
報

(8)1日
病院長、
敦急隊
長等

(9)救急
医療功
労者等
の表彰

その 他

:“1海1輝

・「ドクターヘリの運用
こついて」を演題とした
購演会の開催(1箇所1
1n3)

O O O O O 0

議 1 1日: 暉 O 0

昔■肇■媚 O 0 0 0 O

蟹111繊‐■暉 O O O 0 0 O

嗽 急フェア2010の開催
・救急の日キヤンペーン(消防本部との共
催)
・庁内放送の実施

洪■臓■輛
・「湯沢雄勝地域小児
フオーラム」の「H催

0 O O 0

・大型看板 1枚設置
・枚急フオーラム2010(県 医師会主催)の講
演
・消防庁及び厚生労働省作成の啓発用ポス

ターを関係機関に配布

■|1静 |1媚

・♯8K100カード配布
小児救急に関する実
支講習会等を開催

O O 0 0 O O
・懸垂幕1箇所1枚
・横断幕1箇所1枚
・看板1笛所1枚

嚇■1島 |1爛

。公ユ入宇法人侶島県
L医科大学(甚地病院)
こおいて、「ドクターヘリ
舌動パネルの晨示」を

O 0

臓■城|1舅

・33診療所に対して,・
子どもの救急つてどん
なとき?」バンフレットに
ついて説明を行つた。
・9月 4日 嗽 急の日フェ
スティパル」場所:筑波
西武1階通路 実施内
督:医師会等関係団体
典施のイベントヘ協力

・「常陽新聞」にドクター
ヘリの記事を掲載

0 0 O 0 0 0
・ホームページに救急の日及び救急の情
報のリンク先を掲示
・三角巾の配布(120枚 )

"■

1木■舅
・幼児救急法講習会の
夷施

・テレビ番組の作成 O O O O 0 0

坪|1馬|1媚

・敦急医療講演会を実
施。この中で、群馬県ド
クターヘリについての講
演を行つた。

O O O O O
1

毒■|=■岬 0 O

F11● 1媚

瞭 急の日」関係のパ
ンフレットに、日本小児
F4学会作成のホーム
ベージ「こどもの教急」

0 O 0 O
・県庁敷地内の電子掲示板により、救急
医療週間について11日間周知

車■京 1葡

・保育園等において保育
士、父母を対象とした小児
b肺蘇生法の講習等開催
,小児医療センター勤務医
師の講演会

・敦急の日2010イベン
トにおける広報
・国立国際医療センター
病院での指導
・教急業務協力者表彰
等におけるパネル展
示、パワーポイントを使
用した説明等を実施

0 0 O O ○ O O
・パネル展示パネル展示242箇所、579枚
・敦急医療資器材風示 懸垂幕232箇所、293

枚

神奈|,1:1帰
・常時、小児枚急電話
相談事業についてホー
ムーページヘ掲載

・常時、ドクターヘリ事

業についてホームー
ベージヘ掲載

0 0

け1海|1疎
・小児救急医療電話相談
事業の啓発チラシを市町
村等に配布

O 0 O
・庁内放送で小児萩急医療電話相談事
業等について啓発

自■■■諄

・富山情報ボードで「萩急の日」及び「救
急医療週間」のPRを実施
※富山情報ボード…富山県民会館北側
に設置されたフルカラーLED表示盤

菫|り 1111媚
・「こどもの救急」ガイド
ブックの作成・配布等

O

臓|1丼■媚 O O
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都道府県

(1)小児救急電話相
談事業(♯ 8000)の
普及啓発その他小児
救急の催し

(2)ドクターヘリに関す
る普及啓発活動の実施

(3)バン
フレット
等の配
布

(4)心肺
蘇生法
の実技
講習

(5)講
習会、研
事会等
つ実施

(6)ポス
ターの作
成及び指
示

(7)新
聞・テレ
ビ等の広
報

(8)1日
病院長、
救急隊
長等

(9)救急
医療功
労者等
の表彰

そ の 他

■■1槃|1蝋 O

長■難■環 0 O

掟||1阜 1舅 0 O 0

浄■鋼■月・ホームページ掲載 O O
・厚生労働省作成ポスターについては、
各病院及び医師会員に配布

魔|1知 |1鰤 O O O O

=||=|11

・こともの釈思河ルマ

ニュアルを配布するとと

もに、日本小児科学会

のこどもの対応マニュア

颯 急の 日講凍■に

で、講演 「県境を越え

ヒ紀州地域の命を運ぶ

三R、 ドクターヘリ」を実

O O O

難
=1鷲

■廂

・地 嘔 医 療 を考 え 0
フォーラムの実施((5)
D再掲)
フォーラムでのチラシ

0 O O O ・「救急の日」ポスター配布(1,021枚 )

隷■書|1増

・「こども薇急ガイド」を管

勺保育所30施設、幼稚目
〕施設、認可外保育施設
こ家庭配布を依頼し啓発

[回る。

O 0 O O O

『救急フェア』の開催
・中部広城消防組合と共催でバンフレット
の配布、心肺蘇生法の実技講習、健康相
談等を実施(2か所開催。来場者655名 )

た●薇|lm
・ポスター掲示
・バンフレット配布
・広報掲載

・災書訓練(9/7実施) 0 0 0

菫■庫■暉

・県広報誌への掲載、

也元テレビでの啓発活

助

・県広報誌への掲載、
也元テレビでの啓発活
動

0 O O

奈■良■岬
・啓発用バンフレットに

おいて、小児救急に関
する記述

0 0 O

肛軟1山 1岬
・子どもの事故予防研修

・啓発チラシ配布

0 O O ○ O O O

麟11凛 |1月 0 O O

島|11豪 ||リ O

綺■山
=媚

O

ム|131媚
・冊子「こどもの救急」
を配布

O O 0 O ○ O

・芸北地域保健対策協議会 (事務局
西部保健所 広島支所) 救急医療医
療対策専門委員会の開催(平成22年 9月
16日 開催)

由||口|1舅 O O 0 O O

忠■島|』 O O O O
・イベント (徳島県美波保健所 )「 日頃の

薦えが命を救う」

諄11'「1堺 0
・県HPのトップページヘの小児救急電話
旧談事業の掲載

腱|1雛1環
・子どもの救急医療ガ
イドの作成

O O O 0 ・ポスター展、懸垂幕1箇所1枚
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都道府県

(1)小児救急電話相
談事業(♯ 8000)の
普及啓発その他小児
救急の催し

(2)ドクターヘリに関す
る普及啓発活動の実施

(3)′ くン
フレット
等の配
布

〔4)心肺
床生法
つ実技
脅習

(5)講
雷会、研
蓼会等
の実施

(6)ポス
ターの作
成及び掲
不

(7)新
聞・テレ
ビ等の広
報

(8)1日
病院長、

救急隊
長等

(9)救急
医療功
労者等
の表彰

その 他

椰|1知1舅 0 0

目■獨■媚
・一般に加え、小児に対

するlb肺蘇生法講習会を

実施

・配付バンフレットにド
ンターヘリについて記」

O O 0 0

・懸垂幕 1か所1枚
・障時使用する所属封簡に救急の日について

配載
・県のホームページに「教急の日のつどい」に

離■贅■.鰤

・小児敦急バンフレット

D配布、新聞・テレビで
D#8000の紹介

O 0 O

腱■崎1欄
・#8000の カードを作
成し、医療機関、市町ヘ

記付

・県や市で実施する防
災訓練への参加

腱●本|1燻

・小児敦急電幡相談カー

のヾ配布
.健康フエスティパルで書
及書発資料を掲示

O O O O O 0

|ヽチト|・ 1暉

自|1崎1環

・啓発用ポスター、チラ
ン、カードを官公庁、幼
稚日、保青所等に配
布。

・県内消防機関に対す
6ドクターヘリの説明会
を実施。

0 0

離児1島 媚 0 O O
嗽 急医療週間にあわせて,県のホーム
一ヽジに救急医療の適正利用を呼びか

するページを開設した。

中■1縄|■

計 24 4
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総合鐵産期織齢藤療鷲:ン靭1轟

機能 :①母体及び新生児に対するきわめて高度な医療を

提供

②産科合併症以外の合併症を有する母体への対応

③ドクターカーを保有し、要請のあつた地域の医

療施設へ派遣

④地域のNICU等 の空床状況等の把握

地域の医療施設

1病院■|

|1彩ν際♂斤|

1助1産所
‐

1機能■‐周1産期1=係 :る1比較的高度な1医療を
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地域癬薇菫機施設

機能|‐1長期入院1児が在宅‐に移行|する|ための|卜 |レ■|=|ング等



都道府県 施設名

北海道

総合病院釧路赤十字病院

市立札幌病院

函館中央病院

」A北海道厚生連帯広厚生病院

青森県 青森県立中央病院

岩手県 岩手医科大学附属病院

宮城県 仙台赤十字病院

秋田県 秋田赤十字病院

山形県 山形県立中央病院

福島県 福島県立医科大学附属病院

茨城県

総合病院土浦協同病院

筑波大学附属病院

水戸済生会総合病院・茨城県立こども病院

栃木県
自治医科大学附属病院

獨協医科大学病院

群馬県 群馬県立小児医療センター

埼玉県 埼玉医科大学総合医療センター

千葉県
亀田総合病院

東京女子医科大学附属八千代医療センター

東京都

東京都都立墨東病院

母子愛育会附属愛育病院

東京女子医科大学病院

東邦大学医療センター大森病院

帝京大学医学部附属病院

杏林大学医学部付属病院

日本赤十字社医療センター

日本大学医学部附属板橋病院

昭和大学病院

東京都立大塚病院

東京都立多摩総合医療センター・′1ヽ児総合医療センター

神奈川県

神奈川県立こども医療センター

北里大学病院

東海大学医学部付属病院

横浜市立大学附属市民総合医療センター

聖マリアンナ医科大学病院

新潟県・

長岡赤十字病院

新潟市民病院

新潟大学医歯学総合病院

富山県 富山県立中央病院

石川県 石川県立中央病院いしかわ総合母子医療センター

福井県 福井県立病院

山梨県 山梨県立中央病院

長野県 長野県立こども病院

14.総合周産期母子医療センターの整備状況について

平成22年 4月 1日現在

都道府県 施設名

岐阜県 岐阜県総合医療センター

静岡県

聖隷浜松病院

順天堂大学医学部附属静岡病院

静岡県立こども病院

愛知県
名古屋第一赤十字病院

名古屋第二赤十字病院

二重県 コ立病院機構二重中央医療センター

滋賀県 大津赤十字病院

京都府 京都第一赤十字病院

大阪府

大阪府立母子保健総合医療センター

高槻病院

愛染橋病院

関西医科大学附属枚方病院

大阪大学医学部附属病院

兵庫県 兵庫県立こども病院

奈良県 奈良県立医科大学附属病院

和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院

鳥取県 鳥取大学医学部附属病院

島根県 島根県立中央病院

岡山県
倉敷中央病院

国立病院機構岡山医療センター

広島県
県立広島病院

広島市立広島市民病院

山口県 山口県立総合医療センター

徳島県 徳島大学病院

香川県
国立病院機構香川小児病院

香川大学医学部附属病院

愛媛県 愛媛県立中央病院

高知県 高知県・高知市企業団立高知医療センター

福岡県

福岡大学病院

久留米大学病院

聖マリア病院

北九州市立医療センター

九州大学病院

長崎県 国立病院機構長崎医療センター

熊本県 熊本市立熊本市民病院

大分県 大分県立病院

宮崎県 宮崎大学医学部附属病院

鹿児島県 鹿児島市立病院

沖縄県
沖縄県立中部病院

沖縄県立南部医療センター・こども医療センター

合計 46都道府県 84か所

-251-



都道府県 認定施設名

北海道

市立函館病院

北海道立江差病院

八雲総合病院

天使病院

北海道社会保険病院

¬ヽT東 日本札幌病院

手稲渓仁会病院

北海道社会事業協会小樽病院

岩見沢市立総合病院

滝川市立病院

砂川市立病院

深川市立病院

日鋼記念病院

王子総合病院

苫小牧市立病院

総合病院旭川赤十字病院

名寄市立総合病院

北海道社会事業協会富良野病院

留萌市立病院

市立稚内病院

JA北海道厚生連網走厚生病院

JA北海道厚生連遠軽厚生病院

北海道立紋別病院

北海道社会事業協会帯広病院

市立釧路総合病院

青森県

独立行政法人国立病院機構弘前病院

八戸市立市民病院

青森市民病院

むつ総合病院

岩手県

岩手県立中央病院

岩手県立大船渡病院

岩手県立久慈病院

宮城県

宮城県立こども病院

公立刈田綜合病院

みやぎ県南中核病院

仙台医療センター

東北公済病院

NΠ 東日本東北病院

仙台市立病院

大崎市民病院

石巻赤十字病院

気仙沼市立病院

15.地域周産期母子医療センターの整備状況について

1/3ページ
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平成22年 4月 1日 現在

都道府県 認定施設名

秋田県
平鹿総合病院

大館市立綜合病院

山形県

国立大学法人山形大学医学部附属病院

社会福祉法人恩賜財団済生会山形済生病院

鶴岡市立荘内病院

福島県

財団法人大原綜合病院

財団法人大田綜合病院附属大田西ノ内病院

財団法人竹田綜合病院

独立行政法人国立病院機構福島病院

いわき市立総合磐城共立病院

茨城県

株式会社日立製作所日立総合病院

水戸赤十字病院

総合病院取手協同病院

茨城西南医療センター病院

栃木県

済生会宇都宮病院

大田原赤十字病院

芳賀赤十字病院

足利赤十字病院

佐野厚生総合病院

小山市民病院

国際医療福祉大学病院

群馬県 国立大学法人群馬大学医学部附属病院

桐生厚生総合病院

社会保険群馬中央総合病院

公立藤岡総合病院

富士重工業健康保険組合総合大田病院

埼玉県 川口市立医療センター

深谷赤十字病院

埼玉医科大学病院

独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院

さいたま市立病院

埼玉県立小児医療センター

済生会川口総合病院

千葉県

国保旭中央病院

社会保険船橋中央病院

国保君津中央病院

東邦大学医療センター佐倉病院

順天堂大学医学部附属浦安病院



都道府県 認定施設名

東京都

聖路加国際病院

東京慈恵会医科大学附属病院

東京医科大学病院

慶應義塾大学病院

順天堂大学医学部附属順天堂医院

賛育会病院

東京女子医科大学東医療センター

葛飾赤十字産院

武蔵野赤十字病院

東京都保健医療公社豊島病院

BT田市民病院

神奈川県

聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院

国家公務員共済病院連合会総合病院横須賀共済病院

小田原市立病院

日本医科大学武蔵小杉病院

独立行政法人労働者健康福祉機構横浜労災病院

藤沢市民病院

横浜市立大学附属病院

昭和大学横浜市北部病院

社会保険相模野病院

横浜市立市民病院

斉生会横浜市東部病院

川崎市立川崎病院

コ立病院機構横浜医療センター

新潟県

県立新発田病院

済生会新潟第二病院

長岡中央綜合病院

県立中央病院

富山県

黒都市民病院

富山市民病院

厚生連高岡病院

市立砺波総合病院

福井県

福井大学医学部付属病院

福井愛育病院

福井県済生会病院

福井赤十字病院

市立敦賀病院

公立小浜病院

福井総合病院

山梨県

山梨大学医学部附属病院

独立行政法人国立病院機構甲府病院

市立甲府病院

富士吉田市立病院

都道府県 認定施設名

長野県

飯田市立病院

信州大学医学部附属病院

長野病院

長野赤十字病院

佐久総合病院

伊那中央病院

北信総合病院

諏訪赤十字病院

厚生連篠ノ井総合病院

岐阜県

独立行政法人国立病院機構長良医療センター

大垣市民病院

岐阜県立多治見病院

綜合病院高山赤十字病院

静岡県

静岡市立静岡病院

沼津市立病院

彗士市立中央病院

野岡済生会総合病院

暁津市立総合病院

磐田市立総合病院

浜松医科大学医学部附属病院

県西部浜松医療センター

総合病院聖隷三方原病院

愛知県

名古屋市立城北病院

海南病院

公立陶生病院

―宮市立市民病院

小牧市民病院

トヨタ記念病院

岡崎市民病院

愛知県厚生農業協同組合連合会安城更生病院

豊橋市民病院

半田市立半田病院

江南厚生病院

二重県

国立大学法人三重大学医学部附属病院

山田赤十字病院

県立総合医療センター

市立四日市病院

滋賀県
近江八幡市立総合医療センター

長浜赤十字病院
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都道府県 認定施設名

京都府

府立与謝の海病院

独立行政法人国立病院機構舞鶴医療センター

舞鶴共済病院

市立福知山市民病院

陵部市立病院

公立南丹病院

京都府立医科大学附属病院

京都大学医学部附属病院

独立行政法人国立病院機構京都医療センター

京都市立病院

京都第二赤十字病院

京都桂病院

日本バプテスト病院

三菱京都病院

済生会京都府病院

宇治徳洲会病院

田辺中央病院

公立山城病院

大阪府

大阪府済生会吹田病院

市立豊中病院

東大阪市立総合病院

千船病院

ベルランド総合病院

市立泉佐野病院

大阪赤十字病院

淀川キリスト教病院

近畿大学医学部附属病院

大阪医科大学附属病院

八尾市立病院

独立行政法人国立循環器病研究センター

大阪市立住吉市民病院

財団法人田附興風会医学研究所北野病院

兵庫県

神戸大学医学部附属病院

済生会兵庫県病院

神戸市立医療センター中央市民病院

県立塚口病院

兵庫医科大学病院

加古川市民病院

姫路赤十字病院

公立豊岡病院

異庫県立淡路病院

奈良県 県立奈良病院

和歌山県 ll会保険紀南病院

鳥取県 鳥取県立中央病院

島根県
松江赤十字病院

益田赤十字病院

都道府県 認定施設名

岡山県

岡山大学病院

岡山赤十字病院

川崎医科大学附属病院

津山中央病院

広島県

広島大学病院

土谷総合病院

独立行政法人国立病院機構呉医療センター

中国労災病院

享生連尾道総合病院

独立行政法人国立病院機構福山医療センター

市立二次中央病院

山口県

国立病院機構岩国医療センター

綜合病院社会保険徳山中央病院

綜合病院山口赤十字病院

山口大学医学部附属病院

斉生会下関総合病院

愛媛県

愛媛大学医学部附属病院

松山赤十字病院

市立宇和島病院

福岡県

独立行政法人国立病院機構九州医療センター

福岡徳州会病院

飯塚病院

九州厚生年金病院

独立行政法人国立病院機構小倉医療センター

長崎県

長崎市立市民病院

睦世保市立総合病院

晨崎大学病院

熊本県
医療法人社団愛育会福田病院

熊本赤十字病院

大分県
大分市医師会立アルメイダ病院

別府医療センター

宮崎県

県立宮崎病院

宮崎市群医師会病院

古賀総合病院

独立行政法人国立病院機構 都城病院

社団法人八日会 藤元早鈴病院

県立日南病院

県立延岡病院

鹿児島県

今給黎総合病院

済生会川内病院

県民健康プラザ鹿屋医療センター

県立大島病院

沖縄県
那覇市立病院

沖縄赤十字病院

合計 42都道府県 252か 所
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整備日標

O NICUについては、出生 1万人対25床～30床を目標とし
て整備を進めることとしている。
「子ども・子育てビジョン」(平成22年 1月 29日閣議決定)

※平成20年 10月 1日現在 12′ 310床

―
―
い
い
い
―
―

躙 出生 1万人対25床未満

晰蝠製篠募幕糞
対2蛛以上

|   1出 生 1万人対30床以上

出典 :『平成20年医療施設調査』
『平成20年人口動態統計』

(出生 1万人対約21.2床 )



小児救急電話相談事業実施状況

小児救急電話相談連絡先 実施時間帯

備  考■8000使 用

|ぉ震露雪書
ら
一般ダイヤル回線 (携帯
・ダイヤル回線使用可)

平日 (月 ～金 ) 休日 (土曜 日含む )

1北 海 遣 ○ ○ 011-232-1599 19:00 ～ 23:00 19:00 ～ 23:00 木日は土曜日のみ可

2青 沼 ○ O 017-722-1152 19:Oll ～ 22:30

3岩 3 〇 O 019-605-9000 19:00 ～ 23100 19:oO ～ 23100 看護師対応

4宮 0 ○ 022-212-9390 19:00 ～ 23:00 19:00 ～ 23:00

5秋 日 ○ O 018-884-3373 19:30 ～ 22:30 19:30 ～ 22:30

6山 形 ○ ○ 023-633-0299 i9:00  ～   22100 19100 ～ 22:00

7福 塵 ○ ○ 024-521-3790 19:00 ～ 翌朝8:00 19:00 ～ 翌朝8:00

8茨 場 ○ ○ 029-254-9900 18:30 ～ 23:30
9:00 ～ 17:00
18:30 ～ 23:30

「休 日 (土 曜 日含む),相 の下段は
'嘔日の実施時間

18:30 ～ 23130

9栃 木 ○ ○ 028-600-0099 191oO ～ 23100 19:00 ～ 23:00 看護師対応

10群   馬 ○ ○ 03-3839-0886 19:00 ～  0:00
9:00 ～ 0:00 「休日 (■■日含む)」 ●の下段は土

口日の実施時FJI19100  ～   0100

‖ 埼   玉 ○ O 048-833-7911 19:00 ～ 23:00
9:00 ～ 23:∞ 「休日 (土曜日含む)J Inの下段は■

臓日の実施時間19:00 ～ 23100

12千   舅 〇 ○ 043-242-9939 19:00 ～ 22:00 19100 ～ 22100

13東   環 〇 ○ 03-5285-8898 17:00  ～  22100 91oO ～ 17100

14神  奈  川 ○ 〇 045-722-8000 18:llll ～ 22:00 18:llKl ～ 22:00

15新   潟 ○ ○ 025-288-2525 19:lXl ～ 22:00

16富   LL O O 076-444-1099 19:00 ～ 翌朝900 19:00 ～ 翌朝900

17 7ヨ          ′| ○ O 076-238-0099 18:∞  ～ 23:00 !8:00  ～  23100

18福   井 ○ ○ 0776-25-9955 19100  ～   23:00 :9:oO ～ 23:00

19山   鼻 ○ ○ 055-226-3369 19100 ～ 23100 19:∞  ～ 23:00

20長   雪 〇 O 0263-72-2000 19:00 ～ 23:00 19:00  ～  23:00

21岐   阜 ○ 0 058-240-4199 18100 ～ 翌朝810 8100 ～ 翌朝 8:0

22静   層 ○ ○ 054-247-9910 18:00 ～ 23:l10 18:00 ～ 23:00

23愛   気 ○ ○ 052-263-9909 19:oo ～ 23:00

24二   重 ○ ○ 059-232-9955 19:30  ～  23:30 19:30 ～ 23:30

25滋   賀 ○ 0 077-524-7856 18:00 ～ 翌朝8∞
9:00  ～ 聖朝8∞ 「休日 (■電 曰含む)J■ の下段は土

口日の実施時間18:00 ～ 翌朝8:∞

26京   薔 ○ 0 075-661-5596 19:oO  ～   23100
19:00 ～ 23:00 「休日 (土 ll日 含む)」 襦の下段は■

1日 の実施時間15:00 ～ 23:00

27大   阪 ○ O 06-6765-3650 20100 ～ 霊朝8:00 20:00 ～ 翌朝8100

28兵   庫 0 O 078-731-8899 18:00 ～ 0100
9:00 ～ 0:00 「休日 (■嗜日含む)J目の下段は■

■日の実施時間18100 ～ 0:00

29奈   ' 0 ○ 0742-20-8119 18:00 ～ 翌朝800
8100  ～ 翌朝800 r休 日 (土曜日含0)」 襴の下段は■

■日の実施時間13100 ～ 翌朝8:00

30和  歌 世 O O 073-43i-8000 19:oo ～ 23:00 19:00 ～ 23100

31鳥   励 ○ 0 03-5772-0576 19:00  ～   23:00 9:00   ～   23100

32島   輌 ○ ○ 03-3478-1060 19:00 ～ 23:00 9100 ～ 23:00

33岡   ユ ○ ○ 086-272-9939 19:00 ～ 23:00 18100 ～ 23:00

34広   ヨ ○ ○ 082-505-1399 19:00 ～ 22:00 19:00 ～ 22100

35山    E O ○ 083-921-2755 19:00 ～ 23:00 19100 ～ 23:00

36徳   屋 〇 ○ 088-621-2365 18:00 ～ 翌朝800 18100 ～ 翌朝8:00

37香   り| O 0 087-823-1588 19100 ～ 翌朝8∞ 19:00 ～ 聖朝800

38愛   』 ○ O 089-913-2777 19100 ～ 23:00 19:00 ～ 23:00

39高   知 ○ O 088-873-3090 20:00 ～ 翌朝■00 20:00 ～ 翌朝1100 平日は金曜 日のみ可

40福   岡 ○ ○

093-662-6700
092-725-2540
0942-37-6116
0948-23-8270

19100 ～ 翌朝7∞ 19100 ～ 翌朝7:00

41佐   賀 ○ ○ 0952-30-1255 19100 ～ 23:00 19:00 ～ 2300

42長   崎 ○ ○ 095-822-3308 1900 ～ 翌朝800 1900 ～ 翌朝800

43熊   本 ○ ○ 096-364-9999 19:00 ～ 0:00 19:00 ～ 0:00

44大   分 ○ ○ 097-503-8822
19:00 ～ 翌朝8:00

9,oo   ～   17:00

19:00   ～   22100
_rtt B J輌 の下段は金02日 の実施時

「体曰 (■ IE日 含む)」 精の上段は

ヨ32日 及び祝日 (金) ●段は祝 日
(全曜日を除く) 下段は土曜日の実

91oO ～ 17100
19:00 ～ 翌朝800
19100 ～ 翌朝8:0019:00 ～ 22:00

45宮     
“

○ ○ 0985-35-8855 19100 ～ 23100 19:00 ～ 2300

46鹿  児  畠 O ○ 099-254-1186 1900 ～ 23100 19:00 ～ 2300

47沖   網 ○ ○ 098-888-5230 19:00 ～ 23:00 19,00 ～ 23:00

計

日 1に
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18.小児救急医療体制の取組状況 (都道府県別)

※ 小児赦急医療支援事業の左数字は地区数 右 ( )数字は事業数である。
※ 小児敦な医療拠点病院のを数字は地区藪 右 ( )数字はか所数である。
※ 「口庫補助事業薔俯地区」及び「県単事彙等整備地区Jは 20年 ままでの贅絆地区 (予定を含む)を彙IIす ること.
※ 「小児漱急医薇支援事業1と 「小児敦急医薇拠点病院Jの■薇する地区について(よ、「小児藪3E燎 支援事実J襴にtt上 し 「小児教急医薇拠点病院 101こ は その強を含0ない。
※ (C)の 「県単事彙等整傭済地区 (日 立機関による対ら 地域独自の取組による対応含む)J襴 及び (D)0「通常の輸番用で

"保
されている地区,日には、国鷹補助事業を実施している地重を含めなしヽ。

※ (F)の 「オンコール体制による確保」襴については  (E)の 「姜
"済
地区」Inに II上 されている地区は含めない.

(平成 2′年9月

“

現在)

入院医朔
を要すZ
(二次〉
医療目1

児
急
療
数

小
救
医
日

国庫補助事業整備地区
県単事彙等整
備地区
(国立医療機

関の対応、地

域独自の取組
による対応含
む)
(C)

通常の輪番制
で確保されて
いる地区

(D)

壺備済地区

(E)=(A)+(3)
+(C)+(D)

オンコール体
llに より確保
されている地
区
(F)

小児枚急支援
事業実施地区
のうち空自時
間帯のある地
区
(G)

整備済地区
(オ ンコール

含む、空自時
小児救急医療支援事葉 小児救急医療拠点病院

区除く)
(E)● (F)● (G)20年度以前

より実施 雌動
計 (A)

20年度以前
より実施 雌動

計(D

1北 海 道 2 8  (3) 8  (8) 3 13  (5) 21t, t6

2青 森 県 1 5

3岩 手 県
8 100

4宮 城 県 11 11' Ы  田

5秋 田 県 △ 1(△ 1) 100

6山 形 県 1  (1) 5  (5) 61  86' 61   80

7福 島 県 6 rl rm! 100

8茨 城 県 2  (2) 6  (2) 6  (2) 3 lt 92t

9栃 木 県 3  (3) 2  21 5  (5) 6   :0" 1001

Ю群 馬 環 4  (41 4  (4) 4 801 5 lm!

"埼
玉 県 2 (12) 4  (2) 161    11XH △ 6 10  631

12千 葉 県 6  (3) 151  1∞

13東 京 ヨ
85'

14神奈川県 12 (12) 2  (1) (1) 10∝ 141 llX「

15新 潟 県 1  (1) 1  (1)

:6富 山 岬 41 1側 1 r00

17石 川 月
25'

13福 井 卵 2  (2) 2  (2) 21   lαン

19山 梨 県 2  (2) 2  (2) 21@

20長 野 県 1 1 9 loL 10o

2'岐 阜 県 3 3 ( 3 60

22静 岡 県 9  (9) 2 0 101  田

23愛 知 媚 2 くの 2l l8 コ  1

24二 重 県 3  (4) 3 3 , 90 △ 2 t10

25滋 賀 県 7  (7) 7  (7) 7 100 △ l

26京 都 府 4  (4) 5  (5) 61    lα)
'OC

27大 阪 府 10  (10) 10 (10) 10 911

28兵 庫 県 (11 1  (l) lα

"
1∞

29奈 良 暉 2  (2 21 '001 1∞

30和 歌山県 4  (4) 2 61    86, 1∞

31鳥 取 県 2  t21 2  (2) 31    1001 100

32島 根 月 2 21    291 5 100

03岡 山 県

“

2 (1) 2  (1) 4   80 41 80

34広 島 県 3  (3) △ 1(△ 1) 2  121 8  (3) 11 100!

35山 口 県 6  (3) 6  (3) 8   11XH 81 100!

36徳 島 県 2  (2) 2  (2) 1  (1) 31    100'

37香 川 環 3  (3) 3 ( 5'    lm 51    10κ H

38愛 媛 環 2  (3) 2  (3) 2   501 4 r00

39高 知 暉 0

40福 岡 男 2  (2) 2 ( 4   10" 1 1001

41佐 賀 岬 5 51    1001 10κ滉

42長 崎 岬 1  (1) (1 2 31   33t 6 9 100

43熊 本 媚 6 6  (3) 6 551 3 9 82!

“
大 分 環 3  (3) 3  (3) 1) 2 6 100

45宮 崎 岬 2 3  1001 10(】

46鹿 児島岬 3  (1) 41  3 8 10"

11 )q 縄 県 4  (4) 4  (4) 5,   lαγ 100

合  計 6  (6) 151(153) 61 (20) 3  (2) 64 o 2701  74, “
一

3321  91
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19.災 害 拠 点 病 院 一 覧
(+fr.z3+1E1EE'E)

二次医療圏名病  院  名

[う多 ′測
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都道府県 二次医療圏名
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二次医療圏名
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都道府県 区分 病  院  名 開設者 二次医療圏名 所 在 地

福 岡 県

[赫]

基 幹 国立病院機構九州医療セ ンター 1ニエ た人 市

地 域 済生会福岡総合病員 生 会

久 留 米 大 学 病 院 法 人 米 久

福 岡 大 字 病 院 更λ舌ノ 一嗣
北 九 州 総 合 病 時 法 北

一
1市小倉南区

飯 塚 病 販潟

地 域 九州大学病院 」立 大 : 人 福「
地 域 産 業 医 科 大 学 法

1ヒフtb2ノ 地 域 Jヒリ■チ‖ Lと ノヽ 1了 ノヽ

菱 福 岡 赤 十 字 1

‖ ‖¬F′ lヽ 1薔ヨヒEE

地 手 HI「 ヽ 北九州 九

地 域 マ :リ ア 病 院 人 米 米

:牟 田 IIh 日市

田 川 雨 病 院 田 り| 田川市
地 女 病 院 市

州 州市八申
蔀縄屋ロ

西 区

に

地 域 国立病院機構 層 セ ン タ ー ユ 」 人

地 域 新 行 橋 病 院 人

籠 頁 県

[霧 ]

5
(票幹 〕 佑 智 大 学 医 学 人 『 市

'久
市 立 届 院 ヽ

542 )´tいか おか 云ノ :lHB 鳥 輌 市

費 字 病 院 日

病 院 「日日

地 域 白石共立病院 Fll

長 鴫 県

[影 ]

十 サ々一 独 立 行 日

) 長 崎 大 学 病 院

長 崎 市 立 市 晨 市 町

佐 世 保 市 立 総 古1■ 世 1

地 偉 贋 俣 陰 謹 早

北 松 中 央 病 院 市

554 ll 長 幡 県 対 島 い つ l丈 ら ■ 対 対 市

bbb 膏 岐 市 民 病 院 南

地 域 長崎県上五島 松

顧 不 県

脇 ]

557 B
bb8
559 地 量 日 立 属 躊 機 柱 権 太 医 癬 セ ン タ ー 日本 市

660 公 立 玉 名 中 央

山鹿市立病院 市

矢部広域病院 上 上

ヽ ノヽ 中

地 水 俣 雨 立 総 合 :ンター
地 域 上 天 亘 立 上 天 「町 寸 天 上 天

地 域 健 康 傑 限 天 草

去人 i 宇 市

人 吉 総 人

‖口病院

入 分 県

[霧ノ]

大 会 県 立 病 院 分 大

国 東 市 民 属 院

新別府病院 リロにj 円IIオlFi 甲 Rll府

分 市 医 師 会 立 ア ル メ イ 人

575 日 大 分 分

‖L去 」杵 而 医師書豆 コスモス 1 社 団 法 メ Eヨ ,

地 健 康 保 険 雨 |

豊後大野市民リ 町

竹 田 医 人 田

人 分 県 済 生 会 日 田 J 日 田 日 田

彗市 市 由 織 晨 J 町 呵口,

田 医 師 会 J 人 田

冨 崎 県

[霧 ]

立宮崎病院 宮 崎 菌

崎 大 学 医 学 部 ｛）

b8b 県 立 延 岡 病 lFr

地 済生会 日向病 日向入郷 :臼

劇にカ 手 代 田 病 院 医 療 法 人 日 日 I 市

相 田 病 院 日 同 人 邸 日「 市

ll歯 西 都 医 師 会 病 都 3¬庁

地 域 冨 崎 雨 三日雨

`主

塀

地 域 小 林 市 立 病 院 市 DT

地 域 郡 城 雨 城 県

地 域 県 立 日 南 病 院 日 1 日 : 市

-8-
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二次医療圏名

※ 1 区分の「基幹」は基幹災害医療センター、「地域」は地域災害医療センター
2 区分の (基幹)は研修を担当する基幹災害拠点病院
3 災害拠点病院 609病院 (基幹 57病院、地域 655病院 (基幹との重複 3病院を含む))

-9-
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20.病院の耐震化の状況

1 病院

(1)病院の耐震化の状況

①全国計

|

い

|  (注意事項)

※ 1:平成 20年調査及び平成 21年調査に基づき集計したもの

※2:「調査対象病院数」は、平成 20年調査時の病院数 (廃止した病院、診療所に転換した病院等は除〈。)

※3:「回答病院数」は、平成 20年調査で「すべての建物に耐震性がある」という回答であつた病院数と平成 21年調査で回答のあった病院数の合計

※4:Is値 03未満の建物は、震度 6強程度の地震を想定した上で、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高いとされている。
※5:「建物の耐震性が不明である病院数」は、耐震性が不明である建物を有する病院数 (③「一部の建物に耐震性がある病院数」に該当する病院を除く。)

※6:「無回答」は、平成21年調査で回答のなかった病院数

※7:「耐震化率」は、すべての建物に耐震性がある病院数 (②)の回答病院数 (①)に占める割合

※8:( %)は 回答病院数に占める割合、< %>は調査対象病院数に占める割合

②都道府県別

別紙 1の とおり

調査対象

病院数
回答病院数

①=(② +③+④

+⑤ )

すべての建物に耐

震性がある病院数

②

一部の建物に耐震

性がある病院数

③

すべての建物に耐

震性がない病院数

④

③と④のうち、 I

s値 03未満の建

物を有する病院数

建物の耐震性が不

明である病院数

⑤

無回答 耐震化率

(=②/① )

8,799

<1000%>

8,611

(100 00/o)

<979%>

4,837

(562%)

<550%>

2,595

(301%)

<295%>

98

(11%)

<1.1%>

164

(19%)

<19%>

1,081

(126%)

<123%>

188

<21%>

56 20/o



(2)病院の棟別の耐震化の状況 (すべての建物に耐震性がある病院を除く)

①全国計

調査対象棟数

①=(② +③十④)

耐震性のある棟数

②

耐震性のない棟数

③

耐震診断未実施棟聟
平成 21年度に耐

震工事実施予定の

棟数

平成 22年度以降

に耐震工事実施予

定の棟数

Is値 03未満の

棟数
④

平成 21年度に耐

震診断実施予定の

棟数

平成 22年度以降

に耐震診断実施予

定の棟数

12,433 5 701
ハ
Ｖ 5,797 301 1,757 l,454

(注意事項 )

※ 1:平成 21年調査に基づき集計したもの (平成 20年調査では、棟別の耐震化の状況を調査していない)

※ 2:「調査対象棟数」は、平成 21年調査で「一部の建物に耐震性がある」、「すべての建物に耐震性がない」又は「すべての建物の耐震性が不明である」という回答であつた病院の棟数

の合計 (平成 20年調査及び平成 21年調査で「すべての建物に耐震性があるJと いう回答であつた病院の建物は調査対象となつていない)

②都道府県別

1  別紙2の とおり

お
1 2 
病院のうち、災害拠点病院及び救命救急センター

(1)病院のうち、災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況

①全国計

調査対象

病院数
回答病院数

①=(② +③+④

十⑤)

すべての建物に耐

震性がある病院数

②

一部の建物に耐震

性がある病院数

③

すべての建物に耐

震性がない病院数

④

③と④のうち、 1

s値 03未満の建

物を有する病院数

建物の耐震性が不

明である病院数

⑤

無回答 耐震化率

(=②/① )

612

<100,0%>

598

(100 00/o)

<977%>

373

(624%)

<609%>

205

(343%)

<335%>

7

(1.2%)

<1.2%>

36

(60%)

く5.9%>

13

(21%)

<2.1%>

14

<23%>

62 4

(注意事項)

※ :1(1)①の注意事項と同じ



②都道府県別

別紙 3の とおり

(2)病院のうち、災害拠点病院及び救命救急センターの棟別の耐震化の状況 (すべての建物に耐震性がある病院を除く)

①全国計

―
―
い
い
０
１
１

(注意事項)

※ :1(2)①の注意事項と同じ

②都道府県別

別紙4の とおり

調査対象棟数

①=(②十③+④ )

耐震性のある棟数

②

耐震性のない棟数

③

耐震診断未実施棟寃
平成 21年度に耐

震工事実施予定の

棟数

平成 22年度以降

に耐震工事実施予

定の棟数

Is値 03未満の

棟数
④

平成 21年度に耐

震診断実施予定の

棟数

平成 22年度以降

に耐震診断実施予

定の棟数

1.182 49



別紙 1

―
―
い
ヽ
〇
―
―

全病院の耐震化の状況(都道府県別)

曽「道府県
調査対象

病院数
回答病院数

∩=`② +Q+④+0)

すべての建物に耐震性が
ある病院数

σ

一部の建物に耐震性があ

る病院数

練

タベての建物に耐震性が

ない病院数

a

③と④のうち、ls値03未満
の建物を有する病院数

建物の耐震性が不明であ

る病院数

6

無回答 耐震化率

`=`笏
/∩

北海道 595 4

青 森
2 1

岩 手

宮 城
1

秋 田
0

山 形
1

福 島
3 7

茨 城
3 1 526)

栃 木
1

群 馬
1 1

埼 玉
572'

千 葉
1 5689

東 京
4 11

神奈川 5 8

新 潟 3 603)

富 山
4

石 りII
6 598'

福 井 7 1
597,

山 梨
:

長 野
1 507,

岐 阜 2 0 505'

静 岡 3 0

愛 知
550'

二 重
4 7

滋 賀 1 2

一泉 17 71

大 阪
1

兵 庫 1

奈 良 1 1 1

奉0歌山 0 467'

鳥 取 1 0

島 根 5 5

岡 山
3699

広 島 7 5579

山 口 1 1

徳 島 11 11 1
1 508%

香 川
1 0

愛 媛 1 1

高 知 :

460'

福 岡 246 l 4 1

佐 賀
1

長 崎 l 1

熊 本 1 2 1

大 分 1 1

宮 崎
1 1 628'

鹿児島 1
558'

,中  縄 0 3

全国It
562,



男り1紙 2

―
‐
Ｎ
『
Ｈ
Ｉ
Ｉ

全病院の棟別の耐震化の状況 (都道府県別 )

都道府県

調査対象棟数

①=(② +③+④ )

耐震性のある棟数

②

耐震性のない棟数

③
1ls値
03未満の棟数

耐震診断未実施棟数

④
l露撃廻λ殿機
耐震診断実

1語奥艦章織
耐震診

平成21年度に耐震工事実
施予定の棟数

平成 22年度以降に耐震ユ

事実施予定の棟数

北海道

青 森

岩 手 1 2

宮 城 4 2

秋 田 1

山 形 4 1

福 島 26C 4 17 1

茨 城 1 4 2

栃 木 1 2 2

群 馬 1 2

埼 玉 17 1

千 葉 7

東 京 1 449

神奈川 229 5 2 7

新 潟 5

富 山 4 5 1 1

石 川 2

福 井 1 2

山 梨 1 : 1 1

長 野 3 1 5

岐 阜 4

静 岡

愛 知

二 重 4 2 1 2

滋 賀 51 2 1 0 1

京 都 1

大 阪 1 1( 6

兵 庫 6

奈 良 1

和歌山 1 4 1 1

鳥 取 2

島 根 4 1

岡 山 1

広 島
:

山 口 11 11 4 3

徳 島 7
| 17

香 り11 1

量 媛 1

高 知 11 1

福 岡 1 4

佐 翼 1 10C 1

長 崎 1 1

熊 本 539 1

人 分 7 2

富 崎 1 1

庫児島 1

沖 縄 3 0 1

全国計 1243( 5701 579 1,757



別紙3

災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況 (者5道府県別)

―
―
い
『
Ю
Ｉ
Ｉ

都道府県
調査対象

病院数
回答病院数

∩ =`0↓
^↓
め↓ぬ

すべての建物に耐震性が
ある病院数

一部の建物に耐震性があ
る病院数

浴

すべての建物に耐震性が

ない病院数
③と④のうち、Is値 03未満
の建物を有する病院数

建物の耐震性が不明であ
る病院数

無回答 耐震化率

北海道 11 1 538,
青 森 8 5 1

岩 手 11 9

宮 城 7 1 583,
秋 田 8 0 1 667,
山 形 7 7 1000,
福 島 8 4 4 500)
茨 城 1 7 1

栃 木 9 3 1 333'
群 馬 9 4 1

埼 玉 8

千 葉 1 11 1 2

東 京
1 2 1 672,

神奈川 2

新 潟 1 9 0 1

富 山 7 4 0
石 サ| 7 1 875,
福 井 4 0 500跳
山 梨 7 1 778'
長 野 8 1 667,
岐 阜 6 0 667跳
静 岡 1 : 1 2 789'
愛 知 11 3

三 重 1 6 | 1 600,
滋 賀 7 6 1 1 857跳
京 都 1 7 0
大 阪 1 1

1 2 2 765'
兵 庫 1 9 2 1 600'
奈 良 2 0 1 333'
和歌山 6 0 667,
鳥 取 4 1 0 1

島 根 3 0 1

岡 山 7 l 2
広 島 1 1 6

山 口 1 1 0 500'
徳 島 4 444,
香 川 7 2 : 1

愛 媛 8 1 750'
高 知 4 1 1 800'
福 岡 17 7 1 I

佐 賀 7 3 0 1

長 崎 8 0 1

熊 本 1 5 1

大 分 1 2 769'
宮 崎 6 0
鹿児島

1

沖 縄 500,
全国計

:〔



―
―
い
「
∞
―
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災害拠点病院及び救命救急センターの棟別の耐震化の状況 (都道府県別 )

都道府県

調査対象棟数

①=(② +③+④ )

耐震性のある棟数

②

耐震性のない棟数

dlslEO哺の棟ニ
耐震診断未実施棟数

④
l露撃廻λ監最
耐震診断実
儒霙緒季撒

耐震診
平成21年度に耐震工事実
む予定の棟数

平成22年度以降に耐震エ

事実施予定の棟数

北海道 2 0

青 森 1 5 | 4

岩 手 | 2

宮 城 2

秋 田 | 4 1 0

山 形 0

福 島 0 1

茨 城 2 | 1 1 0

栃 木 2 1 1 0

群 馬

埼 玉 4 4 1

千 葉 2

東 京 2 l 1

神奈川 2 1 1 1

新 潟 8 1 4

冨 山 | 9 : 1 4

石 川 3

福 井 1 9

山 梨 6 : 1

長 野 4 : 1

岐 阜 11

静 岡

愛 知 1

二 重 1 1

滋 賀 1 :

京 都 1

大 阪 4 7

兵 庫 7 1 1 1(

奈 良 5 4 0

和歌山 7 2 0

鳥 取 3 0

島 根 1 0 1(

岡 山 2 1 5 1

広 島 1

山 口 1 4 1 2

徳 島 4 2 2

香 川 2 2

愛 媛 1 1

高 知 1 1 1 1

福 岡 5 1 1

佐 賀 |( 0

長 崎 17 8

熊 本 1 1

大 分 7 1

宮 崎 1 1

鹿児島 8 4 1

沖 縄 7 3 1 0

全国計



21.へき地における医療提供体制の整備状況
へき地医療提供体制整備状況

都道府県

へき地医療支援機構 (23年 2月 現在) へき地医療
拠点病院数
(22年4月 現 在 )

診療所数

(22年 4月 現在 )

備考 (無医地区数)

設置年月 設置場所
(16年 12月 現在 ) (21年 10月 婦在 )

1 北 海 道 18年 4月 直庁 (保健医療局地域医師確保推進室 )

青 森 県 15+ eFl 県庁 (医務薬務課 )

岩 手 県 18年 4月 県庁 (保健福祉部医療推進課 ) 1

宮 城 県 15年 10月 県庁 (保健福祉部医療整備課 ) 1

秋 田 県 15年 4月 平鹿総合病院 (秋田県厚生連 ) 1

山 形 県 16年 12月 県庁 (健康福祉部地域医療対策課 ) 1〔 1

福 島 県 16年 1月 県庁 (保健福祉部地域医療課 ) 1

茨 城 県 15年 4月 県立中央病院

栃 木 県 15年 4月 県庁 (医事厚生課 ) 7 1 1

| 群 馬 県 15年 6月 県庁 (健康福祉部医務課 ) 6

一ヨ

`:::::::::::i::ヽ

1 1

=
炒離萎朦轟渕1曜難萎鍮 l 一撻 iミミ:きiミ::11:

理 融 i,;::::::::::::::::〕  ζl 恭議ヨ:翌世曇 蝙

東 京 都 17年 4月 都庁 (福祉保健局医療政策部救急災害医療課 ) 1 11

1 i機籍llltl ミiヽぶポ

新 潟 県 14年 4月 県庁 (福祉保健部医務薬事課)

富 山 県 15年 8月 県庁 (厚生部医務課 ) 7 8

石 川 県 15年 4月 県庁 (健康福祉部地域医療推進室 ) 1 1 !

福 井 県 15年 4月 県立病院 1

山 梨 県 未定 1 1 8

長 野 県 未定 1

岐 阜 県 15年 12月 県庁 (健康福祉部医療整備課 ) 1

静 岡 県 14年 9月 県立総合病院 1

愛 知 県 14年 4月 愛知県がんセンター愛知病院

二 重 県 i5年 4月 県庁 (健康福祉部 ) 4

滋 賀 県 15年 10月 県庁 (長浜市立湖北病院 ) i 4

京 都 府 15年 4月 府立与謝の海病院 i 1

撫 藤 ,震 申 測ヽ黙 寧轟轟ヾ 黛震匈奪羹撃寒熱ヽ :態熱WSS豊 IW讐 雙

兵 庫 県 15年 4月 県庁 (健康福祉部健康局 医務課 ) 11

奈 良 県 15年 4月 県立五條病院 1 1

和歌山県 15年 4月 県庁 (福祉保健部健康局医務課 ) 1 1

鳥 取 県 未定

島 根 県 15年 5月 県庁 (医療政策課医師確保対策室 ) 1

岡 山 県 14年 4月 司山済生会総合病院 (済生会)

広 島 県 i3年 12月 県立広島病院 7 1

山 口 県 14年 5月 県立総合医療センター 5

徳 島 県 13年 4月 県庁 (医療健康総局) 5 1 1 1

香 川 県 15年 4月 県立中央病院

愛 媛 県 14年 4月 県庁 (医療対策課 ) 9

高 知 県 15年 4月 県庁 (医師確保推進課 ) 8

福 岡 県 16年 3月 県庁 (保健医療介護部 ) 4 1

佐 賀 県 未定 0 1

長 崎 県 15年 4月 県庁 (福祉保健部 ) 7 4

熊 本 県 15年 9月 球磨郡公立多良木病院 3 1

大 分 県 15年 8月 県庁 (医療政策課 ) 1

宮 崎 県 15年 4月 県庁 (医療薬務課 ) 9 1

鹿児島県 14年 7月 県庁 (県立病院局県立病院課 ) 1 1 1

沖 縄 県 14年 4月 県立南部医療センター 7 iC

合   計 平成23年2月現在39か所設置 27`

※ 診療所数欄はへき地診療所数及び国民健康保険直営診療所数の合計
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(1)へき地医療支援機構の運営 [326百万円 → 293百万円 ]

都道府県単位の広域的な支援体制を図るため、各都道府県に「へき地医療支援機構」を設置し、

支援事業の企画、調整及び医師派遣の実施等を補助する。 (41か所 → 39か所)

(2)へき地医療拠点病院等の運営 [1,406E万円 → 1,303百万円]

へき地における医療の提供など支援事業を実施する医療機関等の運営に必要な経費を補助する。

ア ヘき地医療拠点病院運営費  (162か所 → 136か所)530百 万円 →  476百万円
イ ヘき地保健指導所運営費   (20か 所 → 20か所) 31百 万円 →  30百万円
ウ ヘき地診療所運営費

(3)へき地巡回診療の実施

ア 巡回診療車〔船〕(医科・歯科 )
イ 離島巡回診療ヘリ(医科 )
ウ 離島歯科診療班
工 沖縄へき地歯科診療班

(4)へき地医療情報システム等
ア ヘき地診療所サポー トシステム

イ 静止画像等伝送システム

ウ 特定地域保健医療システム

(5)産科医療機関の運営

※へき地診療所運営費に統合

(7)ドクターヘリ夜間搬送モデル事業の実施

(327か所 ―→302か所)  845百万円 ―→  797百万円

[76百万円 → 49百万円]

133台   ―→  133台
1機  →   1機
301圧   ―→   301圧
1班 →   1班

[45百万円 → 44百万円 ]
33か所  →  28か所
14か F~f ―) 14か所
16か所  ―) 16か F~F

[323百万円 → 323百万円 ]

(270か所 → 0か所 )

[ 26百万円 → 0百万円 ]

無医地区等の医療の確保を図るため、医師等の人件費及び巡回診療車等の経費を補助する。

分娩可能な産科医療機関を確保するため産科医療機関の運営に必要な経費を補助する。
(43か F~f → 43か F~F)

(6)へき地医療を担う医師の支援 [11百万円 →  0百万円]
へき地に派遣される医師の移動などに要する手当に必要な経費を補助する。

昼間のみの利用にとどまつているドクターヘリの夜間利用に必要な経費を補助する。

(1か所 →  0か所 )※ドクターヘリ導入促進事業に統合

(8)へき地医療支援機構等連絡会議の開催 [  0百 万円 → 1百万円 ]
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へ き地保健 医療対策検討会報告書 (概要 )

1 はじめに
へき地における医療の確保については、昭和 31年度以来へき地診療所における住民

への

医療の提供、へき地医療拠点病院等による巡回診療や代診医派遣、緊急時の輸送手段
の確

保や遠隔医療の導入等を推進 してきた。

平成 17年度までの第 9次へき地保健医療対策においては、へき地医療支援機構を創設し、

平成 18年度からの第 10次へき地保健医療対策においては、都道府県ごとに
へき地保健医

療計画を整備することとなった。

2 へき地保健医療対策の現状と課題について
○ 都道府県においてへき地保健医療計画を策定していたのは 29都道府県であり、「協議
会」の設置と活用実績があつたのは 8都道県であつた。

○ 自治医科大学卒業医師で 9年間の義務年限終了後もへき地で勤務を続けているのは
29.5%であつた。一方、医師免許取得後にへき地で勤務することを義務付けた地域枠を設

定しているのは 11都道府県であり、特別なカリキュラムを設定しているのは 3都県であ

った。

○ へき地医療支援機構を設置しているのは 39都道府県であり、へき地を有して未設置で

あるのは 4県であつた。また、当該業務の責任者である専任担当官の活動状況について

は地域ごとに濃淡があつた。一方、へき地医療支援機構と
「全く関わりがない」と回答

したへき地診療所が 52.4/0に及んた

○ へき地医療拠点病院やへき地診療所において、標準医師数を満たしていないのは約
16%であつた。へき地診療所の常勤医数は平均 1.2人で、現在勤務 している診療所に 5

年以上勤務が 25。 3%、 10年以上勤務が 14.40/o4していた。

3 国、都道府県、へき地医療を担う医療関係者等が果たすべき役割について

(1)都道府県は、今後、第 11次へき地保健医療計画策定にあたり、へき地を中心とする

地域医療の分析を行った上で、この度例示する先進事例を参考にして、改善策を具体的

に策定し、これらの取り組みを積極的に公表するとともに、国は研究班を活用するなど

して、そのフォローアップを行 うような仕組みを作る必要がある。この際併せて、地域

枠選抜出身医師や自治医科大学卒業医師の活用方法や定着率を上げるための方策に
つい

ても検討することが重要である。

(2)国は、全国のへき地医療支援機構の専任担当官等が参加する
「全国へき地医療支援機

構等連絡会議 (仮称 )」 を設け、都道府県間の格差の是正や各都道府県間にまたがる事項

の調整などを、国と共同して実行する必要がある。

(3)へき地医療を担う医師像として、総合的な診療能力を有し、プライマリ・ケアを実践

できる、いわゆる総合医を育成していく必要がある。

(4)市町村が独自に大学と提携 して医師を派遣してもらうシステムや寄付講座を作ってい

るという事例があり、このような取組を参考に、様々な取組方策について検討していた

だきたい。

(5)大学は、全学生に対する医学教育において、都道府県やへき地医療支援機構と連携し、

地域医療 。へき地医療に関する教育を充実することが必要である。
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4 へき地医療支援機構の強化と新たな役割について
へき地医療支援機構は、代診医派遣等の従来の機能を拡充させるため、医育機関やへき

地医療拠′点病院と調整しながら、へき地保健医療施策の中心的機関として、地域の実情に応

じたドクタープーノL/8能やキャリアパス育成機能などに主体的に関わることが期待される。

具体的に国は、本報告書を踏まえて機構が果たすべき役害1や位置づけを明確化し、都道

府県等に周知・徹底していくとともに、これら新たな機能を果たすべく、へき地医療支援機

構等の強化に向けて、国、都道府県等は積極的に支援する必要がある。また、配置される専

任担当官はへき地での診療経験を有する医師であつて、へき地医療支援機構の責任者として、
へき地医療に関する業務に専念できるような環境を整えることが必要である。なお、へき地

を有しているが機構未設置の県については、設置を行うようにすべきである。

5 安心して勤務・生活できるキャリアパスの構築について
○ へき地勤務医等が、自分のキャリア形成や家族への影響について心配することなく勤
務できるような、医師派遣の枠組み作りに必要な対策について検討する必要がある。

○ キャリアパス作成に当たっては、①へき地勤務医の子育て、家族支援などを考慮に入
れたキャリアデザインの策定、②勤務体制の中で休暇が臨機応変に取得できる体制の構

築、③へき地での勤務に偏らないようにするための体制整備に十分留意する必要がある。

○ この度、へき地に勤務する医師のキャリアデザインのモデル例を作成したので、都道
府県はこのモデル例を参考にして、関係者間で協議しながら地域にあったキャリアデザ

イン作りに取り組んでいく必要がある。

○ へき地医療を担 う医師のモチベーションを上げていくために、へき地・離島での診療
経験や機構での勤務を評価 して、キャリアになるような仕組み作りが必要であるが、新

たな認定制度については現時点では様々な課題があり、直ちに制度化することは難しい

ものの、引き続き関係者と協議しながら研究班等で検討していく必要がある。

6 へき地等における医療提供体制に対する支援について
(1)へ き地医療拠点病院の見直しと新たな支援方策について
○ へき地医療拠点病院等に対して、医師派遣に係る動機付けを与えるような一層の支
援が求められる。

○ 一方、へき地医療拠点病院については、今般、診療報酬上の評価指標に選定された
ことや質を確保する観点から、指定要件の見直しも含めて実績や体制にあつた新たな

評価指標を設けるよう今後研究班等で検討していく必要がある。

(2)情報通信技術 (IT)による診療支援について
へき地等における医療機関の抱える時間的・距離的ハンディを克服するためのツール

として情報ネットワークの整備は不可欠であり、引き続き支援していく必要がある。

(3)ドクターヘリの活用について
へき地医療の現場から、医師や救急車不在を回避するために、ドクターヘリの活用は、

積極的に推進していく必要がある。

(4)歯科医療、看護職等への支援方策について
へき地等における歯科医療体制、看護職等への支援方策などについても、原則、

医師等に対する対策 と同様の取 り組みを行 うことが必要であると考える。今後関係

者間での協議や研究班等での検討を踏まえて、具体的な施策に結びつけるよう、国

は引き続き支援 していく必要がある。
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(コ署「 ) 医政発第 0520第 9号

平成 22年 5月 20日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

第 11次へき地保健医療計画の策定等について

へき地保健医療対策については、第 10次へき地保健医療計画 (以下「第 10次計画」

とい う。)が平成 22年度をもつて終了するところであり、へき地保健医療対策の更なる

充実を図るため、平成 23年度から平成 27年度までの 5か年を計画期間とする「第 1

1次へき地保健医療計画」 (以下 「第 11次計画」という。)を策定する必要がある。

第 9次までのへき地保健医療計画については、国が都道府県に対して
へき地保健医療

対策の方針を示すものとして策定してきたが、第 10次計画については、地域の実情に

応 じたへき地保健医療対策の充実を図るため、国が示す策定指針に基
づき、都道府県ご

とにへき地保健医療計画を策定することとしたところである。また、第 10次計画にお

いては、都道府県に対 し、「へき地保健医療対策に関する協議会」を設置 し、
へき地保健

医療対策について検討するよう求めたところである。 しかし、
へき地を有するにもかか

わらず第 10次計画を策定していない都県があり、また、「へき地保健医療対策に関する

協議会」の活動状況は全体的に低調であつた。

第 11次計画については、第 10次計画と同様、国が示す策定指針に基づき、都道府

県ごとに地域の実情に応 じたへき地保健医療計画を策定することとする。各都道府県に

おかれては、「第 11次へき地保健医療計画策定指針」偶J紙 1)及び 「へき地保健医療

対策検討会報告書 (第 11次 )」 (平成 22年 3月 。別紙 2)を踏まえ、.「へき地保健医療

対策に関する協議会」を設置 し、当該協議会の意見を聴いた上で、具体的か
つ実効性の

ある第 11次計画を策定するようお願いする。
また、国においては、第 11次計画の策定に向けた都道府県の取組に対 し、随時、技

術的助言等による支援を行 うほか、
「全国へき地医療支援機構等連絡会議」を開催 し、都

道府県間の格差の是正、都道府県にまたがる事項の調整等に関する支援を行 うこととし

ている。「全国へき地医療支援機構等連絡会議」は、全国の
へき地保健医療対策の先進事

例等を学び合 うことにより、第 11次計画をよりよいものとするための機会となるもの

であり、各都道府県においては、へき地医療支援機構の専任担当官及び
へき地保健医療

対策の担当者の出席について配慮いただけるようお願いする。

さらに、各都道府県においては、第 11次計画の内容が医療計画のへき地の医療体制

に係る部分の内容 と大幅に異なる場合は、必要に応 じて、第 11次計画の内容に合わせ

て医療計画の内容を変更するようお願いする。また、今回医療計画の変更を行わな
い場

合においても、第 11次計画の内容を平成 25年度までに医療計画に反映していただき、

その実情に応 じたへき地保健医療対策を推進されるようお願いする。
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(別紙  1)

第 11次へき地保健医療計画策定指針

第 11次へき地保健医療計画の策定における基本的な考え方

第 11次へき地保健医療計画 (以下「第 11次計画」とい う。)については、平成

21年 7月 から6回にわたり開催 された「へき地保健医療対策検討会」において、

その在 り方等について議論を行い、平成 22年 3月 に「へき地保健医療対策検討会

報告書 (第 11次 )」 (以下 「報告書」という。)を取 りまとめたところである。

報告書においては、「都道府県は、第 11次計画の策定に当たり、へき地を中心と

する地域医療の分析を行つた上で、例示する先進事例を参考にして、
へき地保健医

療対策に係る改善策を具体的に策定し、これ らの取組を積極的に公表する」旨の提

言がなされたところである。

このため、第 11次計画の策定に当たつては、まずへき地保健医療対策の現状と

課題に関する調査及び分析を行つた上で、現在実施 している
へき地保健医療対策の

改善案 (以下「改善案」とい う。)を作成し、「全国へき地医療支援機構等連絡会議」

等における改善案に対する意見交換や助言等を踏まえ、第 11次計画を策定するも

のとする。また、第 11次計画の策定作業については、「へき地保健医療対策に関す

る協議会」 (以下 「協議会」とい う。)の意見を聴き、その意見を十分踏まえつつ行

うものとする。

改善案の作成について

(1)第 11次計画の策定に当たっては、都道府県内のへき地保健医療対策の現状に

関する調査 (厚生労働科学研究班 (「都道府県へき地保健医療計画策定支援 とその

実施に関する研究班」主任研究者 :梶井英治
。自治医科大学地域医療学センター

長)が策定している「へき地医療現状調査項 目」偶J添 1)を踏まえ、さらに地域

の実情に応 じて協議会等で必要と考える項 目を追カロすること。)を実施 し、へき地

保健医療対策に関する課題を分析すること。

(2)(1)の 調査及び分析の結果、「先進的なへき地保健医療対策の取組事例につい

ての解説」(別添 2)並びに報告書別添の先進事例を踏まえ、地域の実情に応 じた
へき地保健医療対策の改善案を作成すること。なお、改善案の作成に当たつては、

以下の事項に留意すること。

① 報告書の 4の (1)に示された提言に基づき、へき地医療支援機構の強化策に
ついて検討すること。特に以下の提言については尊重すること。

(i)へ き地を有するにもかかわらず、へき地医療支援機構を設置していない県

は、へき地医療支援機構を設置すること。

(五 )へき地医療支援機構の専任担当官には、原則としてへき地医療の従事経験

を有する医師を配置し、へき地医療支援機構の責任者として
へき地医療支援

業務にあたることができる環境整備を行 うこと。

1‐
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なお、へき地医療支援機構の専任担当官は、へき地診療所、へき地を有す

る市町村の首長等 とのコミュニケーション確保に努めること。

② 報告書の 4の (2)に示された提言に基づき、地域の実情に応じて、へき地医
療を担う医師の動機付けとキャリアパスの構築について検討すること。この際、

へき地医療支援機構を中心に、大学やへき地医療拠点病院との連携の下、地域の

実情に応じて、へき地医療機関に派遣する医師を確保するドクタープール機能、

へき地医療を担う医師のキャリアパスの構築等について検討すること。

3.第 11次計画の策定について
(1)へき地保健医療対策の改善案については、平成 22年 10月 29日 (金)まで
に作成し、厚生労働省に報告すること。その後開催予定の「第 2回全国へき地医

療支援機構等連絡会議」において、各都道府県の改善案について意見交換等を行

うものであること。

(2)第 11次計画については、「第 2回全国へき地医療支援機構等連絡会議」におけ
る意見交換等を踏まえつつ、地域の実情に応 じて、以下の項目を基に策定するこ

と。

【記載すべき項目】

1.へき地保健医療対策の現状と課題
◆2の (1)に より実施する調査及び分析の結果を記載

2.へ き地保健 医療対策の 目標
◆都道府県の医療対策全体の中でのへき地保健医療対策の位置付けを確認した上で、

へき地保健医療対策の目標を記載

3.へ き地等の医療提供体制 を構築す る各主体の役割

(1)都 道府県の役割
◆次のような都道府県の役割について記載

。各主体との調整を行い、へき地保健医療対策を取りまとめ、実行する役割

(2)へ き地医療 を担 う医師、医療機 関等へ き地医療 関係者 の役割
◆次のようなへき地医療関係者の役害1について記載

。へき地医療を担う医師像として、総合的な診療能力を有し、プライマリ・ケアを実践

できる、いわゆる総合医の育成に取り組む役割

(3)へ き地 を有す る市町村 の役割
◆次のようなへき地を有する市町村の役割について記載

・へき地の医師が充実した勤務をすることができる生活環境や勤務環境を整える役

害J

(4)医 療の提供 を受 ける住民の役割
◆次のような住民の役害1について記載

・へき地勤務医の重要性や生活面での実情等を理解し、市町村等とともにへき地勤

務医を支える役割

-2‐
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4. へき地保健医療対策に係る具体的支援策

(1)へき地医療支援機構の強化について
◆べき地を有するにもかかわらず、へき地医療支援機構を設置していない県において

は、へき地医療支援機構を設置するよう検討を行い、その検討内容と結論について

記載。なお、へき地医療支援機構を新たに設置する場合は、へき地医療支援の中核

を担ってきた、又は担い得る都道府県、医療機関等を運営主体とすること。

◆へき地医療支援機構の役割の強化について、報告書の4の (1)の 3)に示された

以下の役割をへき地医療支援機構が担うことができるようにするための検討を行

い、その検討内容と結論について記載

①へき地医療拠点病院に対する医師派遣の要請

②へき地医療拠点病院における医師・歯科医師等の派遣登録業務及び当該人材のヘ

き地診療所等への派遣業務に係る指導 。調整

③へき地医療従事者に対する研修計画・プログラムの作成

④総合的な診療支援事業の企画 。調整

⑤へき地医療拠点病院の活動評価

⑥へき地医療拠点病院における巡回診療の実施に関すること

⑦へき地医療機関へ派遣する医師を確保するドクタープール機能

③へき地で勤務する医師のキャリアパスの構築

⑨へき地における地域医療の分析

⑩へき地医療拠点病院においてへき地医療支援に従事している医師に対する研究費

の配分

⑪へき地保健医療情報システムのデータ登録、更新及び管理

⑫就職の紹介斡旋、就職相談、その他就職に関する情報提供

◆へき地医療支援機構の専任担当官の機能向上のための取組について、地域医療に意

識の高い医師を配置し、専任担当官を中心として他職種を巻き込んだチームとして

へき地医療支援業務にあたることができるような体制を構築すること、ある程度長

く専任担当官として勤務できるようにすること、へき地医療支援業務に専念できる

ような環境を整えること、現場の医師と行政の間のパイプ役となり、現地視察や首

長との意見交換等も行うようにすること等を記載

◆へき地医療支援機構の機能向上のための取組について、へき地医療支援機構の活動

を都道府県が支援していくこと等を記載

◆へき地医療支援機構が派遣する医師の確保について、都道府県単位で関係者 (大学

病院、自治体病院、民間病院、国立病院機構病院、地元医師会、保健所等)が連携

して対応していくための方策について記載

◆へき地医療支援機構の活動を評価する取組について、「全国へき地医療支援機構等連

絡会議」等を通じ、他の都道府県の取組等の情報収集を行つた上で、都道府県がヘ

き地医療支援機構の活動について評価を行い、必要な指導を行つていくこと等につ

いて記載

‐
3‐

一-281-一



(2)へ き地医療 を担 う医師の動機付 け とキャ リアパスの構築について

1)医師の育成過程等におけるへき地医療への動機付けについて

◆地域枠選抜出身医師や自治医科大学卒業医師の定着率を上げるための方策や活用方

法について、医学生等とのコミュニケーションを確保する機会の充実、大学等と連

携した地域医療への動機付け等の取組状況を記載するとともに、今後の取組の検討

を行い、その検討内容と結果について記載

◆地域医療への動機付けについては、医学生等に対するプログラムの作成
へのへき地

医療の経験者の参加、中・高校生を対象とした出前講座の実施等も考えられ、先進

事例等を参考に様々な取組を検討すること

2)安心 して勤務 。生活できるキャリアパスの構築について

◆へき地医療を担う医師が安心して勤務 。生活できるキヤリアパスの構築について、

報告書に記載されたキャリアデザインのモデル例等を参考に、地域の実情にあつた

キャリアデザイン等の検討を行い、その検討内容と結論について記載

(3)へ き地等の医療提供体制 に対す る支援 について

◆へき地医療拠点病院に対する具体的な支援策について記載

◆へき地診療所に対する支援策について記載

◆情報通信技術 (IT)による診療支援について記載

◆ドクターヘリ等の活用方策について記載

◆その他の事項について記載

(4)へ き地等の歯科医療体制 について

◆へき地等の歯科医療体制に対する支援方策について記載

(5)へ き地等の医療機 関に従事す る医療 スタ ッフについて
'◆へき地で勤務する看護師等医療スタッフヘの支援方策について記載

‐
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事 務 連 絡

平成 22年 12月 6日

各都道府県衛生主管部 (局 )

へき地保健医療対策ご担当者 様

厚生労働省医政局指導課

救急・周産期医療等対策室助成係長

第 11次へき地保健医療計画の提出等について (依頼)

平素より、へき地保健医療対策の推進にご尽力いただき、ありがとうございます。

平成 23年度から開始される第 11次へき地保健医療計画の策定につきましては、
平成 22年 5月 20日付け医政発第 0520第 9号各都道府県知事宛て厚生労働省医政
局長通知「第 11次へき地保健医療計画の策定等について」により策定をお願いして
いるところですが、各都道府県において作成いただいた改善案や 12月 2日 に開催さ

れました第 2回全国へき地医療支援機構等連絡会議における意見交換等を踏まえ、各

都道府県における第 11次へき地保健医療計画を策定し、平成 23年 3月 15日 (火 )

までに小職まで御提出いただくとともに、各都道府県のホームページにおいて公表し

ていただくようお願いいたします。(ホームページ掲載か所の URLも 併せてご連絡く
ださい。)

また、連絡会議でご案内させていただきましたとおり、各都道府県のへき地保健医

療計画の策定等を支援するため厚生労働科学研究班の研究者が 1、 2月 中を目処に各

都道府県を訪問させていただき、具体的な課題や改善案等について意見交換をさせて

いただく予定としております。偶J紙参照)

日程等の調整につきましては、別途研究班よりご連絡を差し上げますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。

【担当者】

厚生労働省医政局指導課

救急・周産期医療等対策室

助成係長 :田川 幸太
電言舌:03‐ 5253‐ 1111 (「勺2550)

E‐ mail:tagawa‐ kouta@mhlw_go.jp
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へき地保健医療計画策定支援にかかる厚生労働科学研究班の訪間予定について

【北海道 。東北ブロック】

対象都道府県 :北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

訪間者 :神田健史先生 (研究分担者・自治医科大学地域医療学センター助教)

【関東・甲信越ブロック】

対象都道府県 :茨城県、栃木県、群馬県、東京都、新潟県、山梨県、長野県

訪問者 :井 口清太郎先生 (研究分担者
。新潟大学大学院医歯薬学総合研究科特任教授)

中澤勇一先生 (研究協力者・信州大学医学部地域医療推進学講座准教授)

※井口先生と中澤先生で分担して訪問させていただきます。

【東海北陸ブロック】

対象都道府県 :富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県

訪問者 :古城隆雄先生 (研究協力者
。自治医科大学地域医療学センター助教)

【近畿ブロック】

対象都道府県 :三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県

訪間者 :今道英秋先生 (研究分担者
。自治医科大学救急医学)

【中国 。四国ブロック】

対象都道府県 :鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香り|1県、愛媛県、高知県

訪間者 :谷憲治先生 (研究分担者
。徳島大学大学院総合診療医学分野教授)

澤田努先生 (研究分担者
。高知県へき地医療支援機構専任担当官)

春山早苗先生 (研究協力者 。自治医科大学看護学部教授)        '
※谷先生と澤田先生で分担して訪問させていただきます。

※春山先生は一部県の訪問となります。

【九州 。沖縄ブロック】

対象都道府県 :福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

訪問者 :前田隆浩先生 (研究分担者
。長崎大学大学院医歯薬学総合研究科教授)

角町正勝先生 (研究協力者・社団法人日本歯科医師会理事)

※角町先生は一部県の訪間となります。

※主任研究者の梶井英治先生 (自 治医科大学地域医療学センター長
・教授)につきましては、いくつ

かの県の訪間に同行させていただく形となる予定です。

※なお上記の予定は変更になる可能性があります。

生労働科学研究班事務

自治医科大学地域医療学センター地域医療学部門

〒329-0948 栃木県下野市薬師寺 3311‐ 1

電話 :0285‐ 58‐ 7394

Fぶ :0285‐ 44-0628
事務担当者 :日 高
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へき地医療支援機構を中心に、行政、へき地で勤務する医師、へき地医療に協力する施設・機関、そしてへき地の住民がそれぞれ連携・協力し、かつ他
の都道府県の先進事例にも学びながら、効果的・効率的で持続可能性のあるへき地への医療提供体制の構築を行う。

へき地勤務医等

関係市町村

蒻
地域住民

へ青地俣僣指遭所

へき地におけ

靱
［

―

譴
い
―

彦ゝ

国(厚生労働省)
へき地医療に関す
る経験をもつ医師
を以て充てる。機
構の業務を統括
する。

地域枠学生等を対象とした
セミナーや地域医療に関
する勉強会t相談会等を
寄附講座等と連携して実
施。

構等交流促 僑貪麒
地域枠医学生  寄附講座

第11次へき地

保健医療計画

策定指針の策

定等、へき地保

健医療対策に

関する総合的な
企画立案

今き地勤務医等に対するビ
アリング:人事|‐ ‐′‐ショ
ン管理こ代診派遣、キやリア
形成支援を実施t l ll

へき地勤務医等に対する支
援等について協議を実施。

(D,C)
上の1加算(H22～ )

回

総合的な診療能

力を有する医師
の育成

無医地区等
に対する巡回
診療の実施

気

轟
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へき地医療支援機構の業務を充実強化させるにあたり、機構のマネジメントを行う専任担当官を、代診業務だけではなく当該県におけるヘ

き地保健医療対策全般に対する企画立案や総合的な調整業務に専念させるため、担当官の指示で確実に代診業務を実施する医師を事前

に確保する事業 (ドクタープール)を実施する。

へき地診療所

へき地診療所

専任担当官の指示で代診業務のみを担当する医師を、

事前に手当てを支給する方式によって確保 (ドクタープー

ル)し、機構で対応する代診医派遣については、ドクター

プールに登録されている代診要員により対応する。

これにより、専任担当官自身は代診業務から開放され、

行政や大学等との調整やへき地勤務医師等との意見交

換等、担当官でなければできない業務に専念することが

可能となる。また、登録医は担当官業務の補助も行う。

へき地医療支援機構

専任担当官   へき地診療所

|

へき地医療支援機構の専任担当官は、へき地診療所
への代診医の派遣調整を行つているが、強制力をもつて

派遣する権限が無いため、実際には担当官自身が代診

に行かなければならない状況となることが多く、担当官が

行うべきへき地医療対策の推進に関する行政や大学等

のとの調整や企画立案、へき地勤務医師等との意見交

換まで手が回らなくなることが多い。

結果として、へき地医療対策全体が停滞する。



へき地で長期間連続して勤務することで疲弊し辞めていくことを予防する目的で、へき地診療所で一定期間勤務した医師を本人の希望に応
じて大学や総合病院等に派遣し、キャリア形成に従事させる場合の当該医師の人件費を補助するもの。

―
―
”
∞
『
―
―

へき地医療支援機構によるキャリア形成支援の枠組み

一定期間へき地診療所で勤

務した医師を、本人の希望等に

基づき、大学や総合病院等に
派遣。

へき地医療支援機構

へき地診療所勤務医の課題

勤務期間の長期化による疲労、医療技術

低下等の不安 (専門医等も取得できない)に
より、へき地診療所勤務を離脱する医師が増
カロ。

【対応策】
へき地診療所勤務医をリフレッシュさせるた
めに、一時的にへき地を離れて研究や大規
模病院等での研修等の機会を付与する必要
がある。また、へき地勤務医であつても専門

医等を取れる仕組みにすることにより、へき

地勤務に従事してもよいという医師を増やす

効果もある。(出 口を強化することにより入り
を増やす)

【課題】

当該医師がへき地診療所を離れている場
合の給与等は誰が負担するのか。(勤務を

離れることになる診療所の開設者はもちろん、

受け入れ先の大学や病院も定員外での受入
のため、負担してもらえないことが多い)



第11次へき地保健医療対策検討会報告書に基づき、「総合的な診療能力を有し、プライマリケアを実践できる」医師を養成するために、ヘ

き地医療の現場を担う人材を育成するとともに、キャリアパスにつなげていくためにへき地医療拠点病院における人材育成機能を強化するこ

ととし、そのために必要な経費 (指導医人件費、指導委員会経費、物件費等)に対して補助を行うもの。

―
―
い
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へき地医療に従事する人材の課題

つ
■

蜀

総合的な診療能
力を有する医師

へき地においては、

総合的な診療能力

を有し、プライマリロ

ケアを実践できる医

師が求められるが、

大学においては臓

器別専門医の教育
が主流であり、この

ような医師を育成す
る場所がない。

結果、へき地医療

を担う医師が不足

する状況を招いてい

る。

へき地医療で必要とされる医師をへき地で育てる

地域医療を志す医師
の育成の場としてへき

地を活用し、へき地診

療所や介護口福祉現場、

行政と連携しつつ、へき

地医療拠点病院におい

て総合的な診療能力を
有する医師を育てていく。

このプロセスで育成さ

れた医師はへき地医療
を担う人材となる。

へき地医療拠ミ痺院
ヽ、..

へき地医療拠点病院の課題

【医師不足の影響】

辣
へき地医療の

支援機能の低下

減収による病院とし
ての体力の低下

中小規模の病院が多
いため、医師不足の影響
で、へき地への医師派遣

機能等が低下をしている。

また診療収入の減により

病院の体力も低下してい

る。(これについて、地域

医療の後期研修先として

医師を確保する様々な

取り組みをしている病院
も存在するが、その支援
が不足している。)

瘍

へき地医療拠点病院における医師不足の解消

驀
蠅

忠

礼

地域医療を志す医

師 (後期研修医等)を

受け入れることにより、

医師数が安定し、医

師の派遣機能や診

療収入の回復を図る
ことができる。

地域医療を志す医師

驚]艶
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○ 医療計画における医療機関等の具体的な名称記載 (平成23年 2月 1日現在 )
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凶 急 性 心 筋 梗 塞 糖 尿 病 救 急 医 療 災 害 医 療 へき地 医 療 周 産 期 医 療 療医児
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他
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安

定

期

治
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専

門

治

療

急

性

増

悪

時

治

僚

慢

性

合

併

症

治

療

そ

の
他

病

院

前

救

護

（
搬

送
）

救

命

救

急

医
療

入

院

救

急

医

療

初

期

救

急

医
療

救

命

期

後

の
医

療

そ

の
他

災

害

拠

点

病

院

Ｄ

Ｍ

Ａ

Ｔ
派

遣

機

能

健

康

管

理
機

能

そ

の
他

保

健

指

導

へ
き

地

診

瞭

へ
き

地

診

療

の
支

援

そ

の
他

正
常

分
娩

地

域

周
産

期

医

療

総

合

周
産

期

医

療

療

養

　

療

育

支

援

そ

の
他

相

談

支

援

機

能

一般小児 地域小児 小児中核

そ

の
他

一
般

小

児

医

療

初

期

小
児

救

急

小
児

専

門

医

療

入

院

小

児

救

急

高

度

小

児

専

門

医

療

小

児

救

命

救

急

医

療

北海 道 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ※ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ △ ○ ○ ○ ○ ○ O

青森 ○ 〇 ○ ※ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ 〇 O ○ 〇 O 〇 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ △ ○ O ○ ○ ○ ○ ※

岩手 ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ O O ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ O ○ ○ ※ ○ ○ 0 ○ ○ △ ○ ○ 0 O O

宮城 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ O ○ O ○ ○ ※ ○ 0 ○ ○

秋田 ○ ○ ○ ※ ○ O O ○ ○ O O O ○ O ○ ○ O ○ ○ O ○ ○ 0 0 O O 0 0 0 0 ○ 0 ○ O

山形 ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ ○ O ○ O ○

福島 △ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ O ※ ○ ○ △ ○ ○ △ △ ○ O

茨城 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O

栃 木 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O O ※

群 馬 ○ ○ 〇 ※ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ※ O O ○ ○ ※ ○ ○ O ○ O O ※

埼 玉 ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○

千 葉 ○ ○ ○ 〇 ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ※ ○ O ※ ○ ○ ○ O ※ ○ O O ○ ○ △ ○ ○ ○ O ○

東京 ○ ○ 〇 O ○ O △ ○ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ O △ 0 0

神奈川 ○ ○ ○ ※ ○ O O ○ 〇 ※ O O ○ ○ ○ ○ ※ O ○ 0 ○ ○ △ 0 ○

新潟 ○ ○ ○ ○ ○ O O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O O O ○ O O O O ○ O O ○ ○ O

富 山 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ 0 ○ ○ ○ ○ ○ O O O ○ ○ ○ O O O ○ O O

石 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○

福 井 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ O ○ ○ △ ○ ○ ※

山 梨 ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ O ○

長野 ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ O ○ ○ △ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ O O ○ O

岐阜 O ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ △ O O ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ △ O ○ O ○

静 岡 〇 ○ ○ ○ O ○ ○ O ○ ○ O ※ O ○ ※ ○ ○ O ○ ○ ○ O ○ O O

愛 知 ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O ○ O △ ○ ○ 0 〇

三重 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ O ○ O ※ O ○ O ○ O ○ △ 0 ○ ○

―
１
０
∞
Φ
Ｉ
Ｉ

注1)4疾病・5事業のそれぞれに必要となる医療機能については、「疾病又は事業ごとの医療体制構築に係る指針」(平成19年 7月 20日 医政局指導課長通知)にて例示
注2)○名称が記載、 △名称は記載されていないが医療情報窓口等の連絡先が記載、 ※国の指針に例示のない機能も記載
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○ 医療計画における医療機関等の具体的な名称記載 (平成23年 2月 1日現在)
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療
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Ａ
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遣
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娩
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療
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療
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援

そ

の
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援

機

能

一般小児 地域小児 小児中核

そ

の
他

一
般

小

児

医
療

初
期

小

児

救

急

小

児

専

門

医

療

入

院

小

児

救

急

高

度

小

児

専

門

医
療

小

児

救

命

救
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医
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滋 賀 ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ※ O ○ ○ ※ △ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ O O 0 O O ○

京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ 0 O O ○ O O ○ △ O O

大 阪 ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ※ O O ※ O O O ○ O 0 O ※ △ ○ O ○ O O O ※

兵庫 ○ ○ △ ※ △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ O ○ O △ ○ ○ ○ ○ △ 0 O △ O O O O ○

奈良 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ O ○ O O ○ ○ O O ○ O ○ ○ 0

和歌山 ○ ○ ○ ※ ○ O ○ O O ○ ○ ○ O ○ ○ ○ O ※ ○ ○ O ○ O ○ O O

鳥取 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ O 0 ○ ○ ○ O O ※ O O O O O O O ○ O ○ O

島根 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ O O 0 O ○ ○ O O ○ O 0 0 O ○ 0 ○ O 0 O

岡 山 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ O ※

広島 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ O 0 O O O △ O O 0

山 口 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ※ O ○ ○ 0 O ○ O △ O 0 O O O O O O 0 O

徳島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ※ ○ ○ ○ O ○ △ ○ 0 O

香 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ O O ○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ 0 O O O O O

愛媛 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O ※ 0 O O 0 O O ○ 0

高知 ○ 〇 ※ ○ ○ ○ ○ O O O O ※ O 0 O O ○ ○ ○ ○

福 岡 △ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ O 0 ○ ○ O O ○ △ O ○ △ 0

佐 賀 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ O ○ O ○ ※ O O O O ○ ○ ○ ※ ○ O ○ ○ ○ O ○ △ O ○ O O ○ 0

長 崎 ○ ※ ○ ○ O ○ ※ O ○ O O O O ※ O O ○ ○ O

熊本 〇 ○ ○ ○ △ ○ ○ 0 ○ O ○ ○ 0 ○ △ ○ O

大 分 ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 ○ O O O ○ O ○ O ○ ○ △ O 0 0 ○

宮 崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O ○ O O O

鹿児島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O O ※ ○ ○ ○ △ ○ 0 0

'中

糸亀 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ O ※ O 0 ○ ※ O O O O O O ○ ○ O 0 0 ○ 0

9 1 5 1 8 5 4 11 8 1

―
―
い
Φ
Ｏ
Ｉ
Ｉ

注1)4疾病・5事業のそれぞれに必要となる医療機能については、「疾病又は事業ごとの医療体制構築に係る指針」(平成19年 7月 20日医政局指導課長通知)にて例示
注2)○名称が記載、 △名称は記載されていないが医療情報窓口等の連絡先が記載、 ※国の指針に例示のない機能も記載



地域医療サービス提供マップ作成支援研究(研究要旨)
研究戻旨

地域医療サービス提供マップ作成支援研究

【研究要旨】 ,

: 目的

平成20年 4月 より、各都道府県には「新たな医療計画」の作成が義務付けられている.このな

かで、病床規制といった医療資源の適正化が主目的に掲げられていた従来の地域医療計画を見直

し、住民の医療ニーズに合わせた地域における体系的な医療提供体制を整備するために、医療関

係施設『1の機能分化や機能連携の確保を目的とすることが予定されている。さらに、「新たな医療

計画」において、関連項目に関する数値目標を創設することが要求されている.

これをうけて、本研究事業では、「患者調査」にDPC(Diagnosis Procedure Combination)コ

ードをリンクしたデータベースを活J‖ した上で、対象地域における主要医療施設の受療患者数と

地域内におけるシェアを網級的に集計し、医療施設の機能分化の実態を可視化する作業を行つた。

得られた分析4ji果をもって、今後、医療計画を適りに作成していくための基礎資料とすることを

目的とする。

け 方法

東京医F・I歯科大学大学院伏児,″秀准教授より、「患者調査」の中 にDPCコードをリン

クさせて構築した FDPC地域患者データベース』から集計表をご提供いただき、それをり‖いて分

析を行つた。rDPC地域患者データベース』では、すべてのデータにDPCコ∵ドが付されている。

DPCは、臨床的に馴染み深い疾病分類であり、これを用いて、4疾

"の

分類や、MDC(MaiOr

Dlogno.sttc CategoryDといったほぼ診療科目と一致した分FJtにケースを分けることができる。

ご提供いただいた集言卜表は、i子森県、埼玉県、静岡県、鳥1皮果における下記表の 3つの内容の

ものであり、それぞれ図表を作成した。下記表内のすべての集1:}について、図表を
'L図

上に比lり

付けて、地]!的な祝点も加えて可視化を試みた。

● 集計表 ● ● 集計表から読み取れる内容 ●

① 4疾病ごとの患者の受療行動について

(試験的に正常分娩の妊姉と小児患者の受療

行動も集計した)

② 4疾病ごとにみた

県の主要医療施設について

③ 各二次医療圏の主要医療施設で

提供されているサービス内容について

各二次医療圏に住む患者が、どの二次医療圏

にある医療施設で受療しているのかについて、

4疾病ごとに可視化する.

4疾病ごとに、各県でどの医療施設が最も多

くの患者を診ているのか可視化する.

各二次医療圏の主要医療施設をあげ、そこで

どのようなサービスが提Jtされているか、MDC

を用い可視化し、医療施設の機能分化の程度を

みる。
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‖ 結果

 ヽ 医療施設の機能分化を可視化する作業により得られた結果の概要は以下の通りである。

(1)患者の受療行動

①  「手術を必要とす轟か否かにより、患者の受療行動が異なるJ
全体的に、手術を必要とする場合は、都市部の医療囲にある医療施設に患者が受綴する

様予がうかがえた。一方、手術を必要としない場合は二次医療圏を越えた患者の移動は滅

り、自宅に近い医療施設で受療する傾向がうかがえた。また、この傾向は在院期間が長く

なるほど強くなることも見受けられた。

② 『隣接する県の医療資源が豊富な場合、患者の流出傾向がある」
隣接する県で医療資源が多くある場合、県廃機 えた患者の移動が家 見ら1回L

③ 県ごとの特徴

二次医療圏内に受療範囲がほぼ限定されている県 Cg´鳥取県)もあれば、非都市部から都

市部への患者の流出の著しい県はg.埼玉県)もある。

(2)疾病ごとの県の主要医療施設           
´

⑪  「疾病の緊急性および専門性により、医療機能の集約度合いが異なる」
脳卒中のように緊急な治療 (診療)を必要とする疾病では、近隣の医療施設での対応が

必要となるため、いくつかの医療施設に少数名ずつ患者が受療している状況がうかが大.た。

一方、がんのように治療を待つことのできる疾病においては、数箇所の医療施設に患者が

集中す
・
る傾向が見られた。  ,

②  「県の人口規模により集約の程度が異なる」        、

各病院のシエアで医療Itt能の集約度を測つた場合、人口規模の小さい県のほうが集約化が達

成されやすい傾向があることがわかった。これは、病院の規模には限界があり、人口規模が大きい

場合、複数の病院で患者を診ざるを得なくなるためと考えらM.

(3)各二次医療圏の主要医療施設で提供されているサービス内容

①  「都市部と非都市部により、各医療施設が提供するサービス内容が異なる」
都市部では、複数の診療科を有する大規模な病院がいくつも所在しているため、多くの

病院で多種多様なサービスが提供され、いくつかの医療圏を除くと、医療施設の機能分化

が鮮明なケースは少ない。一方、非都市部の医療圏では、特殊性や専門性の高い医療につ
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研究要旨

いてはあまり対応されていない様子がうかがえた。

②  「都市部と非都市部により、医療施設間の機能分化の様相が異なる」
医療施設間の機能分化は、各医療圏によって様相が異なるが、非都市部では、医師の総

数が少ないため、必要な診療科の専門医がいればそこで受療するといった形で、都市部に

比べて必然的に機能分化がなされている。ただし、非都市部でも、近接したいくつかの医

療施設で、同一診療科のサービスをそれぞれ少数名ずつの患者に提供しているケースが見

られ、集約化の余地があることがうかがえた。   _

(4)医療施設の連携の把握
患者調査で把握できる情報の範囲で、各県における医療施設の連携状況について把握す

ることを試みた。現在の抽出調査を悉皆調査に拡大し、十分なサンプルを確保さえできれ

ば、傷病ごとに入院前の場所、退院後の行き先を集計することで1各県における連携状況

をある程度把握できることが分かつた。

Ⅳ 考察

分析の結果を疾病特性と地域特性の 2つの切り日からまとめる。

(1)疾病特性

疾病特性としては、緊急性と専門性の 2つの観点から、それぞれの疾病に対応した医療提供

体制について、いくつか特徴を挙げることができる。これにより緊急性を要する疾病に関して

はより近くの医療施設で、専門性を要する疾病に関しては機能が集約化された医療施設で、と

いうような対応をイメージすることができる.

(2)地域特性              .
地域特性としては、都市部と非都市部における医療提供体制の違いについて、特徴を挙げる

ことができる.都市部では、複数の診療科を有す大規模な病院がいくつも所在しているため、

多くの病院で多種多様なサービスが提供され、いくつかの医療圏を除くと、医療施設の機能分

化が鮮明なケースは少ない。非都市部では医療資源も少なく、ある程度必然的に医療施設の機

能分化が進みやすい状況にあることが読み取れる。

わが国には、既に多くの数の医療施設や病床が設置されており、医療施設の機能分化や連携

体制を目指した医療計画を新たに作成することは、自地に絵を描くこととは大きく異なる。疾

病ごとの特性を提え、地域における各医療施設がどのような強みを持っているのか、データに

より現状を把握することが、有効な医療計画を作成するために重要であるだろう。
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図表 5-37 埼li県 脳卒中 【手術 :有 在院[1数 :ALL】

く集計結果サンプル1>
患者の受療行動   `

性 … … …

卜0人栗潤:赤点株、 10‐ 20人未満 :隷線、 20人以上:柑九副

1.片
・
島

綱根

大里

漿

彗  終父
住  比企

露薔部
“
ニ
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“

第一

申央

““

西

“

第一

中央

車部

口凛椰  口中央  口西覇絆
●薔

“
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口兄玉  0六里  ●Htl
口照外

mo   ■ oQ0 :■0   2L0   30.0   40,

駆■鎖(人 )

児玉医療圏は県外へ、秩父医療圏は大里医療圏へ相当の割合で移動が見られる。西部第二医療圏は西部第一医

療四へ移動が見られる。大里医療圏、西部第一医療圏、中央医療購は圏域内の完結度は高い。

図表5-38埼 11襲t 脳卒中 I手術 :無 在院‖放:0-30‖ 〕 57ンに

ハ
Rfl^ A
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大11

ヘ外
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″
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燿著致(人 )
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1椰

:Iλ

利根医療圏、大里医療圏、秩父医療圏、比企医療圏、

療圏は圏域内の完結度は高い。

西部第二医療圏、西部第一医療圏、中央医療圏、東部医

■` Ⅲ…ヽ
ヽ
■

■
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図表 5-39

子,1ロ

大量

蟻

暑 数
住  μ‐

Z西椰第二

脚

。

|.....・・ fン
時玉県 脳卒中 【手術:無 44A JR/l'^

,sElF*- r:ge
:ojttr o*E
o nt+

薔伸第一

中央

東13

●0   姉 lmO  :500  2"β
4賭強(人 )

大塁医療圏、秩父医療圏、西部第二医療圏、

シ｀。

1`lTI

I・ヽ
県外へ 25人

県タトヘ 24人

西部第一医療圏、中央医療四、東部医療圏は圏域内の完結度は高

耐‥‥，い
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く集計響F果サンプル 2>
疾麻剛1にみた県内の主要医療施設

図表 6‐ 13:疾病別にみた県内の主要医療施設
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ない。その他、シエア 5.0%以上の病院は、1-105病院 (5、 3%)である.これら上位 2病院のシェ

アは H.0%となっており、集約化が進んでいない。
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<集計結果サンプル3>
二次医療鴎内の医療施設の機fた分1ヒの状況

図表 7-29:二次医療圏内の医療施設の機能分化の状況

埼玉県

利根医療圏

【手術有&無/在院日数ALL】
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・異常妊娠分娩、新生児疾患に特徴がある.I-225

病院、Iり39病院、I-234病院は似通つた疾患構成になって
いて、機1ヒ分化は進んでいないと考

えられる。
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地域医療連携体制の構築と評価に関する研究(研究要旨)

地域医療連携体制の構築と評価に関する研究

・分担事業者
｀
悪 上  博 文 (山□県宇部環境保健所長)    、

O 事業協力者 : 構築評価グループ (池田和功 (大阪府堺市北保健センター所長)、 悪上博文 (出

□県宇部環境保健所長)、
~豊
田誠 (高矢0県高知市保健所地域保健課長)、 1中示1艮正 (沖撃じ県中央保健

所長)、 日高良雄 (宮崎県延岡保健所長))、 事例追跡グル
ープ (恕上博文 (出□県宇3BI票境保健所長)、

小谷尚克 (福島県南会津保健所長)、 徳本史郎 (大阪府寝屋川保健所地域保健課長)、 Ш
田敬子 (出

形県村Ш保健所医務主幹)、 Ш中朋子 (青森県弘前保健所長))、 助言者
:(岡紳雨 (出□県健康福祉

部地域医療推進室次長)、 、武田康久 (厚生労働医政局省医師確保等地域医療対策室長))

o 要  旨 : 地域医療連携体制構築に向けた保健所の企画・調楽機能の強化に資するため、全

国保l「_P~rの取組状況及び先進事Jl」とともに、これまでの現地調査 27事例 (追跡事lnJ)に関するア

ンケート調査を実施し、この中の 16事例 (8先進事例及び 8追跡事例)を現
l也調査した結果につい

て、医療制度改革への対応、医療連携体制の評価、維持期以降の保健所の関5等の視点から検言」し、

保健P~Fによる医療連携体制の構築
‐評価、維持期以降の関与等のパイントを一定明らかにできた。

A。 目 的

刷 6口郷樹明)構築における保

囀 啜。調圏こλて |よ 田四捜の 製朔医

療連携体H醐穏剰こ関する研究Jで■定明らかにさ

れたもm今 後の課題とじこ 連携体制構築の評

孤 摯麟 鵬 Ю    =裁 ヽ本曜

は 嚇 膿敗摯》瘍讀ある3計画 1構想等 (r制

度改革Dの施行年度に当たり、これに文1応した保
,

¨ 各方面から注目されている。

この触 連携体制構築に向けた保健所の企画及

び調整機能の強化に資するべ<、 全国保健所の取組

状況及び先進事例とともは これまでの現地調査27

事例 師 例)に関げるアンケート調査を実施し、

この中の16事例 0策漣事例及び8週駆動
"を
現

地調査した結果について、制度改革への対応t連携

体制の評価k維持期以降の関5知 ら検討し、

・保健所による連携体制の構築・評価、維持期以降の

関与等のポイントを明らかする。

所 (県型調よ 市型105及び区型20にアンケ

ート調査を実施 (回答数479か所、回答率92跳

螺型咀 鏃 市型87.犠及び遼型鮨 璃

",こ硼皓9R I幽″ スヽ醐 中・運用中63事例
σ保麟ゆ ■OJ懐撻″しじJu創用中。

運用中34事lFl“悧囲つ、計餌顎例 ∝ 保

健所)の現t也調査候補事例を把握した。地域連

多ワヽスリリ%呪測旧内腔X■共¨ 日調畦

域1リハビリテーシヨンシステ劇こ関連する目弧

がんのだ颯よ 在宅緩和ケアシステ劇こ関げる

取組である。

(2)4          例現地調査
制目改革への対応、連携体制の評価、維持期

以降の関与を把握するため、上記候補から電話.

調査等で8事JIJ(内訳:がん1、 脳卒中3及び糖

尿病41を現地調麿夢例に選定した。現地調査の

項目は ①連携体制の目的にC保囲脈鋼鯉弘

C現状調象 C体制づくり、C運携の仕組、⑥

市町村等との連携へC制度改革への対応 ③連

B.方 法                   肺 l10言Ⅷ腱契ある.

1 1簡輌 ループ             2 馴囲圏取ブループ

(1)4疾病地域輌 ンケート調査      (1)地域医療連携先進事例追跡アンケート調査

保健所の取組状況及び現地調査候補事例alE    追跡事例の取組状況及び現地調査候補事例を

握するため、平成20年7月に全国517保健  
‐
 把握するためt平成20年 8月に平成18年度及
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び平成19年度の現地搬蛮27事例にアンケート

譴 郷 菰 G請 判 笙 峡 簿 92∽ .
0)           ¨
制度改革への対は 連携体制の評価及び維持

´
期以降の関与を把握するため、電話調査等で 8

事例 0撮しがん 1、 脳卒中1、 脳卒中。大腿

骨頸部骨折1、 急性晦 1ヽ 糖尿病1、 災害

医療 1、 /J帳激鬼医療1動 医療1)を現

呻 ]に選定し,し ]馴鰤鍵α項目|よ 構

築評価グルニプのものに力0児ζ 保健所が継続

的に関事する又は関与を始めることに関する

餅 龍 篠 雲 α 嶽 餅 凱 団 ほ 0
期待等である。

C_ 策澤翼及に耀究繋

1                   ,

ま可R4疾諄ユ漱助蛭鶏ツ スヽに関する割国際健
い をな 試躍障卜運用中の保餞所

は57か所で¨ 11.吹 協議嘲ま168か

所で∝‖な 1釧計231か所で42である。
。 次に、57か諏つ議鯛中・運用中の

“

事例を開

妊詢驀奢謝こあぼ費魚 医際縮應記解利菊違豪就瀬繭虹し

た平成18葺黎以降が
"馨
倒に颯 1憔 甦 疾病

別にみると』鬱寝物ゴ47事例で私 銘を占めてい

るな生平成19年7月り 1朦麟驚謝歓』「疾

団 護業安 9蜘 巳 て α押判涯

凛体制は優先        」に対し、保健所
が■定対応している状況にある。

そして 中ヽ lChいても、当初は地域

保健又|        して着手する中、制度
餃 契機にして、国鷹諏朝烈部調議鋒計画に

位置づけられ 当該計画の融 取組¨

馳 整備が図られ裁 上記通知の
―

は事業ごとの輸 」構築に係る指針」等に対し

ても、保い 応じ「Qヽる状況麟 る。

これを疾病別にみると 脳卒中 (劉匡劃 1解健

所・岡出鰤 の番到Dで よ 脳
…

程

度に応じ、       日早颯こ搬送てきるよ
う、メディカルコントロー′し協議会と連携しなが
・
ら、ワイドトリアージ及びストロークバイバスの

詢 救懃歯危協ヱ滋難煙の磁 ど、病院前

を拡大している」詢は 糖尿病

∈所}|1原鰤 。来引剰顎卜 覇潔 1剰顧斤・北

部保鮨所の鬱封動 で|よ 特定健診による要医療

者等に対し、日本糖尿病学会の診療ガイドライン

に墓つき、標準的な診療を実施す赫 力医の

登録制度創般及びυ笏戴ν叡をはじめとする保

健・
―
硼

…
・

2-り 諭

試 糖尿房割こおいて、連携体市」の構築が奏

効げるまdこ|よ 少な<ともい ることか

ら、その議が輔師唯型曜綱勢悩要瞳 る。現地

申 、-1の 拡大
・出 畔

加自師猟 参圏輝駿応に移加職員楓 憚朔 棚

の利¨ アウトブツト C圏断筆D指標
が設定・活用されていることから、「医療体制構築

指針Jに例示するストラクチャ■日駄″プロセス

鞭 ウトカム指標に加えて、アウトブット

指標を設定する義 きた (板周区保健

所 0岡出師 ・須周剰銅卜労G塚腱所。1卿

保健所。砺波厚生センタつ o

次に、連携悴制を審口酬鋼 るためには

悪者登録制度を整備し
‐
α その医療費等アウトカ

ムのデータを収集・分析し、未利用唐と比較検討

・することが望まししヽ 一贅

`刷
翻餃泳準を■定期

間腱保する旭漑こ1よ デ
L夕の収集・入力・骨析

をぼう人員・予算の確保畿調耐輔

“

燿葬力麗曖

となるもは い によっ巧は .厳しい

行財政改革DC執 不瞬撻眈嵯加に伴つて、近い将

来 嚇 虹湘調ガ魅関になることも懸念され

た 噺 |1朦駐センター・希頌課圏卿嗜昌

"0そして、研価データを収集するためにはk連携

体制の構築メリツトを継続的に提示することな

どにより、データ提供機関のモチベーシヨンの維

持を図ることがあ要になるものの、現地調査事例

によつでよ デL夕提供機関の書類作成業務が増

メ再減〕中、酬髄脹期ヒにブ蟻翼異動晨議卦日僕つて

データ収集体制の維持が困難になることも懸念

された 価洸薄駐センターの動 D・

以上から、①目難姉雌
°網Jに関するア
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ゥトブット指際薔飯壺嗜とともに、②調跛繹ダ

_及び構築メリツトと所要の人員及び予算とのFo5

に適切なパランスを維持することの重要性に加

ぇ、c漣競体制D副価に必要趨圏域単位の各種指

標を効果的・効率的躙 できる体制妻臓の在り

た商婦霜藝として鋼闘事できな

3 ¨ 風詳ヨ   。          
・

現地調査追跡亭例における保健所の関与状況

〔よ          因競ミ・医調機関

主悧コ爾乱/Cb｀るもの(       、②
墜鰹続・拡充図 いるもの

(大船渡保健所。砺波厚生センタ
~・檄 傷欄詞予・

新サ|1厚生センターの群到

"、

・0医師会・医療機

関主体の連携体制に保健所が関与を開始してい

るもの (親 |1厚生センター・福山地域保健所
。岐

軍市保国所醐酵到動 に攀 ことができた。

そυ澤鼎5のノ受夢をa曜疑ム協議会の事務局剰ま

委員としての関自分犠も多かつたがt構築した連

携困団6嘘調を中いとし爾 |よ 医師餞い鵬

,I導妻注術暁銃Fじく 僣醍鋤臥 U斑額扱び

スタッフに対する普及 啓ヽ発のほか、人材育成の

た越疸潮龍殉呪譴ユ より広撼醸庵憲鰹嚢建彙 i零5
の内容が変化している。

「その関与のポイントをみみ虫 ①には 連携体

市撻営の自立に向けて、降 とし′て運

営に参加し、必要に応じ、支援できる間含しヽで関

与することである,②に1よ 保健所内で担当者の

人事異動があつても、輸 嚇 Jヽしないよゑ

関       らの帥 役害Jに関する共有、

関係者との顔の見える人間関東所鬱熟 構築成果

の継続          係者のモチベーシ
ヨンを維持できるよう関与することである。Cで
｀
1よ 医師会・医療機関主体の連携体制に公共性を

付写するとともに、保囲彙秘州L公馨

地域住民への普及・啓発等によつて、連携体制の

運用圏域の広な 動 い、の参加機関の増

力ょ連携体制の利用酬 雌 体からの

要請の趣旨を実現できるよう関与することである.

・ こうし̈ 脚 ポイントについて(よ

チェック票を作成するこ雛 でた。

4市醐 制 制 剛
17掲置締 C58園日D及び∞中核市C39保健

爾 餞 割健郭詳諏D県庁爾確訓鬱事の軸 ら

構燃 社 鉄 □の畿 跳(平成 17年 10月)及び

…

321%(平成18年 10月凝爵驚してしヽ

るが、地域連携バス等の試用中・運用螂

国謝ょ県型脚 70か所(119Zゆ 1鐵い ると、

4か所

“

鋤 と大幅に低くなつ翅いる。これ|よ

岬 構築ガk医弱覗軍宝畷藪蓼訳D靴 して
法定されていることによると思われるもの戯 平

成19年 7月厚生労働省織陽課長通知『:懸調回

硼怖応工湘簑におけ      についてJ
でよ 県型1緋 とも

―

も、その

役割に関する圏意事項を定めているむ

何よりも、既迪の性ほ・規模・機能の人□・病

岬 る市饉婿豪銅職■ ―撻
`X幕
眼蘇観謁事

機 さ趨膨nlょ 県型園圏輛りがでは 当該市

ての目郷村蒔曇郭溶易コ劃島Ilとから、雛

事例に関する現地調査によつξ その役割及d謁

うについてt具体的に検討することがt今後の重

要築誨褒潔貴熙識したし

D。 高 翼 崩 勧 掴

―

こ伴う 3剖画 1構想等の施行年度

等に当たり、制申 は 連携体制鰤

m― ら現地調幹 検

討し起膠餞保健所による連携体制の構築・評価ヘ

の熱 、維持期以降の関与等のポイント等を■定明

らかにすることができた。 ｀

今後|よ 織 課題とさ

進渉管理り国ウ訳 ②哺型I剰富彙房導和飢薙驀ト

段斐入

-1ヱ

整瞬報蓄所せ
=σ
壊整陽賽野こ■んヽ

て、           調査を継続しなが独

医療連携体制構築に関する保健所の企画・調整のポ

イントを目こ検討していきたい。

E。 ヂ繊支    ・

た もにない.
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4疾病地域医療連携アンケート調査の概要
1_目 的
.保健所の取組状況及び現地調査候補事例のIEE

仲                         

ヽ

平成20T7月

中

全国517保健所 (県型389、 市型10啄k丸型陛3)

―

        '

郵送法によるアンケ
ニ ト調査     。     

・ ‐  ・
5 回答数・率
479保健所 02.鋭 :県93.鑑、市8■ 銘及び図通 璃)

6 キな頂日
○ 連携パスの取組 :①対象疾病、②進行段階   =
○ 連携バス以外の取組tC取組年ほ C対象疾病、③連携部イ虫
④連携内容、⑤進行段階、◎医療機関の参力R⑦保健所の取組

○ 地域連携パスの取組             
・

0 細 割の保健所が取組んでいる。
` 平成18年度以降の事例が∞事仮」中59事例(937%).
。 国暉lTjのうち脳卒中ド墨例(72,9%)。   

′

○ 地域連携バス以外の取組
・ 約2割の保健所が取組んでいる。
・ がんの事例の大半は、在宅緩利ケアシステムの関連e
、・ 脳卒中の事例|よ 地域リハビリテーシヨンシステム、脳卒中
情報システム及び救急搬送システムの関連.
・ 糖尿病の事例は、特定碑診・特定保健指導に関連するもの。
① 設置主体別の保健所の取組
県型保健所の19.%に比べ、市型保健所1劇13°/2低い。
8 総 活
〇 地域連携バス運用等地域医療連携体制構築に一定関与している.
○ 市型保健所の役害」や関与に関する検討は重要課題である。
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4疾病地域医療連携先進事伊」現地調査の概要

1 日 的       .
医療市」度改革への対応、連携体制の評価・維持期以降の関ラの把握

2・ 時 期

平成20年10月～12月
`

3 対 象
先進事例を有する8保健所 (県型α 市型1及び区型 1)

4 キた項日

①帥 制の目甑 ②保健所の役害j、 ③現状調itt C体制づくり、

⑤仕組、⑥市田村等との連携t①制度酵 への対忠 C体制の評価
5 執 繰             ‐°
尚削  5t躙蛛ヽ
ど、病院前救護まで連携範囲を拡大している。

悸健曜農嘉零]ヒ霧電種IL要医療凱、
・
診療ガイドラインに

即し、標準的な診療を実施する診帥 医の登録制度創設及び

ともに、重要性を認識できた。

―-302-―



構築評価グループによる先進事例現地調査事lJll

l 乳がん地域連携支援パス作成事業 (東京都板僑区保DJF)

2 脳卒中医療連携推進事業 (東京都多摩立川保腱所)

3 脳卒中地域医療連携システム構築 L急性期医療充実強イヒ事業 (岡
出県岡出保健所)
4 高幡チヤートによる地域リハビリテーシヨン (1選卒中)医療連携
推進 (高測県須崎保健所)・

・                ・

5 糖尿病保健医療連携支援シ赫 染事業(胃森県五P~JFl‖原保健所)

6 糖尿病予随対策協力医登録事業 (鳥取県米子保健所)

7 特定健診から始まる糖尿病医療連携体制構築(福岡県筑紫保健P~D

8 糖尿病地域医療連携バス事業 (沖縄県北部保健F~D
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地域医療連携先進事例追跡アンケート調査

1 目 的
維持期以降の関与状況及び現地調査候補事例の把握

2時 期
平成20年8月

3 対 象                      .
平成18年度・平成1暉度の現地調査舞事輌」艦 中保健所を除<.)
4 方  )去  .
郵送法によるアンケート調査    

・
   .

5 キか廼日

£靭ギ緊騎罰璧鑑 験な魏認鑽
⑦働 事業・地域への波及 _
6 回答数・ 集計刺象
25事例 026%)のうち、軸 麟 健所の未関与を除<23事例 .

7 キた結実         .
O 保健所の関与は、ハ回合事例のうち23事例、その内訳は継続が
20事例及び開始溶導 例(主な内容は、

・
協議会の事務局、移設後は

一委員として関与、普及・啓発、研1多会及び症例検討会 .

○ 事業の実施状況は、未関与辱 例を除く22回答事例のうち、継続
が8事例及び終了が14事例、以下の回答事例は未関与2事例を除<.

〇 医療計画への記載は、21回答事例のうち15事例、更に評価指標
、までのものは、そのうち了事例。

○ 目標の達成ぃ、21回合事例のうち20事例t
O 連携体制の拡大は、16回答事例のうち14事例。
○ 制度改革対応による見直しの必要|よ 18回答事例のうち7事例.
8 総 括
○ 保健所の関与は、ほとんどの事例で継続又|ま開始しており、.維
持期以降になると、その内容は、普及 `啓発、研修会等が中心に

なるなど、連携体制構築の進行段階に応じ、変化している。

○ 制度改革による見直しは、.約娼Jの事例で必要になっている。
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平成18年度先進事例現地調査16事例
が ん 在宅緩和ケア推進 宮城県llL南保健所

脳卒中 . 地域連携バスの作成・普及
日森県青森保健所

島根県出雲保健所

救急医療 救急体制の機能強化 宮崎県高鍋保健所

災害医療
保健医療リスク官理システムの構築 岩手県大船渡保健所

大規模災害医療救置体制の構築 長野県飯田保健所

局崖期医療 産科医療体制の再構築 長野県飯田保健所

小児医療

初期救急医療体制のための医師確保 愛知県岡崎市保健所

初期腋急センターの整備 大阪府豊中保健所

救急医療体制の整備 福岡県八女保健所

榊 医療
精神科地域連携バスの運用

=出
県助政厚生センター

長期入院患者の退院促進 島根県出雲保健所

医療安全 医療相談対応能力の強化 茨城県つくば保腱所

医師確保 医師不足に対する対応 宮城県仙南保健所

病床調整 二次騒 圏域内の病床調整
兵庫県龍野保健所

広島県福山地域保健所

平成19年度先進事例現地調査12事例

注 :網掛は、保健所の関与事例。

が  ん

篠宅緩和ケアの地域連携バスの運用 福島県県北保腱福al事務所

覆宅緩和ケアの地域連携バスの運用 中川医院(富Ш県下新川郡)

在宅緩和ケアの医醐 体制の整備 広島県福山地域保健所

.脳 卒 中

地駆 携バスの構築 富Ш県新
'|1厚

生センター

地域リハピリテーシヨンの推進 大阪府豊中保n~JF

地域連携バスの運用 大田記念病院拡 島県福山市)

心筋檀塞

急醐 患者搬送連携システムの運営 東京都多摩立川保腱所

急1生期救急搬送システムの運営 東京都CCU・ 東京都

統一地域連携ノヽスの運用 岐阜県岐阜市医師会

糖 尿 病

統‐地域連携バスの運用 Ш形県酒田市医師貪

循環型地域連携バス(わかしおネット) 千葉県立東金病院

患者管理システム・患者家族会 島根県松江保障所 も
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地域医療連携先進事例追跡現地調査の概要
。

1 目 的
制度改革への対応、連携体制の評価及び維持期以降の関与のIE握

2 時 期
平成20年11月～12月

3 対 象・

追跡事例を有する8保健所 (県型7及び市型1)

4 キな頂日                     ・

構築評価グループの項目に力0え、関与している①経緯、②意義、

③関与できている要因、④関与上の課題、⑨保健所への期待等.
5 キた結果
○ 連携体制の評価
・ 厳しい行財政改革の中、利用者の増加0に伴つて、近い将来、
患者登録制度による客観的な評価体制の維持が困難になること

も懸念されている (綿 |1厚生センター・松江保健所).

○ 連携体制の評価
・ 連携体制の構築メリットを継続的に提示することなどにより、
データ提供機関のモチベーションの維持を図つているものの、

データ提供機関の書類作成業務が増大する中、取組の長期化に

人事異動等も相侯つて、データ収集体制の維持が困難になるこ

とも懸念されている (砺波厚生センター).
″○ 維持期以降の保健所の関与
連携体制の構築期は、当該体制の企画・調整、維持期以降には、

連携体制の自立に向けて、相談・助言、連携体制の評価、保健師
による調整、情報の収集.0整理が、期待されている (八女保健所

新川厚生センター)。
○ 市町村との協働               ・

7驚課程認八製璧製鋼評詠
定を提案する俯轍者として協働している(松江保健所).
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〇 医療機関主体の連携体制への関与の開始｀
・ 保健所は、医療監視機関として警戒されていたため、暫く付
、かず離れずの間含いで関5し、医師会の取組に発展した0寺機で
声掛1すし、医師会との協働体制を整備した(新川厚生センター).
・ 保健所の関与の目的は、医療連携体制の整備を図であるが、
相手方は、参力0機関の拡大である (福山地域保健所).
6 総 IIA‐ .          ,
○ 連携体制の拡大・縮小に関するアウトプント掲標を設定すると
ともに、評価水準や構築メリットとP~f要の人員・予算との間に適
切なバランスを確保 0維持することの重要性を認識てきた。
○ 保健所に期待される役割は、関係機関によつて、また、進行段
階によって異なつて<ることから、保健所に1よ こうした多様な
期待に柔軟に対応することが必要である。

事例追跡グループによる現地調査8事例

小児救急医療連携体制運営への支援(福岡県八女保帥

分類2 保構所キ体の医療揮書体制参継続・拡充lノdハるもの
② 』図卒中。大腿骨頸部骨折地域医療連携バスの運用(富出県新川厚
生センター)
◎ 安来能義地域の糖尿病地域医療連携体制構築(島根県松江保健

"④ 保健医療リスクマネジメントシステム構築皓手県大船渡保健F~D
⑤ 精神科地域医療連携バスの運用 (富出県砺波厚生センタニ)

分類3 医師会・医療機関主体の医療種繊体制に保健所が関与を開始
t夕a′ るヽもの

⑥ 在宅終末期医療地域連携バスの運用拡大(富出県新川厚生センタ)
⑦ 脳卒中地域連携バスの運用拡大(広島県福出地域保師
① 急1由ふ筋梗塞地域連携バスの運用拡大(岐阜県岐阜市保健P~Fl
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24.医療連携体制推進事 業による取組 (平成21年度医療連携体制推進事業)

都道府県名 実施事業名 王ヽ な 事 業 内 容

1 北海道 脳卒中対策 8清遭警濡褒詩饗テЬ麗匿層琴鷲晟輩露竃ミ9壁彗ガ昌種
等

´
∠ 青森県

がん対策、脳卒中対策、急性心筋梗塞対策、糖

尿病対策、救急・災害医療対策、小児医療 (小

児救急含む)対策、在宅医療対策
霧熙諏禽逢9厭聖競習曇肇ン3震

'71D僅

鍵冒雲■2濡
設計 等

岩手県
地域医療体制推進、小児救急医療、脳卒中対

策、急性心筋梗塞対策
翼ξず葉彗つ贅8窪鍵馬買亮客璽濡源群髪r)ヾ9房妻

啓
作・試行 等

4 宮城県 贈尿病対策、周産期医療
①連絡会議、②連携システム研修会、③診療マニュアル作
成、④共通診療ノート作成 等

5 秋田県 悩卒中対策、小児医療 (小児救急含む)対策 ♀汚羹瑳拝崚準装訂育`9器踏蜃彗径昌子羞努牛ゲう?ラ
の作成・配布、④保護者を対象とした講習会の実施 等

C 山形県 がん、糖尿病、脳卒中
①協議会、②医療連携に関する緩不0ケア研修会、③在宅治

療研修会の実施 等

7 福島県 救急医療 Э協議会、②医療従事者向けの研修会 等

8 茨城県 急性心筋梗塞対策、小児救急医療対策
Э協議会、②医療従事者向けの医療連携研1場会、③保護者
向けの啓発バンフレット作成並びに講習会の開催 等

9 栃木県 糖尿病、脳卒中、急性心筋梗塞脳、小児救急
辞穆薫ぁG値FS彗薔産局慶肇基調畠遷98雰肇闇曇塞R
の勉強会の開催、⑥こども救急ガイドブックの作成、配布

等

lC 群馬県 糖尿病対策、小児救急医療 胃座君言語窓冒信ヒ21お警震冨異濡遭総認纂讐彗ぁ霙健
等

埼玉県 がん、糖尿病、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病 D推進委員会、②連携パスの検討、③連携研修会 等

12 千葉県 小児救急、救急、周産期
Я房蕗念労P′ド辱95誘嘉縄iする電薔票貪寒電5し9屋煽
域小児科医との連携、⑤含同症例検討会、⑥地域連携パス
の利用と改善、⑦医療機関診療機能調査 等

1 東京都 脳卒中対策、糖尿病対策、周産期医療対策 呈讐重

'碧

響][筐馨量暑言峯言芦g堂」季5星,ラi讐
プの構築 等

14 新潟県 4疾病5事業 D医療連絡協議会、②県民への情報提供方法等の検討 等

Ｆ

ヽ 富山県 4疾病5事業 璽薯高つぁ8穆基廃寵濯炉8壁欝藷厘ゐ畠橿腎b9憲座態
体制の市民フォーラムの開催 等

16 石川県 脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病対策、小児救急
①地1或連携クリティカルバス策定検討会、②こどもの急病

B寺における対応のパンフレットを配市し、急病時における

知識の普及啓発を図る 等

17 福丼県
脳卒中、急性lb筋梗塞、糖尿病、救急、へさ

地、周産期、小児医療対策
①協議会、②連携パスの普及 等

18 山梨県 糖尿病、小児救急 昌層麗璽暑3背沼凩醤曇基冨進夕と力:員2藻基磐高青業≦
会の開催 等

19 岐阜県 生活習慣病
①医療連携に関する講習会の開催、②医療連携バスの現1犬
l巴握、③代表者会議、実務者会議 等
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都道府県名 実施事業名 王ヽ な 事 業 内 容

2C 静岡県 4疾病 5事業

①協議会、②講演針 研究会の開1在、③在宅医療に関する
患者情報共有するシステム開発、④住民向け医療機関、薬
局、介護施設等の情報や災害B寺の対応等についての情報提
供、⑤クリティカルバスの作成 等

21 愛矢0県 糖尿病対策
Э推進会議、②糖尿病教育入院システムの普及啓発、運営
改善 等

22 三重県 救急医療、小児救急、産科医療
D検討会、②県民への医療機能分イヒの推進を図るためシン
ポジウム、セミす―を開催 等

23 滋賀県 地域連携、在宅医療、小児救急
①協議会、②地域連携クリテイカルパスの開発、③地域の
医師ネットワークの構築、③急病時のガイドブックの配布
等

24 京都府 4疾病5事業 ①協議会、②医療従事者自け研修会、③切れ目のない医療
提供体制の確保、④シンポジウムの開催 等

25 大阪府 救急医療、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病
①検討会、②救急医療のあり方に関する普及啓発、③クリ
ティカルパスの導入 。普及 等

26 奈良県 4疾病 5事業 ①協議会、②医療連携体制の構築、③小児救急医療啓発冊
子の作成及び講習会の開催 等

27 島根県 4疾病 5事業
①検討会、②小児救急のガイドブックの作成及び講演会の
開催、③救急外来受診の啓発チラシの配布、④パスの追加
等

28 広島県 1図卒中対策
①協議会、②連携パスの共通化等の検討、③医療従事者向
け研1多会 等

29 山□県 4疾病 5事業 ①連携体制協議会、②小児の保護者に対する講習会の開催
等

30 徳島県 小児救急、救急医療
D協議会、②小児救急対応ガイドブックの作成、配布、③
シンポジウム開催 等

31 香川県 がん ⊃協議会、②地1或連携パスの作成、配布 等

32 高知県
脳卒中、急性′b筋梗塞、糖尿病、小児救急、小
児医療

Эクリティカルバスの推進、②データバンク作成運用研修
会の開催、③アクシヨンプランの作成、④小児医療に関す
る啓発バンフレットの作成 等

33 福岡県 脳卒中対策
Э協議会、②モデル的連携バスの作成、検証、③病院関係
者等向け研修会 等

34 佐賀県 がん、脳卒中、急性′b筋梗塞、糖尿病対策 Э協議会、②連携パス普及のための研修会、③がんに関す
る連携パスの検討・作成 等

35 長崎県
周産期、糖尿病、急性心筋梗塞対策、脳卒中、
在宅医療

Э実施事業ごとに検討会の開催 等

36 熊本県 糖尿病対策
Э協議会、②連携パス企画会議、③住民を対象とした予防
推進大会

37 大分県 脳卒中対策、小児救急医療
Э協議会、②地域連携クリテイカルバスの実践と評価、③
クリティカルバスの普及啓発のための研1多会 等

38 鹿児島県 4疾病 5事業 D地 1或保健医療福祉協議会 他

39 沖縄県 糖尿病対策、小児救急
①推進委員会、②研修会の開催、症例検討会、0受診のあ
り方の普及啓発 等
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Ｉ
Ｉ

府 22年 3月 3

都道府県名

医 療  法 人 (総数

一』人〔

出型法

人

特定医療法人 (再掲 ) 特別医療法人 (再掲 ) 社会医 1員法人 (再掲 ) 厚 生 労 働 大 臣 所 法 人  (再掲 ) 一人医師医療法人 (再掲 )

設 立 認 可 件 数 備   考
総 数 財 団

社 団
総 数 財 団 社団 総数 財団 社団 総数 財 団 社 団 総数 財団

社 団

総数 持分有 1持分無 総数 持分有 1持分無 総 数 医 科 歯科

1北

2青

3岩

蠣

通

着

手

場

Ｅ

海 2,371

33Z

2.2051  166
3201     14

2901 29
6731     43

1

1

1

1 1

`
1

6

1

1 ・一人医師医療法人設立認可

件数の推移

昭和61年 12月 末  179件

昭和62年 3月 末  320件

昭和62年 12月 末  723件

昭和63年 3月 末  815件

昭和63年 12月 末 1.557件

平成元年 3月 末 2.417件

平成元年 12月 末 6620件

平成 2年 3月 末 7.218件

平成 2年 12月 末 9.451件

平成 0年 3月 末 9.881件

平成 3年 12月 末 11,296件

平成 4年 3月 末 11.597件

平成 4年 12月 末 13,205件

平成 5年 3月 末 13.822件

平成 5年 12月 末 15665件

平成 6年 3月 末 i5.935件

平成 6年 12月 末 17.322件

平成 7年 3月 末
'7.828件

平成 7年 12月 末 19,008件

平成 8年 3月 末 19.545件

平成 8年 12月 末 20.812件

1 平成 9年 3月 末 21324件

山

福

茨

栃

登

2

:

1 1

1

l

1

1

1

1

2

∝

優

∝

“

α

奈

埼

千

東

神

経

2,10(

1,601

4,79(

2.671

2,08〔

1,59〔

4,69(

2.63`

1,951  137
1,497   9〔
4.1621  531
2.4141  22(
A3,1     4`

1

1

l

1

1

3

1

1 1

1,761

1,341

4,17`

2.271

３４

００

９８

６９

“

416

339

:,18〔

57〔

14`

畢 ‖
肥 ]

11

11

13

2

3

4

4 1 3

1

137

269

185

142
tALl

1岐

静

愛

〓
一

64(

1,22(

1,76i

60(

■R

2

1

64〔

1,221

1,75(

60〔

1,1::|

1,6811

5751

3701

1

1

2

3

1

2

5

1,094

1,394

50〔

■4r

4341   81
9661    128

1.1::1 2;:

,901     41

榔

阪

庫

良

‐――勁

京

大

兵

奈

「

848

3.443

1.832

411
3■ 6

82`

3,401

1.811

401

1,7241

3701

0A,|

1(

2(

3

3

1

1

2

1 1

1

2

2

682

3,149

1,617

321

5741  108
2.561  588
1.3531    264

2861   35
269     41

鳥

島

岡

広

‐―‐

1

1

304,
320

861

1,249
D 

'J

l

2

2

1

21

1 1
11

1

2

2

4

2

251

27(

75`

1,111

571

2011

2241

629

9671

1111

徳

香

愛

高

鯨

6

5

1

543

4421

8131

360‐

2 ,971

1  3
11  2
31  3

4

11     lo

1

1

`

3

９０

９９

“

４３

鮎

3891

3321

589

1961

1 6621

佐

長

熊

大

き

1

7

1

11

〔

14

(

1

1

J

1

2

23r
524

634

371

363

46鹿  児
4?1沖

1 3 1

45 981 42 9021  2 692 65〔 511    33 31  51 38 23 30 862‐   7 36〔



平成23年 1月 1日 現在

都 道 府 暉 名法 人
主

所

た
　
の

る

所

事

在

務

地
認 定 年 月 日

施 設 の 名 称

業 務 の 区 分

北  海  道

社会医療法人社団 カレスサッポロ
北海道札幌市中央区

北 1条東 1-2-3
平成20年 7月 10日

北光記念病院

救急医療

社会医療法人 函館渡辺病院
北海道函館市
湯り|1町 1-31-1 平成20年 11月 1日

函館渡辺病院

精神科救急医療

社会医療法人 Jじ斗
北海道帯広市

稲田町基線 7番地 5
平成21年 3月 1日

北斗病院

救急医療

社会医療法人 孝仁会
1ヒ海道釧路市
賢国191番 212

平成21年 3月 1日
孝仁会記念病院

救急医療

l■会医療法人 禎心会
北海道札幌市東区
北44条東8丁 目1番 6号

平成22年 3月 1日

禎心会病院

救急医療

新札幌恵愛会病院

へき地医療

社会医療法人 友愛会
北海道登別市

鷲別町2丁 目32番地 1
平成22年 3月 1日

友愛会恵愛病院

精神科救急医療

社会医療法人 母恋
北海道室蘭市

新富町 1513
平成22年 3月 1日

日鋼記念病院

救急医療

災害医療

小児救急医療

天使病院

周産期医療

社会医療法人 恵和会
北海道札幌市豊平区

西岡4条 4丁 目1番 52号
平成22年 9月 1日

西岡病院

へき地医療

社会医療法人 恵佑会
北海道札幌市自石区
本通14丁 目北1番 1号

平成22年 9月 1日
恵佑会札幌病院

へ■獅医 I●

社会医療法人社団 即仁会
北海道北広島市

栄町 1丁 目5番地 2
平成22年 9月 1日

北広島病院

へき地医療

青  森  岬 社会医療法人 博進会 青森県三戸郡南部町大字

沖田面字千刈36番地 2
平成20年 12月 1日

南部病院

救 急医療

秋 田 岬

社会医療法人 明和会
秋田県秋田市南通
みその町3番 33号

平成21年 2月 1日
中通総合病院

救急医療

社会医療法人 興生会
秋田県横手市

根岸町 8番 21号
平成21年 4月 1日

巌手興生病院

購神科救急医療

山  形  編 社会医療法人 公徳会 山形県南陽市欄塚
948番地の 1 平成22年 1月 1日

陛藤 病院

睛神科救急医療

福  島  月
社会医療法人 福島厚生会

福島県福島市北沢又字

成出 16番地の2
平成20年 11月 1日

福島第一病院

敏急医療

社会医療法人 一陽会
福島県福島市
′ヽ島町 15番 27号

平成21年 10月 1日
―陽会病院

■神科救急医療

断 木 県

社会医療法人 博愛会
栃木県那須塩原市
大黒町 2番5号

平成21年 1月 1日
旨間記念病院

炊急医療

社会医療法人 恵生会
栃木県さくら市
民家2650番地

平成21年 4月 1日
黒須病院

救急医療

群 馬 県 社会医療法人 輝城会
群馬県沼田市

栄町 8
平成21年 7月 1日

沼田脳神経外科循環器科病院

枚●_医療

埼 玉 岬
社会医療法人社団

新都市医療研究会〔関越〕会

埼玉県鶴ヶ島市

大字脚折 145-1
平成22年 4月 1月

関越病院

救急医療

千  葉  県

社会医療法人 菊田会
千葉県習志野市

津田沼5-5-25
平成22年 4月 1日

習志野第一病院

救急医療

社会医療法人 木下会
千葉県松戸市

金ヶ作 107番 地の 1
平成22年 4月 1日

千葉西総合病院

救急医療

社会医療法人社団 千葉県動労者医療協会
千葉県千葉市花見川区
幕張町4丁目524番地の2

平成22年 8月 26日

rpt橋二和病院

散急医療

Jヽ児救急医療

社会医療法人社団 同仁会
千葉県木更津市
岩根二丁目3番 1号

平成22年 8月 26日
更ヽ津病院

■神科救急医療

社会医療法人社団 さつき会
千葉県袖ヶ浦市長浦駅前
5丁 目21番地

平成 22年 8月 26日
噛ヶ浦きつき台病院

宥神科救急医療

東  京  ヨ

l■会医療法人財団 大和会
東京都東大和市

南街 1-13-12 平成21年 4月 1日
東大和病院

救急医療

社会医療法人社団 健生会
東京都立川市錦町
一丁 目16番 15号

平成21年 9月 1日
立川相互病院

救急医療

社会医療法人財団 河北医療財団
東京都杉並区

阿佐谷北―丁目7番 3号
平成22年 10月 1日

河北総合病院

救急医療

小児救急医療

神 奈 り:1厚

社会医療法人社団 三思会
神奈川県厚木市

沿子 232番地
平成21年 4月 1日

東名厚木病院

救 急医療

社会医療法人財団 互恵会
陣奈川県鎌倉市
大船 6-2-24 平成22年4月 1日

大船中央病院

救急医療

新  潟  埠
社会医療法人 嵐陽会

新潟県三条市本町
五丁 目2番 30号

平成21年 4月 1日
三之町病院

救 急医療

社会医療法人 桑名恵風会
新潟 県新潟市 東区

河渡 甲 140番地
平成21年 4月 1日

桑名病院

救急医療

石 り|| 帰 社会医療法人財団 重仙会
石川県七尾市
菖岡町94番地

平成20年 11月 1日
恵寿総合病院

救急医療

社会医療法人の認定状況について
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長  野  岬

生会医療法人財団 慈泉会
長野県松本市

本庄2-5-1 平成20年 12月 1日
旧澤病院

枚急医療

i会医療法人 恵仁会
晨野県佐久市

中込三丁目15番地 6
平成21年 11月 1日

旨平高原クリニック

きヽ地医療

i会医療法人 城西医療財団
長野県松本市

域西 1丁 目5番 16号
1城西病院

l精神科救急医療

岐  阜  県
社会医療法人 厚生会

皮阜県美濃加茂市

雪井町下古井590 平成20年 10月 1日
木沢記念病院

枚急医療

社会医療法人 蘇西厚生会
皮阜県羽島郡笠松町
ヨ代185番地の1

平成20年 10月 1日
松波総合病院

救急医療

愛  知   岬

社会医療法人財団 せせらぎ会
愛知県北設楽郡東栄町

大字三輪字上栗5番地
平成21年 4月 1日

東栄町国民健康保険東栄病院

へき地医療

社会医療法人 杏嶺会
愛知県一宮市奥町

字下口西89番地 1
平成21年 4月 1日

一宮西病院

救急医療

社会医療法人財団 新和会
愛知県安城市

住吉町2丁 目2番 7号
平成21年 4月 1日

八千代病院

救急医療

社会医療法人 明陽会 愛知県豊橋市自河町78 平成22年 4月 1日
成田記念病院

救急医療

二  重  県 性会医療法人 居仁会
二重県四日市市 日永
5039番地

平成22年 3月 5日
総合心療センターひなが

隋神科救急医療

滋  賀  県 社会医療法人 誠光会 滋賀県草津市矢橋町 1660 平成20年 9月 1日

草津総合病院

救急医療

小児救急医療

災害医療

京  都  府

吐会医療法人 岡本病院(財団)
京都府京都市伏見区

京町 9丁 目50番地
平成21年 4月 1日

第二岡本総合病院

救急医療

士会医療法人 西陣健康会

京都府京都市上京区

堀川通今出川上ル

北舟橋町865番地
平成21年 4月 1日

堀川病院

救急医療

士会医療法人 和交会

京都府京都市右京区

太秦帷子ノ辻町
30番地

平成21年 4月 l日
太秦病院

救急医療

士会医療法人 弘仁会
京都府京都市伏見区

桃山町泰長老 115番地
平成22年 4月 1月

大島病院

餃急医療

大  阪  府

ll会医療法人 愛仁会
大阪府大阪市西淀川区

田二丁 目2番45号
平成21年 1月 1日

千船病院

救急医療

高槻病院

救 急 医療

小児救 急医療
円薩細 医春

社会医療法人 協和会
大阪府大阪市北区

天神橋七丁目5番 26号
平成21年 1月 1日

加納総合病院

救急医療

北大阪病院

救急医療

社会医療法人 真美会
大阪府大阪市旭区

新森四丁目13番 17号
平成21年 1月 1日

中野こども病院

」ヽ児救急医療

吐会医療法人 生長会
大阪府和泉市肥子町
―丁目10番 17号

平成21年 1月 1日

膏中 病院

枚急医療

｀ルランド総合病院

版急医療

士会医療法人 栄公会
大阪府泉佐野市中町

三丁 目4番 5号
平成 21年 1月 1日

左野記念病院

枚急医療

士会医療法人 きっこう会
大阪府大阪市西区境川
―丁目2番 31号

平成21年 1月 1日
e合病院多根病院

枚急医療

■会医療法人 ペガサス
大阪府堺市西区浜寺船尾町
東四丁244番 地

平成21年 1月 1日
焉場記念病院

吹急医療

社会医療法人 若弘会
大阪府大阪市浪速区日本橋

四丁 目7番 17号
平成21年 7月 1日

旨草第一病院

改急医療

ll会医療法人 大道会
大阪府大阪市城東区東中浜
一丁目5番 1号

平成22年 1月 1日
森之宮病院

救急医療

社会医療法人 景岳会
大阪府大阪市住之江区東加賀

量―丁 目18番 18号
平成22年 1月 1月

総合病院南大阪病院

救急医療

社会医療法人 弘道会
大阪府守口市佐太中町六丁目
17番 33号 平成22年 1月 1月

守 口生野記念病院

救急医療

社会医療法人 盛和会
大阪府大阪市鶴見区

鶴見 4丁 目1番 30号
平成22年 7月 1日

本田病院

救急医療

社会医療法人 山弘会
大阪府寝屋川市

秦町 15番 3号
平成22年 7月 1日

上山病院

救急医療

社会医療法人 阪南医療福祉センター
大阪府松原市

南新町 3丁 目3番28号
平成22年 7月 1日

阪南中央病院

周産期医療
小児救急医療

ll会医療法人 同仁会
大阪府堺市堺区

老松町 2丁 目58番 1号
平成23年 1月 1日

原総合病院

救急医療

土会医療法人 医真会
大阪府八尾市
沼 1丁 目41番地 平成 23年 1月 1日

尾総合病院

救急医療
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大  阪  府 社会医療法人 信愛会 大阪府交野市

弘部 2丁 目 11番 38号
平成23年 1月 1日

啜生会脳神経外科病院

枚急医療

兵  庫  県 吐会医療法人 渡邊高記念会 兵庫県西宮市室川町 10番 22号 平成22年4月 1日
E宮渡辺病院

崚急医療

奈  良  県 士会医療法人 高清会 奈良県天理市

破之庄町461番 地の 2
平成22年4月 1日

高井病院

牧急医療

和 歌 山 県 社会医療法人 黎明会
FD歌山県御坊市場川町
訪部 728番 地の4 平成21年 7月 27日

化出病院

女急医療

鳥  取  県
l■会医療法人 明和会 医療福祉センター

鳥取県鳥取市

東町 3丁 目307番 地
平成20年 10月 1日

渡辺病院

睛神科救急医療

社会医療法人 仁厚会
鳥取県倉吉市
山根 43番地

平成20年 10月 1日
医療福祉センター倉吉病院

諸神科救急医療

島  根   県

社会医療法人 石州会
島根県鹿足郡吉賀町
六日市 368番地4 平成21年 1月 1日

ヽ日市病院

枚急医療

社会医療法人 清和会
島根県浜田市港町
293-2 平成21年 1月 1日

蜃川病院

者神科救急医療

社会医療法人 昌林会
島根県安来市安来町
899番地 1

平成20年 11月 26日
来々第一病院

■神科救急医療

岡  山  県

社会医療法人 哲西会
岡山県新見市

哲西町矢田3604 平成21年3月 2日
哲西町診療所

へき地医療

l■会医療法人 緑社会 司山県真庭市西原 63 平成21年 12月 1日
金田病院

枚急医療

ll会医療法人 光生病院
岡山県岡山市北区
厚生町3丁目8番 35 平成22年4月 1日

t生病院

寺負 疾 繕

社会医療法人 水和会
岡山県倉敷市
水島青葉町4-5 平成22年 10月 1日

水島中央病院

敗急医療

社会医療法人 全仁会
岡山県倉敷市
老松町 4-3-38 平成22年 12月 1日

倉敷平成病院

枚急医療

広  島  県

社会医療法人社団 陽正会
広島県福山市
新市町大字新市37番地

平成21年 3月 1日
寺 岡記 念病院

救急医療

社会医療法人 祥和会
広島県福山市沖野上町
三丁 目6番 28号

平成21年4月 1日
脳神経センター大田記念病院

敗急医療

社会医療法人 里仁会
広島県三原市皆実三丁目
3番 28号 平成21年 9月 1日

興生総合病院

枚急医療

災害医療

社会医療法人 定和会
広島県福山市赤坂町大字
赤坂1313番地

平成21年 10月 1日
神原病院

救急医療

社会医療法人 沼南会
広島県福山市沼隈町大字

常石 1083番地 平成22年 4月 1月
沼限病院

救急医療

山  口   県

社会医療法人 同仁会
山口県下松市
生野屋南 1-10-1 平成21年 11月 1日

周南記念病院

救急医療

社会医療法人 尾中病院
山口県宇都市常盤町
2-4-5 平成22年4月 1日

尾中病院

救急医療

香 サ|| 暉 社会医療法人財団 大樹会
香川県坂出市
室町三丁目5番 28号

平成20年 10月 1日

総合病院回生病院

救急医療

災害医療

愛  媛  県

社会医療法人社団 更生会
愛媛県西条市大町
739番地 平成20年 12月 1日

村上記念病院

救急医療

社会医療法人 同心会 愛媛県西条市朔日市804番地 平成21年 12月 1日
西条中央病院

児ヽ救急医療

社会医療法人 真泉会
愛媛県今治市宮下町
1丁 目 1番地 21号

平成21年 12月 1日
第一病院

救急医療

社会医療法人 生きる会
愛媛県今治市北宝来町
二丁 目4番地 9

平成22年 1月 1日
頼戸内海病院

枚急医療

覇  知  県 社会医療法人 近森会 5知県大川筋 1丁 目 1番 16号 平成22年 1月 1日

近森病院

救急医療

災害医療

福  岡  県

社会医療法人 大成会
嘔岡県福岡市早良区

E新 1丁 目 1番 35号
平成20年 11月 1日

福岡記念病院

救急医療

社会医療法人社団 至誠会
福岡県福岡市博多区

千代 2丁 目13番 19号
平成21年 1月 1日

木村病院

枚急医療

社会医療法人 雪の聖母会
福岡県久留米市

津福本町422番 地 平成 21年 4月 1日

聖マリア病院

救急医療

災害医療

小児救急医療

周産期医療

社会医療法人 陽明会
福岡県京都郡苅田町
大字新津 1598番 地 平成 21年 12月 1日

小波瀬病院

救急医療

社会医療法人 栄光会
福岡県糟屋郡志免町

別府西 3丁 目8番 15号
平成21年 12月 1日

栄光病院

救急医療

社会医療 法人財団 池友会
福岡県北九州市Fl司 区

大里新町 2番 5号
平成 22年 4月 1日

新小文字病院
新行橋病院

福岡新水巻病院

救急医療

福岡和白病院

救急医療

災害医療
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福  岡   月
社会医療法人 共愛会

嘱岡県北九州市戸畑区

尺見二丁 目5番 1号
平成22年4月 1日

=畑共立病院
貯負 医 霧

l■会医療法人 喜悦会
嘔岡県福岡市南区

旬新町二丁 目17番 17号
平成 22年4月 1日

]「珂川病院

枚急医療

左  賀  嘱 社会医療法人 謙仁会
佐賀県伊万里市
二里町人谷掘 13番地5

平成21年 1月 1日
山元記念病院

貯争 医 格

長 崎 現 ll会医療法人 長崎記念病院
長崎県長崎市深堀町

1丁 目 11番 54
平成21年4月 1日

長崎記念病院

救急医療
用、旧 蓋 争 医 癬

熊  本  埠 社会医療法人社団 熊本丸田会
熊本県熊本市
九品寺一丁 目15番7号

平成22年 9月 1日
熊本リハビリテーション病院

へき地医療

人  分  県

社会医療法人財団 天心堂
人分県大分市大字中戸次

宇二本木5956番 地
F成 20年 10月 8日

天心堂へつぎ病院

救急医療

社会医療法人 敬和会
大分県大分市西鶴崎

3丁 目7番 11号
平成21年 4月 1日

大分岡病院

着 魚 瞑 春

社会医療法人 間愛会
大分県大分市

佐賀関750-88
平成21年 11月 1日

佐賀関病院

へき地医療

社会医療法人 三愛会 大分県大分市市 1213 平成21年 11月 1日

大分三愛メディカルセンター

救急医療

災害医療

ゴ  崎  県 社会医療法人 泉和会
宮崎県日向市鶴町
2丁目9番 20号

平成21年 1月 5日
千代田病院

救急医療

菫 児 島 県

士会医療法人 聖医会
菫児島県枕崎市

晟町 220番地
平成21年4月 1日

サザン・リージヨン病院

救急医療

吐会医療法人 緑泉会
鹿児島県鹿児島市

草牟田2丁 目29番 50号
平成21年4月 1日

整形外科米盛病院

救急医療

llL会 医療法人 慈生会
鹿児島県枕崎市

白沢北町 191番 地
平成21年 9月 1日

ウエルフエア九州病院

精神科救急医療

吐会医療法人 義順顕彰会
鹿児島県西之表市

西之表7463番 地
平成22年4月 1日

田上病院

へき地医療

中  縄   県

社会医療法人 かりゆし会
沖縄県中頭郡中城村

字伊集208番地
平成21年3月 1日

―ヽトライフ病院

救急医療

社会医療法人 敬愛会
沖縄県沖縄市知花

6丁 目25番 5号
平成21年 3月 1日

中頭病院

救急医療
″、
'口

対 晏 医 痣

l■会医療法人 仁愛会
沖縄県浦添市

伊祖 4丁 目16番 1号
平成 21年 10月 1日

浦添総合病院

救急医療

た 臣 所 電

l■会医療法人 シ
・
ャハ
・ンメディカルアライアンス

神奈川県海老名市
河 原 口 1320

平成21年4月 1日

海老名総合病院

救急医療

東埼玉総合病院

救急医療

社会医療法人財団 石心会
神奈川県川崎市幸区

部町39番地 1
平成 21年 11月 1日

川崎幸病院

救急医療

狭山病院

般 負 瞑 籍

ヘ
ロ 計 116法人
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27.都道府県別病院機能評価認定状況一覧

平成23年 1月 7日

都道府県名 全病院数 a 申請病院数 ヒ審査終了数 c 認定数 d 申請率 (b/a) 認定率 (d/b) 認定率 (d/c)

」ヒ髯再11雪 585 148 148 135 25.30% 91.22% 91.22%

青森県 104 22 22 21 21. 15% 95.45% 95.45%

岩手県 95 31 30 28 32 63% 90.32% 93.33ツ

富城県
７
′
′
牛 36 34 30 24.49% 83.33% 88.24%

秋田県
７
′ 21 18 16 27.27% 76.19% 88.89ツ

山形県 68 26 25 22 38.24% 84.62% 88.00ツ

福島県 140 46 45 34 32.86% 73.91% 75.56%

茨城県 185 40 39 35 21.62% 87.50% 89.74%

栃木県 30 30 23 27.270/0 76.
υ
К
７
′
虔
υ 76.67ツ

群 馬県 133 52 50 42 39.10% 80.77% 84.00%

埼玉県 348 117 115 100 33.62% 85.470/c 86.96γ

千葉県 283 72 72 55 25.44% 76 39% 76.39%

東京都 646 231 228 183 35.76% 79.22% 80.26%

神奈川県 343 119 118 100 34.69% 84.03% 84.75%

新潟県 131 53 53 42 40.46% 79.25% 79.25%

富山県 110 28 27 25 25.4511 89.2911 92.59%

石川県 101 40 40 36 39.60% 90.00% 90.00%

福井県 75 24 24 22 32.00% 91 67% 91.67γ

山梨県
α
υ 20 18 16 33.33% 80.00% 88.89%

長野 県 132 53 51 48 40.15% 90.57% 94.12%

岐阜県 104 40 39 32 38.46% 80.0011 82.05%
静 岡 県 186 66 64 ｎ

υ
●
Ｕ 35.48% 90. 91% 93.75%

愛知県 329 116 115 109 35.26% 93.97% 94.78%
二 重 県 102 41 40 34 40.20% 82.93% 85.00%
滋賀県

虔
υ 29 29 26 48.33% 89.6611 89.66%

京都府
７
′ 65 65 59 37.14% 90.77% 90.77%

大阪府 540 188 185 172 34.81% 91.49ツ 92.97%

兵庫県 349 157 152 118 44.99% 75.16% 77.63%
奈良県 75 26 24 ０

こ 34.67% 84_62% 91. 67%

和歌山県 92 20 20 19 21. 74% 95.00% 95.00%
鳥取県 45 17 17 15 37.78% 88.24γ 88.24ツ

島根 県 54 23 22 18 42.59% 78.26% 81.82%
岡 山県 174 72 71 66 41.38% 91.67% 92.96%

広島県 254 98 96 89 38.580/0 90.82% 92.71ツ

山 口県 147 51 50 43 34.69% 84. 31% 86.00γ

徳島県 116 42 40 39 36.210/0 92.860/c 97 50%

香川県
′
↓
ｎ
υ 32 31 25 34.04% 78.130/0 80.65%

曇媛 県 143 45 45 41 31.47ツ 91. 11% 91. 11%

高知県 137 43 41 36 31.39γ 83.72% 87.80%
福 岡 県 466 185 183 154 39.70% 83.24% 84.15%
佐賀県 110 37 37 30 33.64ツ 81 08% 81.080/1

長崎県
ｎ
∠
ｒ
Ｕ 49 48 41 30.25ツ 83.67% 85.42%

熊本 県 218 80 78 69 36.70% 86 25% 88,46%
大分県 160 51 51 49 31.88% 96.08% 96 08%

宮崎県 142 39 38 33 27 46% 84.62% 86.84ツ

康児島県 266 96 94 ７
′
０
０ 36.09% 90.63% 92.55%

沖縄県 94 44 43 36 46.81% 81.82% 83_ ノ2U/1

合  計 8,667 2,961 2.905 2.535 64. :0% bb_bl% 8ノ .26%

※各都道府県の全病院数は、「医療施設動態調査 (平成22年 10月 末概数)」 より

※「認定率 (d/b)」 は対申請数,「認定率 (d/c)」 は対審査終了数とした。
※更新申請数は含めていない。
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28.開設者別病院機能評価認定証発行病院数

開設主体 全国病院数 認定病院数 認定率

国

厚生労働省 14 9 64.3%

独立行政法人国立病院機構 144
つ
乙
Ｅ
Ｕ 36.1%

国立大学法人 48
∩
υ
０
０ 81.30/0

独立行政法人労働者健康福祉機構 34
つ
０ 91 2%

国立高度専門医療研究センター 8 4 50.0%

その他の国立
公
Ｕ
Ｏ
乙 0 0.0%

公

　

的

都道府県 234 132
α
Ｕ
員
Ｊ 40/

市町村 701 265 37.801

地方独立行政法人 54 Ｅ
Ｕ
Ｏ
こ 46.3)

日 赤 91
η
′
α
Ｕ 73.6%

済生会
∩
Ｕ
０
０ 50 62.5ツ

厚生連 112
虔
Ｕ 54.50/1

その他の公的医療機関
７
′ 1 14.3%

社

　

保

全社連 51
∩
コ
０
０ 76.59

健康保険組合及びその連合会 13 4 30.8%

共済組合及びその連合会

“

31 67.4γ

その他の社保関係団体 100.0%

公益法人
０
４
９０
０ 158 40.3%

医療法人 5,719 1,359 23.80/1

学校法人 108 53 49.1ツ

会  社 64 Ｅ
Ｕ
つ
０ 54,7%

その他の法人 304 90 29.6以

個 人 ａ
ｕ
Ａ
Ｖ
′
叶

∩
υ 47%

合  計 8,667 2,535 29.2%

※全国病院数は「医療施設動態調査結果 (平成22年 10月 末概数)」 より

※認定病院数は、平成23年 1月 7日現在
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29.医療監視員数調

(注 )「 専 」は 、 専 任 の 医 療 監 視 員 の 再 掲 で あ る 。
「その他」は、保健センター、衛生試験所、環境センター等の職員である。

1日

県名

県 職 員 政令市職員及び特別区職員 合計

フトtF
「

保健所 ０
他

計 フトア
「

保健所 その

他

計 本庁 保健所 その

他専 専 専 専 専 専 専 専 専

北 海 道 1 0 0 0 0

青 森 県 11 0 5 11 0 0 0

岩 手 県 0 0 0 0

宮 城 県 7 227 0 7 7 7 0 7 0 7

秋 田 県 0 8 0 0 0

山 形 県 0 0 5 0 0 4 0

福 島 県 1 6 6 17 17 6 0 0

茨 城 県 8 2 0 0 2 0 0 2

栃 木 県 17 0 17 0 0 0 0

群 馬 県 3 3 0 3 3 0 0 3

埼 玉 県 0 5 6 0 11 0 0 6

千 葉 県 0 153 2 0 0 525 0 2 552

東 京 都 9 9 0 377 0

神奈川県 0 278 0 0 336 0 0

新 潟 県 8 0 0 0 0 0

富 山 県 9 0 9 0 0

石 川 県 0 3 0 3 0

福 井 県 0 0 0 0 0 0

lL梨 県 9 0 0 0 0 0 0

長 野 県 0 0 1 0 236 0 0 246

岐 阜 県 0 0 0 0 0

静 岡 県 0 2 107 0 0 0 2

愛 知 県 385 0 2 2 465 0

二 重 県 7 7 0 102

滋 賀 県 0 1 0 0

京 都 府 224 236 0 0 0 496 0 0 523

大 阪 府 33(

兵 庫 県 282 2 9 2 11 2 9 2

奈 良 県 5 0 122 0

和歌山県 12 177 0

鳥 取 県 4 0 0 0 0

島 根 県 4 1 0 4 0

岡 山 県 6 0 6 0

広 島 県 6 3 7 7 9 7 7

山 口 県 1 2 0 6 0 2 122 0

徳 島 県 Q 0 0 109 0

香 県 3 0 0

愛 媛 県 0 0 0

高 知 県 6 1 0 0

福 岡 県 6 7 0 275 0

佐 賀 県 6 0 6 125 0

長 崎 県 15 0 3 5 6 5 5

熊 本 県 8 17 3 17 8 17 3

大 分 県 11 206 0 0 227 0

宮 崎 県 5 0 0 227 0 232 0

鹿児島県 14 376 0 8 0 0 8

沖 縄 県 4 0 4 0 0

合 計 7,120 0 7,631 2,700 2,934 214 675 7 9,820 352 10.56[ 374
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30。 平成 21年度立入検査結果 (概要 )

(1) 目 的
医療法 (昭和 23年法律第 205号 )第 25条第 1項の規定に基づ く立入
検査により、病院が医療法及び関連法令により規定された人員及び構造設備

を有 し、かつ、適正な管理を行つているか否かについて検査することにより、

病院を良質、かつ、適切な医療を行 う場にふさわ しいものとすることを目的

とする。

(2)実 施状況
対象病院 (8,741病 院)について、都道府県等において概ね年 1回 実施
している。 (実施率 :94.0%)

(3)立 入検査結果 (全体 )
(%)

大 項  目 小  項   目 今年度遵守率 前年度遵守率

医療従事者数

′′

′′

′′

帳 票・記 録

業 務 委 託

防火・防災体制

放 射 線 管 理

理管

師   数

師  数

師  数

病 室 の 定 員 遵 守

職 員 の 健 康 管 理

…

綺 鰤

診療の諸記録整理保管

感 染性廃 棄物 処 理

防 災危 害 防止 対 策

従事者被ばく防止措置

医

護

　

剤

看

　

薬

90.0

99.2

94.4

98.1

89.5

93.1

95.4

96 1

98.3

99.3

88. 3

98.9

93.7

98.0

88.8

90.4

94.3

96.7

97.6

99.1
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(4) 立入検査結果 (精神病院 )

(5)医療従事者の標準数遵守率の推移 (全体 )

(%)

大 項  目 小  項   目 今年度遵守率 前年度遵守率

医療従事者数

′′

′′

′′

帳 票・言己録

業 務 委 託

防 災 体 制

放 射 線 管 理

理管

師   数

師  数

師  数

病 室 の 定 員 遵 守

職 員 の 健 康 管 理

…
診療の諸記録整理保管

感 染性 廃 棄 物 処 理

防災危 害 防止 対 策

従事者被ばく防止措置

医

護

　

剤

看

　

薬

93.4

98.2

91.6

97.8

90.6

93.2

96.3

95.9

99.0

99.3

93.2

96.9

90.5

98.3

91.3

90.2

94.4

97.1

98.8

99.4

(年度、%)
職  種 平成 10年 平成11年 平成12年 平成 13年 平成 14年 平成 15年
医  師 64.0 69.0 713 72.6 75.0 81.3

看護師 97 9 98.1 98.7 98.0 98.3 98.8

薬剤師 68.2 82.9 84.9 85.4 84.1 88.0

職  種 平成 16年 平成17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年
医  師 83.5 83.8 85.0 86.9 88 3 90.0

看護師 99.1 99.3 98.5 98,8 98.9 99.2

薬斉J自市 89.6 90.7 91 9 92.8 93.7 94.4
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院内感染対策中央会議提言

はじめに

わが国における院内感染
(※ )は
、患者の高齢化による易感染者の増カロや、

多剤耐性菌の拡がりにより、各医療機関における対応が難しくなつている現

状があり、医療法施行規則に則り、個々の医療機関における日常的な実効あ

る感染制御の取り組みとともに、地域の医療機関等でネットワークを構築 し、

院内感染発生時にも各医療機関が適切に対応できるよう相互に支援する体

制の構築が重要である。

(※下線のある用語については末尾にその説明を付している。以下同じ)

今般の提言において、通常時と院内感染発生時における院内感染対策を、

各医療機関内、医療機関間の連携、行政の関わりという観点からそれぞれと

りまとめたので参考とされたい。

2 通常時の対応
(1)医療機関内における対応
1)医療機関における院内感染対策の組織体制について

医療機関内の業務従事者のいずれもが起因微生物を媒介する可能性

を持つことから、全ての業務従事者が感染対策に対する正 しい知識等

を有 し、その対策を徹底することが重要である。現実には、医療機関

内の院内感染対策は、入院する患者の特性から、それぞれの病棟ごと

に医療従事者の意識が異なる傾向があるが、基本となる標準的予防策

が確実に行われる必要がある。そのためには、医療機関内の各部署か

ら院内感染に係る情報が院内感染対策委員会に報告され、院内感染対

策委員会から状況に応 じた対応策が現場に迅速に還元されなければな

らない。

また、各医療機関の管理者は、実働部隊である感染制御チームが円

滑に活動できるよう、感染制御チームの院内での役割と位置づけを明

確化 し、医療機関内の業務従事者からの理解と協力が得られる環境を

整える必要がある。

2)感染制御チームについて

病床規模の大きい医療機関 (目安として病床が 300床以上)におけ

る感染制御チームによる定期的なラウン ドは、可能な限り 1週間に 1

度以上の頻度で感染制御に携わる医師、看護師、検査技師、薬剤師の

うち少なくとも 2名 以上の参加の上で行うことが望ましい。その際に

は、検査室の病棟別のデータ等を活用 して感染症患者の発生状況等を
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点検するとともに、各種の予防策の実施状況やその効果等を定期的に

評価 し、各病棟のリンクナースの活用等により臨床現場への適切な支

援を行つていくことが必要である。

リンクナースや病棟の責任者、診療科責任者は、それぞれ業務従事

者に対 し、感染制御チームから提供された情報を確実に伝達するとと

もに、標準的予防策の励行等基本的な事項の徹底も含め、必要に応 じ

た対策を遵守させることが必要である。

中小規模の医療機関 (目安として病床が 300床未満)におけるラウ
ン ドでは、マンパワーが少ない傾向がみられるため、看護師が 1人で

ラウン ドすることが多く、医師等に意見することに苦慮するケースも

存在する。些細な問題についても管理者や地域のネッ トワークに参加

する医療機関の専門家等に相談 し、支援を受けることができる体制を

確立することが必要である。           `
また感染制御チームは、ラウンドにおいて各病棟における抗菌薬の

使用状況を確認 し、必要に応 じて指導を行うことが必要である。

(2)医療機関間の連携について
医療機関における院内感染対策は、各医療機関それぞれの判断と責任

において実施されるべきものであるが、緊急時に地域の医療機関同士が

速やかに連携して各医療機関の対応への支援がなされるよう、医療機関

相互のネットワークを地域において構築し、日常的な相互の協力関係を

築くことが必要である。その際、地域のネットワークの拠点の医療機関

として、大学病院や国立病院機構傘下の医療機関、公立病院等地域にお

ける中核医療機関、あるいは学会指定医療機関等が中心的な役割を担う

必要がある。

(3)行政の関わり
1)地方自治体の役割
各医療機関が地域での院内感染の発生動向を把握し、適切な院内感

染対策を講じることができるよう、各地方自治体は厚生労働省が実施

する院内感染対策サーベイランス (」 ANIS)事業において収集した
薬剤耐性菌の検出状況や特定の薬剤耐性菌等による感染症患者の発生

動向に関する地域別の情報を把握・分析し、積極的に各医療機関へ情

報提供することが必要である。そのためにも、地方衛生研究所等にお

いて適切に院内感染起因微生物を検査できるよう、体制を充実強化す

る必要がある。
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また、地方自治体はそれぞれの地域の実状に合わせて、地域におけ

る院内感染対策のためのネットワークを整備 し、積極的に支援するこ

とが必要である。(参考資料 :既に活動 している地域ネットワークの例 )

具体的には、地域のネ ッ トワークの拠点医療機関等を設定 し、

ICD(Infection Control Doctor)や ICN(InfectiOn Contro「 Nurse)な

どの専門家のリス トアップを行うことや医療機関相互の日常の協力関

係が構築できるよう関係者への呼びかけを行うなどが考えられる。

2)国の役害1
各医療機関が自ら院内感染対策の充実を図れるよう、院内感染対策サ

ーベイランス (JANIS)事 業の情報発信機能を強化する必要がある。
具体的には、」ANIS参 加医療機関から得られたデータを、各自治体
や一般の医療機関が有効に活用できるようわか りやすく情報提供する

とともに、参加医療機関にとつても日常的な院内感染対策において活用

しやすい形式での情報の還元が望まれる。

例えば、各自治体に対しては、所管地域の医療機関における薬剤耐性

菌の検出状況や感染症患者の発生動向を把握・分析 し、医療機関に情報

提供 しやすい形式で、情報を自治体に提供することが必要である。

T般医療機関に対 しては、」ANISか らの季報等の公表データから
薬剤耐性菌の発生動向が把握できるよう、できるだけ迅速に、参加医療

機関から収集 したデータを集計・解析 し、公開する必要がある。

」ANIS参 加医療機関に対しては、特定の薬剤耐性菌の各病棟での

分布状況等、視覚的にも認知できるデータ解析ツールを提供するなど、

より院内感染対策の充実に結びつきやすい形式で情報提供する必要が

ある。

院内感染の発生の防止や感染拡大への対応のための費用や感染制御

医療従事者の養成のコス トが、各医療機関に負担になつているとの指摘

があることから、必要な検査の実施や、一定の院内感染対策のための体

制を確保する方策について検討すべきである。

また、新型の薬剤耐性菌などの出現や拡大などを想定し、それらに対

応可能な研究体制の充実や、解析体制の強化への支援も行う必要がある。

さらに、医療従事者の養成課程やその後の研修等において、院内感染

対策に対する知識の習得や意識の向上に取 り組む必要がある。

院内感染発生時の対応

ここでは、多剤耐性菌による院内感染事例を想定 している。他の起因微
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生物 (ウイルス等を含む)に対しては、それぞれ微生物の性質に鑑み、必要

に応じて以下の基準を参考に対策を立てることが適当である。

(1)医療機関内での対応
同一医療機関内又は同一病棟内で同一菌種による感染症の集積が見ら

れ、疫学的にアウ トブレイクが疑われると判断 した場合、当該医療機関

は院内感染対策委員会を開催 し、 1週間以内を目安に院内感染対策を策

定かつ実施することが必要である。アウ トブレイクと仮定する目安とし

ては一例目の発見から4週間以内に、同一病棟において新規に同一菌種

による感染症の発病症例 (菌種によつては保菌者を含む :バ ンコマイシ

ン耐性黄色ブ ドウ球菌 (VRSA)、 多剤耐性緑膿菌 (MDRP)、 バンコマイシン

耐性腸球菌 (VRE)、 多剤耐性アシネ トバクター ロバウマニ (/0/ir″防′θ″′

baumann//)等 ※。以下同じ)が 3例以上特定された場合、あるいは、同
一施設内で同一菌株と思われる感染症の発病症例 (菌種によつては保菌

者を含む)(抗菌薬感受性パターンが類似 した症例等)が 3例以上が特定
された場合などが考えられる。

(※今後の状況によつては、既に海外で発生事例が多く報告されているパント

ン・パレンタイン・ロイコシジン陽性黄色ブドウ球菌 (PVLISA)や、クロスト

リジウム・ディフィシル (″
“
″″ ″ ″fFJiοノ/θ)の 中でも毒性の強い

B1/NAP1/027株 等についても検討する必要がある)

院内感染対策を実施 した後、新たな感染症の発病症例 (菌種によつて

は保菌者を含む)を認めた場合、院内感染対策に不備がある可能性が有
ると判断 し、速やかに通常時から協力関係にある地域のネットワークに

参加する医療機関等の専門家に感染拡大の防止に向けた支援を依頼する

ことが必要である。

(2)医療機関間の連携と支援
院内感染が発生 した医療機関から依頼を受けた地域のネットワークに

参加する医療機関等の専門家は、当該医療機関が策定した院内感染対策

の内容や実施方法について助言 し支援を行うことが求められる。

その際、医療機関間の連携において知 り得た他の医療機関の情報の取

り扱いについては、各医療機関等の専門家等は十分留意する必要がある。

地域のネットワークに参加する医療機関等の専門家による支援のみで

の解決が難 しいと判断される場合は、地方衛生研究所や国立感染症研究

所等への相談等を状況に応 じて保健所や自治体を通 して行うことが必要

である。

(3)行政の関わ り
医療機関内での院内感染対策を講じた後、同一医療機関内で同一菌種
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による感染症の発病症例 (菌種によつては保菌者を含む)が多数にのぼ

る場合 (目 安として 10名 以上となつた場合)または当該院内感染事案と

の因果関係が否定できない死亡者が発生 した場合においては、管轄す
る

保健所にすみやかに報告する必要がある。 (こ のような場合
に至らない時

点であつても、医療機関の判断の下、必要に応 じて保健所に連絡
・相談

することが望ましい)。

院内感染発生の報告を受けた保健所は、当該院内感染発生事案
に対す

る医療機関の対応が、事案発生当初の計画どおり実施され効果を
上げて

いるか、また地域のネッ トワークに参加する医療機関等の専門家による

支援が順調に進められているか、一定期間内、定期的に確認 し、必要
に

応 じて」ANISの データを活用して指導及び助言を行うことが重要で

ある。保健所による指導及び助言は、必要に応 じて地域のネット
ワーク

に参加する医療機関等の専門家の判断も参考にすることが求められる。

また、院内感染の起因となる微生物の発生動向に関 し、当該医療機関内

のみならず地域的な広がりについても把握する必要がある。

なお保健所は、医療機関からの報告を受けた後、都道府県や政令市等

と緊密な連携をとり、必要に応じて対応 していくことが重要である。

ただし、保健所への報告を法律上で義務付けることについては、個々

の事案が報告すべき事項に該当するかどうかは必ず しも厳密に判断でき

るものではなく、また、法律上義務付けることで各医療機関が萎縮 して

しまうおそれもあることから、報告を求める方法としては、通知による

運用を念頭に検討すべきである。

4 その他
現在の医療において、院内感染の発生そのものを全て無 くすことは不可能で

あり、重症患者を積極的に受け入れる高度な医療を行う施設ほど発生
の確率が

高くなると考えられる。的確な院内感染対策を実施 している医療機関
において

も、院内感染は一定頻度起こり得るものである。

院内感染が発生 した際にも医療機関の院内感染対策について冷静に判断す

ることが重要であり、社会的非難を恐れてかえつて院内感染の発生が報告され

ず対応が後手に回つてしまうことのないよう、国民的な理解を進めることが強

く求められる。
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用語の説明

院内感染 (nOsOcOmial infectioJ

医療施設に入院した患者や医療従事者等が、医療施設内で感染した感染症のことを広義で指し、現在、院内感染に代

わり、関連学会では、病院感染 (hospital―acquired infection)や医療関連感染 (healthCare― associated infection)

という表現が広く使用されている。

感染対策委員会 (感染対策委員会)infeCtiOn Oontrol Collmittee(ICC)

医療機関が管理者 (院長や理事長)直属に設置する院内感染対策のための委員会のことを指し、医療機関内の様々な

職種の代表者を委員として、定期的且つ問題があつた場合に開催するもの

感染制御チーム Infection Control Team(lCT)

院内で発生する感染症 (医療関連感染症 healthcar← associated infections

〉を管理する、つまり、感染制御 infection prevention and control(感 染症の予防と制圧)を任務とする、医師、看

護師、薬剤師、臨床検査技師等により構成された実働チームのことを指す

ンフェクション・コントロール・ ドクターInfection Contlol Doctor(lCD)

感染制御を任務とする医師のことを指し、感染制御チームの一員として院内感染拡大防止や発生予防を主な任務とし

ている

インフェクション・コントロール・ナース Infection Control Nurse(ICN)

感染制御を任務とする専門的な研修を受けた看護師のことを指し、感染制御チームの一員として院内感染拡大防止や

発生予防を主な任務としている

ラウンドWard lial

感染制御チームによつて医療機関内全体をくまなく、あるいは、必要な部署/部位を巡回し、必要に応じてそれぞれの

部署に対して指導など行う。

リンクナース Link nurse(s)

各部署に配置され、感染制御チームと臨床現場とのパイプ役としての任務を行い各部署で模範的に感染対策を推進す

る看護師をさす。

障準的予防策 Standard precautionJ

(cf:① ―
reprollne f力 ぜedu/eng′おh/4morerh/41p/1P manua1/02 StandardPrecaυ flon ρdf

② 力婉 ″υ〃
"θ
崚理η レグ多たρ′οわ dttsル tiOn″sa′しbn200Zρ 油,

医療従事者が業務にあたり、全ての患者に対して感染予防のために行う予防策のことを指し、手洗い、手袋やマスク
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の着用といつた基本的な内容が含まれている。

感染対策サーベイランス (」 ANIS)事

薬剤耐性菌による感染症の発生状況を調査するために、調査に参加している医療機関から定期的に薬剤耐性菌等の発

生状況を収集し分析した上で、参加医療機関、一般に対し情報を提供している。
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日立大学附属病院感染対策協議会
国立大学医学部′附属病院長会議

国立大学附属病院感染対策協議会

事務局 会長

常任会議

作業部会 専門職部会 事業

サーベイランス
ガイ ドライン
教育

職業感染対策

口医師 甲歯科医療 ロ

・看護師・薬剤師 ロ
・臨床検査技師

【参考資料 :一山構成員】

改善支援
感染対策相互チェック



アウトブレイク事例に対する改善支援(16事例)

1午事|■■|1奉
=■
||||||■■雪聾111■||||||||■11111111111'111■■1111■1■
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改善支援調査を受審して

◆感染制御部(lC丁 )の病院における重要性が高まつた

◆lC下の組織体制が強化され(iCN増員)役割が明確になつた

◆診療各科に感染対策リンクD「とリンクNsが設置された

◆病棟とlC丁の連携が進んだ

◆病棟の設備 (浴室やシャワーなど)が 改善された

◆大学問相互チェックが重要と感じた

○○大学病院



サーベイランス事業

・病院感染の発生状況を把握するシステムの確立

・ 自施設の値を全体の中で比較し対策を検討・是正する参考と

する

・各科共通の病院感染を対象,サーベイランス方法はNNISに準

1   拠
∞
∞
〇|  
・ 対象期間を2～ 3ヶ 月に定め,全国の国立大学病院が同時に実

施
― 第1期 :中心静脈カテーテル関連血流感染 CRBSi(2001～ 2003年 )

一 第2期 :尿道留置カテーテル関連尿路感染 CA‐ U丁l(2004～ 2005年 )

一 第3期 :人工呼吸器関連肺炎VAP(2006～ 2008年 )

一 第4期 :手術部位感染 SSi着手+CRBSi,CA‐ UTl,VAPサーベイ継続 (2009年 ～)

0集計・解析結果を国立大学病院感染対策協議会 (総会)にて
報告
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教育部会 ブロック別研修会

行動目標
①病院感染対策を改善するための実践レベルでの活動に

必要な知識 口技術を習得する     ●   ■ |■
②感染管理に関する情報を共有し、自施設の感染管理活

動に生かす。

1日 目 :*医師・看護師 口薬剤師 口検査技師 合同研修会
テーマ1:抗菌薬適正使用への取り組み
テーマ2:口腔ケアを考える

2日 目 :*医師 口看護師 口薬剤師 甲検査技師 合同研修会
テーマ1:チームとしていかに感染対策を実践する
*iCN活動実践報告

平成22年度東海・北陸・近畿地区



感染対策相互チェックの成果
％

００
４
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ゃ 院内感染対策組織整備

晰 職員の啓発活動

― ICTによる介入・コンサルテーション

2006 2007

―■―感染対策マニュアルの整備

― 検査室耐性菌サーベイランス

2008

全国国立大学病院



【参考資料 :賀来構成員】

地域ネットワーク構築の要点

|

∞
∞
∞

|

1.明確なミッションプラン(活動指針 )
・感染対策情報の共有化
・感染対策の協カロ連携
・感染対策の支援
・人材育成支援

2.全施設員参加甲成果物の共有化

3.行政・メディアロ地域住民とも連携



東北地域 :感染対策ネットワークの実例…1

①感染対策情報の共有化
フォーラムの共同開催

――  ―――――‐-2008年より年1回実施:毎回約1,000名が参加地域11●おけ|る情報1共1有の1場|

【フオーラム内容 】

・新型インフルエンザシンポジウム

・感染制御ベーシックレクチャー

・アウトブレイク対応セミナー
日薬剤耐性菌制御ワークショップ
ロベストプラクテイスシンポジウム
・微生物観察コーナー・手洗い体験実践コーナー(市民参加)

・Websたe・ホームページの活用 httpノ/wwwtttohoku可 cnet口ac

【各種感染対策情報の共有】
・パワーポイント資料
・DVD形式 (新型インフルエンザ・アウトブレイク対応)
・各種マニュアル・ガイドライン
ロ各種講演会、フォーラムのお知らせ

―
―
∞
∞
ト
ー
ー



東北地域 対策ネットワークの実例…2
②感染対策の協力・連携
・ガイドラインロマニュアルの と

抗菌薬ガイドライン、消毒薬のガイドライン、介護・高齢者施設

の感染防止マニュアル、ベストプラクティスマニュアル等

抗菌薬使用ガイドライン

ロ地域の専門家グループで作成
・感染症系統別に分かりやすく記載
・地域の薬剤感受性成績なども呈示
・東北全域の医療関連施設に配布

手洗い関連口咳エチケットポスター
・東北厚生局と共同制作
・東北全域の医療関連施設に配布
・施設玄関や外来、病棟などに掲示

‐
‐
ω
∞
い
―
―

スヾターの



,こ Jヒ士

②感染
也域 :感染対策ネットワークの実例-3

対策の協力・連携
・共同サーベイランスの実施
病原体サーベイロアンチバイオグラムの比較データ等

*施設ごと靱感受r朧サーベイ称 スデータの作成と情報交換

―
―
∞
∞
〇
―
―
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C病院 1 91 1 88 1 34■ | 14■卜・フ1・ 卜54 11‐ |‐

'|‐

1 03 餞 湘■‐lol■ |||||■

市民向け感染セミナー、Mediaとのワークショップ

ロ市民向けセミナーの積極的開催

グラム染色による微生物の観察
(自らの鼻や回の菌を観察)

手洗いやマスク着用のしかた等の指導

・メディアとの情報交換の場を設定

*積極的なリスクコミュニケーション

発・教育セミナー



東北地域 :感 対策ネットワークの実例-4染

援③感染対策の支

―
―
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(電話、FAX、 インターネットによる相談受付)

・感染症の予防・治療・診断等に関する相談

・アウトブレイク発生時の対応

・さまざまな最新情報の提供

えた院内 ンドの
院内感染対策ヨアウトブレイク支援 (多剤耐性菌・新型インフルエンザ対応)
*外部・第3者による客観的な
視点でチェック ・大学のスタッフが各施設や行政機関からの

要望に応じて訪問

・アウトブレイク発生時の感染拡大防止策、
原因究明の調査を支援

・各施設の病棟日外来・ICU・救急部などをラ

ウンド、改善点の指摘
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東北地域 :感染対策ネットワークの実例-5

③感染対策の支援
・地域厚生局との院内感染研修会の共同開催

東北地域では平成17年より毎年実施、東北 6県の拠点病院

を研修場所とし、保健担当者、近隣の医療施設の医療従事

者も参加、午前中講義日午後ラウンド形式の実践的スタイル

平成22年までに地域36拠点病院

*地域全体でのレベルアップに有用

*行政指導機関と病院との相互
理解に有用

*講義資料の共同利用

*行政機関側のネットワーク
(県を超えたネットワーク)



東北地域 :感染対策ネットワークの実例-6

④人材育成支援
システム (専門コースの開催 )

人材育成プログラムを地域で実践

甲初期導入コースによる研修

・感染制御学、感染症学、化学療法学、臨床微生物学、

・サーベイランス、疫学解析、統計処理

・情報収集、リスクコミュニケーション

・施設等研修
口事例検討を通じて研修 (地域での施設の実例 )

・アウトブレイクケーススタディ ロ実地疫学調査

・宮城県からの寄附講座として2010年 4月 1日 “東北大学大学院医学系研究科
感染症診療地域連携寄附講座 "開設

・3名の感染症・感染制御専門家の専任教員による講習会ロセミナー開催、
研修医0医師卒後教育指導、人材育成支援

・地域医療関連施設における実際的な感染症対策・感染症診療の支援

―
―
∞
ω
Φ
Ｉ
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日本環境感染学会認定教育施設を中′いとした地域支援ネットワーク構築

日本環境感染学会

総務担当理事 大久保憲

教育施設認定委員会委員長 小林寛伊

医療機関における医療関連感染対策は、各医療機関それぞれの判断と責任において実施

されるべきものであるが、新興感染症や再興感染症および多剤耐性菌感染症のアウトブ
レ

イクなどの緊急時には、地域の医療機関同士が速やかに連携 して該当する各医療機関
への

対応と適切な支援がなされるよう、医療機関間相互のネットワークを地域において構築し、

日常的な相互の協力関係を築いておくことが必要である。その際、地域の中小規模の医療

機関を対象としたネットワ
ニクの拠点の医療機関として、日本環境感染学会が認定してい

る「認定教育施設」が中心的な役割を担 うことになる。

平成 16年から開始された厚生労働省のモデル事業としての
「院内感染対策地域支援ネッ

トワ‐ク事業」は、都道府県を一つの単位 として地域の医療機関からの相談事例に対して、

地域の核となる組織 (医師会、行政機関等)が 中心となつて対応する方式であつた。平成

16年に開始された当初は 10道県が手を上げたが、その後は平成 17年 (9県 )、 平成 18年

(8県 )、 平成 19年 (8県 )、 平成 20年 (8県 )のままであり進展していない。

2009年 10月 21日 におこなわれた、厚生労働省院内感染対策中央会議において、中小病

院対象の地域支援ネットワークを発展させていくために、日本環境感染学会が独自に認定

している認定教育施設を核として、その周辺の中小病院での感染制御を支援 していくこと

が示されて、基本的な了承が得られている。

I。 日本環境感染学会の認定教育施設について

日本環境感染学会の認定教育施設の認定を受けるためには下記の要件を満たしている必

要がある。

1.ICDの 資格を持つ日本環境感染学会員が常勤職員で 1名 以上いること

2.日 本環境感染学会員のインフェクシヨンコントロール担当看護師 (ICN)が 常勤職

員で 1名 以上いること

3.感 染制御 (感染対策)チーム

現場へのラウン ドを、全病棟

ること

(ICT)が 、感染制御に関する介入を目的とする臨床

(分割してでも)週 に 1回以上の頻度で実践 してい

4.本 学会事業である 」apaneSe healthcare associated infections surveillance
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5.

(」HAIS)systemに 準じた対象限定サーベイランスを、微生物検査室情報に基づ

く病棟ラウンドにより実践していること

微生物検査室をもち、ICTに対して、全病棟の微生物分離情報が 1週間に 1回以

上定期的に報告され、問題の微生物が分離同定された場合には緊急に報告される

体制が確立していること

感染制御に関する検討会や教育が適切におこなわれていること、および、必要な

情報が適宜全職員にフィー ドバックされていること

厚生労働省が定める臨床研修病院であること7.

20H年 1月 1日 現在、認定教育施設のなかで、周辺医療機関からの質問に対応すること

を表明している施設数は、37施設である。 (更に 2病院が申請手続き中である)(資料 1)

資料 1  日本環境感染学会認定教育施設および担当者一覧 20H年 1月 1日 現在

6.

贔

200101 琉球大学医学部附属病院

藤 田 次郎 098-895-1142

200102 NTT東 日本関東病院 谷村 久 美 03-3448-6651

200103
独立行政法人 国立病院機構 東

京医療センター 03-3411-0111

200104 神戸市立中央市民病院 春田 恒和 078-302-4321

200107 東京大学医学部附属病院 森屋 恭爾 03-3815-5411

200108 神戸大学医学部附属病院 書
九 創 一 078-382-6351

200109 千葉大学医学部附属病院 佐 藤 武 幸 043-226-2661

200110
独立行政法人 国立病院機構 大

阪医療センター 白阪 琢磨 06-6942-1331

200111 岡山大学病院 草野 展周 086-235-7342

200112 東邦大学医療センター 大橋病院 草地 信也 03-3468-1251

200113 川崎医科大学附属病院 寺 田 喜平 086-462-1111

200114 京都大学医学部附属病院 高倉 俊二 075-751-4967

200115 新潟大学医歯学総合病院 内 山 正 子 025-227-0726

200116 慶應義塾大学病院 岩 田 敏 03-5363-3710

200201 奈良県立医科大学附属病院 三笠 桂 一 0744-22-3051
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大分大学医学部附属病院 平松 和史 097-549-4411

200203 筑波メディカルセンター病院 石原  弘子 029-851-3511

川崎医科大学附属 川崎病院 沖本 _貞6 086-232-8343

坂出市立病院 中村 洋之 0877-46-5131

200301 下関市立中央病院 吉田 順一 083-231-4111

200401 藤枝市立総合病院 石 野 弘子 054-646-1111(3131)

200403 浜松医科大学医学部附属病院 工剛 真人 053-435-2721

200405 福岡大学病院 高田  徹 092-801-1011

200406 前橋赤十字病院 金子 心学 027-224-4585(3211)

200408 横須賀市立うわまち病院 三浦 淳太郎 046-823-2630

200501 市立札幌病院
斉 藤 容子 011-726-2211

更新施設とし

て審査中

200502 半田市立半田病院
橋本 真紀代 0569-22-9881

更新施設とし

て審査中

200601 県西部浜松医療センター 矢 野 邦 夫 053-453-7111

200602 東京慈恵会医科大学附属病院 中澤 靖 03-3433-1111

200701 大樹会 総合病院 回生病院 松本 尚 0877-46-1011

宮城厚生協会 坂総合病院 残間 由美子 022-365-5175

200801 東京労災病院 戸島 洋一 03-3742-7301

200802 愛知医科大学病院 三 鴨 廣繁 0561-62-3311(2353)

国立大学法人 三重大学医学部附

属病院
田辺 正樹

059-232-1111

(5658)

健和会 大手町病院 春木 義範 093-592-5511

200901 横浜医療センター 小林 慈典 045-851-262

順江会 江東病院
島田 憲明

03-3685-2166

(3505)

201002 長野県立須坂病院
鹿 角 昌平 026-246-5527 (I室 力邑)

新規施設とし

て審査中

201003 岩手県立久慈病院
下沖 収 0194-53-6131

新規施設とし

て審査中
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Ⅱ.中小病院 (300床未満)支援感染制御ネットワーク (案 )

2009年 10月 21日 の厚生労働省院内感染対策中央会議に提出し、了承された資料である。

中小病院における感染制御策の質向上をはかる為にて日本病院会では、2002年 より上日

2日 間年 3回の感染制御講習会 (Infection Control Staff:ICS講 習会)を開催 し、中小

病院を主たる対象として、インフェクション・コン トロル・チーム (ICT)活動の中心とな

れるインフェクション・コントロール・スタッフ (ICS)養成に努めてきた (講習会総括責

任者 :ノjヽ林寛伊 )。 今回、この講習会修了者約 3,500名 を組織化することによつて、中小病

院の感染制御ネットワーク構築を目指すものである。

1.日 本環境感染学会教育認定施設 (以下教育認定施設)を 中心にネットワークを構

築する。

2.ICS講習会修了者 (希望 しない修了者は除く)の連絡網を作成し、ID、 パスワー ド

を付与する (ICSネ ットワーク 。メンバー)。

3.基盤事業として次のことをおこなう。
1)感染制御策上困つたことに関する Q&Aを メールもしくは FAXでおこなう。

2)然るべき窓口を設置し、Qは質問者の関連各地域教育認定施設に振り分ける。

3)Q&Aの振り分けは、日本環境感染学会教育施設認定委員会委員長、日本病院会感染

制御講習会総括責任者等が中心となっておこなう。

要請があつた場合は、施設内ラウンド、医療関連感染症サーベイランス等の現場

における実践援助をおこなう。原則として当該地域の教育認定施設が担当する。

Q&Aは、日本環境感染学会のホームページに保存し、ICSネ ットワーク・メンバ

ーは、自由に関覧することが出来るようにする。

同時に、重要情報等の連絡綱にも活用する。

その他、有効な活動をおこなう。

資金に関しては、既に日本環境感染学会で予算化がされており、今後、日本病院

会 ICS講習会の資金活用も検討する。厚生労働省の資金援助が可能であれば、最

も望ましいことである。

4.詳細は、今後更に検討を進めることとし、必要に応 じて関連各団体 /関係者との

協議をおこなう。

以上のごとく、本システムは 300床未満の中小病院を対象とした地域支援ネットワーク

構築である。

活動は主に日本環境感染学会の事業として、教育施設認定委員会が中心におこなうもの

であり、感染制御の専門家を擁 していない中小病院を支援対象とすることを目的としてい

4)

5)
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る。

対象病院の窓回は日本病院会感染制御講習会 (ICS講習会)修了者で日本環境感染学会

の会員にお願いする。

1.支援内容 :いずれも施設長の承認の下に支援を依頼する)

① Q&Aに よる問題解決 (予算化出来れば 1回答につき、¥5,000程度の謝金 )

② ラウンドward liaison援助要請のあった場合の出張ラウンド(交通費を予算化)
③ アウトブレイクの可能性に関して問合せがあった際の援助
2.方法

① ホームページを介して電子媒体もしくは FAXで事務局に依頼するシス

テムにておこなう

② 認定委員会委員長および代行者が振り分け等の業務をおこなう

③ 援助は可能な限り当該地域の認定病院中心にお願いする
3.経費

① 当初は日本環境感染学会で予算化

② 基本的にはボランティアー活動

③ 厚生労働省からの資金援助を期待する
4。 その他

① Q&Aの回答は原則 5日 以内とする

② アウトブレイクの可能性に対する対応は出来るだけ速やかにおこなう

③ Q&Aの結果はホームページに紹介する (索引の作成)
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資料 2 質問用紙 (日 本環境感染学会ホームページよリダウンロー ド可能 )

質問用紙

日本環境感染学会 認定教育施設 年  月  日

(質問の回答をお願いする施設名)              ___

(同所属名 )

(同担当者名 ) 先生

下記についてア ドバイスを頂きたくFAXい たします。

質問者の所属施設長サイン (自 筆 )

質問者の所属施設名

役職名

質問者の所属部署名

質問者名

連絡先 :電話番号

:E―mail

FAX濯酢ザチ

質問事項 (具体的に)

回答を希望される施設と日本環境感染学会事務局の両方に FAXをお送 りください。

日本環境感染学会事務局

〒141-8648 品川区東五反田 4117 東京医療保健大学内

TEL: 03-5420-2406  FAX : 03-5420-2407  E― mail : jsei@thcu.ac.jp
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平成 22年 3月 17日

厚 生 労 働 省 医 政 局

病院における吹付けアスベス ト (石綿)等使用
実態調査に係るフォローアップ調査について

1.趣 旨
標記使用実態調査について、平成21年 3月 30日 の公表以後の進捗状
況について取りまとめたもの。

Ⅱ.報告の結果
1.調査回答病院数
《前回》  7,135病 院  →  《今回》 7, 426病 院

2.調査回答病院数の状況
《前 回 》   《今 回 》

調査回答病院数            7,135病 院 (100.0%)7,426病 院 (100.0%)
のうち、

① 吹付けアスベスト (石綿)等がある  1,468病院 (20.6%)1,538病院 (20.7%)
場所を有する病院

② ①のうち、除去等の措置済み状態に   735病院 (10.3%) 785病院 (10.6%)
ある場所を有する病院

③ ①のうち、石綿等の粉じんの飛散により、
ばく露のおそれのない場所を有する病院   658病院 ( 9.2%) 700病院 (9.4%)
④ ①のうち、石綿等の粉じんの飛散により、
ばく露のおそれのある場所を有する病院   75病院 ( 1.1%) 53病院 (0.7%)

⑤ ④のうち、日常利用する場所
7病院 (0.1%)  2病院 (0.0%)を有する病院

うち 措置予定   7病 院      2病 院
未  定   0病 院      0病 院

⑥ ④のうち、日常利用する場所
68病院 (1.0%) 51病院 (0.7%)以外の場所を有する病院

うち 措置予定  56病 院     38病 院
未  定  12病 院     13病 院

3.分 析調査 中の病院数
121病 院《前回》    418病 院  →  《今回》

※ 吹付けアスベス ト (石綿)等の粉じんの飛散により、ばく露のおそれのある場所を
有する病院については、速やかに除去等法令に基づき適切な措置を講じるよう指導す

るとともに、措置を講じるまでの間は、立入禁止、管理上立ち入る際には防塵マスク

の着用義務化等ばく露を回避するための措置の徹底を指導しました。

さらに、分析調査中の病院については、早期に調査が終了するよう引き続き指導し

ています。
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病院における吹付けアスベスト(石綿)等使用実態調査に係るフォローアップ調査

020年 9月 公表

021年 3月 公表

O今 回

全病院数 一級
回答病院数

吹付けアスペスト

(石綿)等がある場
所を有しない病院

数

吹付けアスベスト

(石綿)等がある

場所を有する海

院薇

ぐЭ)

左瓢①)のうち、
措置済状態にあ
る場所を有する
轟
(② )

三日①)のうち、措置済状態ではないも
`

分析調査中C
病院数

劇歌 劣化宇 こよる
石師 粉じんの

飛散により、ぼく露
のおそれがない場
所を有する病院な

((2D

員傷、劣化割 こよる

石綸等の洸 んの

飛散により、ぼく露
のおそれがある場
所を有する病院数
(④ )

病 院
8,750 7,548

〈100.0%〉

7,426

(100.0%)

〈98.4%〉

5,888

(79.3%)

〈78.0%〉

1,538

(20.7%)

〈20.4%〉

785

(10.6%)

〈10.4%〉

700

(9.4%)

〈9.3%〉

53

(0.7%)

〈0.7%〉

121

〈1.6%〉

【注記事項】

※1 各都道府県等からの報告について集計したもの。

※2.「全病院数」とは、各都道府県が把握している病院並びに国立高度専門医療センター、国立ハンセン病療養所及び国立病院機構の病院の合
計をいい、国立大学法人の病院は含まない数をいう。

※3「調査対象病院数」とは、各都道府県等が把握している、平成8年度以前に竣工 (改修工事を含む。)した病院数をいう。

※4「回答病院数」とは、「調査対象病院数」のうち、吹付けアスベスト(石綿)等が使用されている有無について報告のあつた病院数をいう(分析調
査中と回答があつたものを除く。)。 今回の調査における未回答病院数は1である。

※5 ①欄は、吹付けアスベスト(石綿)等が使用されている場所を有する病院数。

※6 ②欄は、①のうち、「除去」、「封じ込め状態」又は「囲い込み状態」等の措置を行つた状態 (以下「措置済状態」という。)にある場所を有する病
院数。

※7 ③欄は、①のうち、「措置済状態」ではないが、吹付けアスベスト(石綿)等の損傷、劣化等による石綿等の粉じんの飛散により、ぼく露のおそれ
がない場所を有する病院数。

※8 ④欄は、①のうち、「措置済状態」ではなく、吹付けアスベスト(石綿)等の損傷、劣化等による粉じんの飛散により、ばく露のおそれがある場所
を有する病院数(立入禁止等のばく露を回避するための措置を実施している場合を含む。)。

※9 ばく露のおそれがある病院として挙げられるものの中には、患者が利用しない場所である病院も含まれている。

※10(  %)は回答病院数に対する率、く  %〉は調査対象病院数に対する率を計上ざ

全病院数
調査対象
病院数

回答病院数

吹付けアスペスト
(石綿)等がある場
所を有しない病院
数

左記(①)のうち、
措置済状態にあ
る場所を有する
病院数
(② )

=配
(①)のうち、措置済状態ではないも

`

分析調査申の

病院数

(石綿)等がある
場所を有する病
院数
(① )

員傷、劣化等による
石綿等の粉じんの

飛散により、ぼく露
のおそれがない場
所を有する病院数
(③ )

損傷、劣化等によそ

石綿等の粉じんの

飛散により、ぼく露
のおそれがある場
所を有する病院数

((3D

病 院
8,754 7,564

く100.0%〉

6,328

(100.0%)

〈83.7%〉

4,993

(78.9%)

〈66.0%〉

1,335

(21.1%)

〈17.6%〉

660

(10.4%)

〈8.7%〉

566

(8.9%)

〈7.5%〉

109

(1.7%)

〈1.4%〉

1,071

〈14.2%〉

全病院数
調査対象
病院数

回答病院数

吹付けアスペスト

(石綿 )等がある場
所を有しない病院

数

次付けアスペスト

(石綿)等がある

場所を有する病

院数

(① )

左記(① )のうち、
措置済状態にあ
る場所を有する
病院数
(② )

呈記① )のうち、措置済状態ではないも|

分析調査中の
病院数

損傷、劣化等による
石綿等の粉じんの

飛散により、ぼく露
のおそれがない場
所を有する病院数
(③ )

損傷、劣化等によZ
石綿等の粉じんの

飛散により、ぼく露
のおそれがある場
所を有する病院数
(④ )

病 院
8,754 7,553

〈100.0%〉

7,135

(100.0%)

〈94.5%〉

5,667

(79.4%)

〈75.0%〉

1,468

(20.6%)

〈19.4%〉

735

(10.3%)

〈9.7%〉

658

(9.2%)

〈8.7%〉

75

(1.1%)

〈1.0%〉

418

〈5.5%〉
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33.補 助事業等の適正な執行について

補助事業等の執行に当たつては、大部分の補助事業者、間接補助事業者等に

おいては、関係法令、実施要綱、交付要綱、交付決定の際に付 された条件等に

従つて執行 していただいているものと考えているが、例年、会計検査院等
か ら、

不適切な補助金の使用などについて指摘を受けているところである。

これまでも、会計検査院等からの指摘があつたその都度、不適切な事例や補

助金の適正な執行について、周知を図つてきた ところであるが、改めて、会計

検査院及び総務省か ら指摘のあつた主な事例及び留意事項に
ついて以下に挙げ

た。

各都道府県においては、これ らの点に留意 し、補助金の審査体制を整えると

ともに、過去の補助金の総点検や補助事業者等
への現地調査を行 うなど、補助

事業等の適正な執行に努められたい。

また、この旨にういては、補助事業者、間接補助事業者等に対 し、必ず周知

されるようお願いす る。

おって、本年度中にも都道府県における補助事業等の執行状況について、現

地調査を実施す る予定なので、ご了知願いたい。

(1)都道府県等における留意事項

○交付申請時における十分な審査

(適正な対象経費の計上、適正な費用算定方法、事業あ利用見込又は過去

の実績等を踏まえた実効性 等 )
○実績報告時における審査

(事業実施状況の確認、交付申請時に審査 した事項の再確認 等 )
○定期的な監査等による点検

(補助事業者等における書類等の整備、事業 目的にあつた効率的な活用状

況 等 )
○補助事業者等に対する指導

(補助事業者等 として遵守すべき事項の周知 等 )

(2)過去に指摘のあった主な事例

○救急医療情報センタァ運営事業

・情報システムや専用端末の利用が低調

・兼務者の人件費を按分せずに全額補助対象経費 として計上

○小児救急医療支援事業

・診療 日数の算定方法に誤 り

○第二次救急医療施設勤務医師研修事業

・補助対象外の経費を補助対象経費 として計上

・県が実施主体であるにもかかわらず県職員に謝金を支払
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・委託先の講師謝金単価が県よりも高額

○救急救命士養成所初度設備整備事業
・臨床実習用の救急車を購入 しているが、その利用状況が低調

○救命救急センター運営事業
・ ドクターカーの運転手の確保に係 る経費の算定が不適切
・補助対象経費の算出が過大 (減価償却費の計上に当た り国庫補助を受け

た財産に係 る分を計上、給与費から控除すべき手当を控除 しない等 )
・選定額の算出方法に誤 り (基準額 と差引事業費の多い方を選定 )

・補助対象経費の積算が過大 (借入利息を計上等 )
0収入額に手術料、麻酔料等の診療収入を計上 していない

〇小児救急地域医師研修事業
・補助対象経費の支出を裏付ける証拠書類が残 されていなかった

○休 日夜間急患センター設備整備事業
・管理台帳を作成 していない

○医療施設近代化施設整備事業
・事業の一部 (電子カルテ等の整備)が未実施
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